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おわりに

はじめに

近代日本製糸業史の研究蓄積は多いが，諏訪を中心とする大規模製糸経営は株式会社化がなか

なか進まなかったこともあって，そうした大製糸の経営実態は未だ不明の点が多い。そもそも，

どのような経営構造のもとで，全国に跨る多数の工場を経営していたのかもあまり明らかではな

い。

本稿は，戦前諏訪製糸業において明治末期以降片倉組・山十組に次いで概ね第３位の規模を

誇った小口組の発展・展開過程を分析する。主たる資料は，１９０３年に小口組が組織されて以降
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１９３１年に破綻するまでの毎年度末の決算関係諸表であり１，多数の本支店工場をどのような仕組

みのもとで経営したかを，とくに所有のあり方や本部との関係を中心として検討する。

ところで，片倉・山十・小口組などトップクラスの諏訪大製糸のほとんどは一族経営であっ

た。一族大経営といっても，それぞれに個性があったはずであるが，じつは一族経営のあり方・

特質についての立ち入った比較分析は従来あまり行われることなく，一族経営か否かを問わず，

主として購繭資金調達を中心とする財務面や女性労働者の労務管理面などに焦点が当てられつつ

研究が進められてきた。近年一族経営が世界的に再評価され，多様な論点が提出されているが，

戦前諏訪製糸業は一族大経営のケースの宝庫である。本稿は近年の一族経営の議論も適宜参照し

ながら，小口組と片倉や山十など他の諏訪大製糸との比較も念頭に置きつつ，明治期以降急成長

した戦前諏訪大製糸の特徴や要因に関する議論にまで�げたい。

あらかじめやや結論的に説明すれば，そもそも当初の小口組は現代の統合された企業のような

ものではなく，２つの製糸経営からなる組合であったし，１９２０年代初頭までは税務上はやはり一

つの企業ではなく，かつ一貫して，従来いわれてきたような匿名組合でもなかった。匿名組合で

はなかった点は，じつは片倉組など諏訪の他の一族大経営も同様だったようである。また小口組

は，片倉を除く他の一族大経営同様，各工場の経営がかなり独立的であり，緩やかな結びつきが

特徴的であった。さらに片倉など一部の例外を除いて，固定設備以外はほとんど何も持たず，購

繭資金のほとんど全部を外部に依存するという諏訪大製糸の特質は小口組にも妥当する，という

従来の理解は，本稿の分析によっても揺るがないが，そうした特質が何に由来するのかについ

て，従来十分に議論されてこなかったと思われる。本稿では，主として一族経営という視点か

ら，そうした諸論点の解明を試み，諏訪大製糸経営の特質を展望する。

１．小口組の創設

（１）前史と龍上館の解散

小口組の前史は，小口善重（初代，１８５５―１９１６）が１８７８年に平野村下浜に２０釜の製糸場を創

設したことに始まる２。その後，１８８３年に下諏訪に移転し順次拡張するとともに，共同揚返場七

曜星社を創設し，さらに１８９０年下浜に帰って２５０余釜の工場を建設して，他の製糸家とともに

製糸結社龍上館を創始した３。そして１９０２年に至り，開明社に次ぐ有力製糸結社となっていた龍

１ 以下に使用する小口組の内部資料は，岡谷蚕糸博物館所蔵の小口組資料であり，故小口定一郎氏（小口

組�小口金吾の長男，図１参照）が収集されたものである。
２ 以下，「小口組沿革概略」（小口組『公文書控』明治四十四年，所収）などによる。この製糸場は座繰製

糸と推定されたり器械製糸とされたりしているが（『平野村誌』下巻，１９３２年，２２２頁，『下諏訪町誌』増

訂版下巻，甲陽書房，１９９０年，４７７頁），同年には片倉家なども器械製糸場を開設しており，後述の１９２５
ママ

年８月１０日付けの上諏訪税務署長宛の持分比を記した文書控えに「明治十一年機械生糸製造工場ヲ創設

シ」と記しているから，やはり器械製糸場だったであろう。

３ このあたりの経緯については，『下諏訪町誌』増訂版上巻（１９８５年）地誌の項，および同，増訂版下

巻，４７７～４８０頁，『平野村誌』下巻，２１１頁などを参照。
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上館は解散することとし，加盟製糸家はそれぞれ新たに小口組・山十組・龍上館丸一組を結成し

た。

まず，龍上館の解散と小口組・山十組・笠原房吉などの独立についてふれておこう。龍上館の

解散理由について，岩崎徂堂『成功経歴日本製糸業の大勢』（博学館，１９０６年）は，次のように

記している。

氏［小口善重―引用者，括弧内は以下同様］が事業は日を追ふて益々拡張し，盛況を見るに
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すなわち，製糸結社龍上館の参加メンバーが多いので，原料も統一できず，各メンバーが自分

の方法で生産するため，龍上館の商標を付けても同一品質の生糸ができなくなっており，顧客の

信用を失墜しかねない。そこで龍上館からの独立を決意した，というのである。中林真幸は，主

に開明社の事例を示しつつ，製糸結社からの独立の意義は，「生産効率の近い工場のみで企業を

構成することと，労働者の成績管理を共同再繰結社から自工場に移すこと」としており５，この

記述は中林の説をほぼ裏付けるものといえよう。すぐ述べるように，当初の小口組は善重兄弟と

小口伝吉兄弟の共同経営であり，伝吉は善重の従弟であった。また山十組組長の小口村吉も善重

の従兄であった。同じ関係の一族であっても，一方では袂を分かち，他方とは共同経営を行った

のは，やはり善重と村吉の経営では「生産効率」（したがって生産方法や労働者の成績管理，そ

して製品の品質）の異なる点があったのに対して６，伝吉は１８８４年頃以降１８９３年に独立するま

で，善重の�製糸所において「製糸部長」として従事していたから７，両者の「生産効率」，平た

くいえば生産の流儀がほぼ同じだったからと解釈できよう８。

ところで，解散するまで龍上館館長であった善重が設立した小口組は，当然ながら設立時に再

４ 同書，３７～３８頁。

５ 中林『近代資本主義の組織』（東京大学出版会，２００３年）。引用は，２８４頁，注４１。

６ もっとも，１９００年前後の両者の１釜１日当たり生糸製造高は，片倉など他の経営に比してきわめて近い

数値を示している（平本厚「合資岡谷製糸会社の資本蓄積―諏訪巨大製糸資本の形成（２）―」東北大学

『研究年報経済学』４７巻３号，１９８５年，６頁，第４表）。

７ 前掲，岩崎『成功経歴日本製糸業の大勢』３８頁。

８ ただし，一族の方が「生産効率」を揃えやすいということはありうるし，信頼関係も築きやすいことも

確かである。
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繰場を新設したわけではない。農商務省農務局『第五次全国製糸工場調査表』（１９０９年刊）によ

れば，小口組の「共同揚返所」（�再繰部）は１８９０年３月起業とされ，これは１８９０年に設立さ

れた龍上館が平野村下浜に作った共同揚返場であり９，これを小口組が継承したはずである１０。し

たがって山十組や，笠原房吉を中心とする丸一組は，１９０３年に独立する際に再繰場を新設した

ようである１１。

また龍上館加盟製糸家が解散時にその前後にはみられないような大規模製糸場を設立したわけ

ではなく，片倉が３６０釜の三全社を新設し，岡谷製糸が４４０釜の大工場を新設して，それぞれ開

明社から独立させたのとは異なって，規模拡大はやや連続的で，比較的中小規模の工場を増設し

ていった点が，開明社からの独立時と異なった龍上館解散時の特徴といえる。龍上館解散時の

１９０２年には善重一族・村吉一族および笠原房吉の各工場は，それなりに大規模化していたとは

いえ，３１０釜の善重�工場を除けば１３０～１５０釜程度であり１２，小口組が設立時の１９０２年頃に新

設したのも，１８０釜の�工場と５１釜の�工場のみであった１３。そして後述のように，小口組の岡

谷本店工場も，実際には概ね数十釜から最大３００釜程度の複数工場の総称であった。中林は，ア

メリカ市場で要求される生糸の均一性水準が向上したために，「１９００年代初頭までに，主要製糸

家は単一の大規模工場による生産に移行」した点を強調しているが１４，むろんある程度大規模の

方が技術的条件を一定にしやすかったとはいえ，複数の中小規模工場であっても技術的条件を同

一にできるなら，それでも対応可能だったのである。

また，山口和雄編著『日本産業金融史研究 製糸金融篇』（東京大学出版会，１９６６年）によれ

ば，開明社が内部に「組」と呼ばれるグループを作って繭仕入を行ったのと同様に，「竜上館・

平野社などにおいても館長，組長の下に原料の共同購入が行なわれていた」としているが１５，

９ 前掲『平野村誌』下巻，２１１頁。

１０ 小口組『決算表』によれば，１９０３年度の「再繰部固定」支出額は８４３円と僅少であるのに対し，再繰部

の「〔龍上館からの〕分離ノ際配当額」（善重家の�と伝吉家の�の資産配当額）は１１，３２２円であった
（１９０４年度「再繰部固定割本」）。これは，実際に現金で配当を受けたのではなく，再繰場を引き渡された

際の評価額であろう。また小口組の１９０３年度『決算表』や小口組『本支店固定損益累年表』（１９３１年頃作

成）の１９０３年度には，「事務所」や「固定」（主に工場施設）などに４９～６９千円という大きな投資額が計

上されているが，これらもこの年度の投資額ではなく，かなりの部分は組発足時の評価額ないし累積投資

額と思われる（後掲表１７の注２参照）。

１１『第五次全国製糸工場調査表』には，丸一組の揚返所は「丗六年六月」起業とあるのに対して，山十組の

それは龍上館解散よりはるか前の「廿六年六月」となっているが，これは「丗六年六月」の誤りであろ

う。実際，『平野村誌』下巻，３６１頁に掲載されている，１８９５年調査の揚返場一覧表によれば，同年には

龍上館の揚返場があるほか，小口村吉や笠原房吉のそれはまだない。『第六次全国製糸工場調査表』（１９１２

年刊）や『第七次全国製糸工場調査表』（１９１６年刊）には，丸一組の揚返所の起業年を１８８８年とか１８９０

年としているが，前者は笠原房吉の経営が小口善重との共同経営から独立した年（『笠原工業（株）上田

工場七十年のあゆみ』同社，１９７０年，６頁），後者は龍上館の設立年であり，揚返所の起業年を示してい

るとは考えがたい。

１２『平野村誌』下巻，２７８頁。

１３「小口組沿革概略」「小口権之助履歴書」（前掲，小口組『公文書控』明治四十四年）などによる。

１４ 中林，前掲書，１９２，２７４頁など。
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『平野村誌』下巻では，龍上館では「原料繭の購入については共同ではなかつたが，なるべく同

一方面に於て行ふことに申合はせてその製品統一を計つた」という１６。いずれも論拠が明示され

ておらず判然としないが，山口編著『金融史』の龍上館傘下の笠原組の分析によると，同館の購

繭資金借入は，当初館長小口善重が茂木商店や第十九銀行などから借り入れて，傘下の製糸家に

渡し，かつ笠原房吉は後の山十組を形成する小口村吉・吉三郎らと共同購繭していたようであっ

たが，１９００年頃になると，龍上館に対する第十九銀行の資金貸出も，龍上館を単位として貸し

出すだけではなく，館内の３つのグループ（のちの小口組のグループ，山十組と笠原房吉のグ

ループなど）に分けて行うようになっているから１７，共同購繭というのも，おそらく当初からこ

れら館内のグループによる共同購繭だったのであろう。したがって，龍上館は，もともと複数の

製糸家グループによる結社だったか，または少なくとも１９００年代初頭の龍上館末期には複数の

製糸家グループによる結社になっていたのであり，やがて個々の経営ないしグループの経営が発

展すると分解していくことは必然だったといえる。善重らも，もともと自らの買場（購繭所）を

有していたはずであり，小口組設立によって新たに買場を設置したわけではないと思われる。

龍上館解散は，開明社所属の製糸家が開明社に属さない大工場を新設したり開明社から独立し

たりするのにやや遅れたが，このように所属製糸家の購繭・資金借入や規模拡大のあり方をみる

と，龍上館末期にはその解散・独立の条件は十分に整っていたといえよう。そして結成された小

口組自体，龍上館丸一組と同様，すぐ述べるように当初は複数の経営からなる製糸結社的な組織

であり，その意味では龍上館解散前後は形式的にはやや連続的な面もみられる。

（２）初期小口組の性格

従来の文献は小口組成立を１９０３年としているが１８，小口組の内部資料には，龍上館の解散と

小口組の組織化を１９０２年とする１９。ただし事業初年度は，１９０３年である。小口組『決算表』に

は，最初の頁に，「［１９０３年］夏挽開始ヨリ共同事業トナル」とあり，前年に龍上館の解散と小

口組の組織化を決めたが，前年仕入繭の一部を０３年春挽に使用するため，春挽によって清算

し，夏挽から新たな勘定としたということであろう。「共同事業トナル」とは，それまで，小口

善重と従弟の小口伝吉は別経営として龍上館に加盟していたが，同年夏挽から両者が共同で小口

組を運営するということである。
カネサン

さて当初の小口組の決算書類を分析すると，小口組の構造は，善重兄弟の経営する� 部と伝
ヤマショウ

吉兄弟の経営する� 部に分かれていたことが判明する。善重と伝吉は母同士が姉妹の関係で

あった（図１）２０。�と�は独立した製糸経営であり，資本統合されていなかったことは，後述の

１５ 同書，１７８頁。以下，山口編著『金融史』と略す。

１６ 同書，２１２頁。

１７ 以上，同書，３０９～３１１頁，３５３頁の注４など（中村政則稿）。

１８『平野村誌』下巻，２２１頁，『信濃蚕糸業史』下巻（大日本蚕糸会信濃支会，１９３７年）１０４６頁。

１９ 前掲「小口組沿革概略」など。
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点から明らかである。�は当初４工場あり，長男善重のほか，次男定吉２１，三男清助，五男権之

助の４兄弟で経営し２２，�は当初１工場を，長男伝吉のほか，すでに成人していた次男房吉と三

男洲一郎（後の修一）で経営した２３。小口組事務所はこの２つの家の製糸経営を傘下におき，資

金調達・繭仕入・再繰などを傘下２経営の共同事業として行っていた。したがって小口組は製糸

結社的な組織だったことが判明する。従来，小口組は一族による匿名組合として結成されたとさ

２０ 前掲，岩崎『成功経歴日本製糸業の大勢』３８～３９頁も参照。なお，�・�などは家の屋号であり，個別
工場の屋号でもあり，当初はある家の当主（または子弟）が家と同一の屋号の工場を経営したはずである

が，後に両者が一致しない場合も出てくる。�部・�部は個別工場を指すのではなく，複数の工場からな
る経営を指すのであるが（ただし�部はほぼ１工場），以下煩雑のため，�部・�部を，文脈上紛れがな
いと思われる場合は，たんに�・�と表現することがある。

２１ 定吉は小口鶴吉家の養嗣子となった。鶴吉は定吉の母くわの弟。

２２ 四男音重は早世。ほかに六男七之助がいたが，やはり早世した。さらに善重の姉与弥（よね）もおり

（彼女も夭折した），したがって七之助は７番目の子である。

２３ 房吉は小口与一郎家の養嗣子となった。与一郎は房吉の父半蔵の弟。また図１の理一（１８９４年生まれ）

は，伝吉の姉きゅうの実子であるが（小口定一郎作成系図，『信陽新聞』１９２１年３月４日に掲載された半

蔵妻とのの死亡記事にも「孫小口理一」とある），戸籍上半蔵の四男になったようである（『人事興信録』

第１１版）。理一も成人後，製糸経営に加わった。

図１ 小口家系図

（出所）小口定一郎作成系図（小口浩一氏所蔵），小口組『公文書控』，『人事興信録』各
版より作成。

注：本稿と関係のある部分のみ記載した。［ ］は屋号。
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れるが２４，当初の小口組は，その組織実態から見て，匿名組合員が出資し，営業者に全権委任し

て利益を追求する匿名組合とはいえず，複数の当事者が出資して上記の共同事業を行う，任意組

合というべき組織であった。以後，表１のように，地方支店を設置しながら規模を拡大していっ

た。

各年度『決算書』をみると２５，冒頭に，仕入費・利息・事務所経費・再繰所経費などの諸経費

と撰出繭収入などの諸収入が記されるとともに（表２），それぞれについて�と�の分担額・分

配額が記されている。分担・分配の基準は，細部では若干の変遷があるが，仕入費・利息・事務

２４『平野村誌』下巻，２１２頁。戦後の研究史（さらに一部の企業史）も，小口組に限らず，何々組という諏

訪の一族製糸経営を匿名組合としているが，その主たる論拠は，『平野村誌』下巻，２２１頁（さらに『信濃

蚕糸業史』下巻）の記述のようである。

２５『決算表』『決算綴』『決算書』などと年度により資料の表記は異なるが，以下原則として『決算書』と記す。

（釜）

年度

本 店 支 店

計
�部 �部 計 赤羽

大和
徳島

彦根 郡山 和田山 石岡 下諏訪 都城 高崎

１９０３
０４
０５
０６
０７
０８
０９
１０
１１
１２
１３
１４
１５
１６
１７
１８
１９
２０
２１
２２
２３
２４
２５
２６
２７
２８
２９
３０

７１６
８２５
８２５
８９２
８８７
１,１３５
１,２４９
１,３７７
１,８８４
２,４０５
２,２８０
２,５０２
２,３２２
２,３９３

１３１
１６１
１６１
１８２
１８０
２３２
２５２
２９２
３８４
４８０
４８０
４８０
４８０
５１１

８４７
９８６
９８６
１,０７４
１,０６７
１,３６７
１,５０１
１,６６９
２,２６８
２,８８５
２,７６０
２,９８２
２,８０２
２,９０４
２,９６８
３,０２８
２,６９６
２,６９６
２,７１６
２,６７９
２,６７９
２,６７９
２,６７９
２,６６５
２,７２１
２,４４１
２,４５９
２,４５９

―
―
１８２
２４４
２４４
３７４
３７４
４１５
４１５
４７５
５３７
５３７
５３７
５３７
５３７
５３７
５３７
５３７
５３７
５３７
４４２
―
―
―
―
―
―
―

１３０
・・・
・・・
・・・
１３８
１３６
２７６
２７６
４０８
４３１
４３１
４４５
４４５
４５１
４５１
４４６
４４９
４４９
４４９
４４９
４３４
４３４
４２２
４１２
４１２
４１２
４１２
４１２

―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
３６０
３６０
４００
４００
４００
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―

―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
２４５
６００
６００
６００
６００
６００
６００
６００
６００
６００
５８８
５８８
５８８
５８８
５８８

―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
４７０
６００
６００
９１２
９１２
９１２
９１２
９１２
９１２
９１２
９１２
８４８
７７６
７７６

―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
２５２
４９０
４９０
４９０
４９０
４９０
４９０
４９０
４９０
４９０
４８８
４８８
４８８
４８８

―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
４５１
６００
６００
６００
６００
５９２
５９２
５９６
５７６
５７６
５７６
５７６
５７６

―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
３６０
３６０
４２０
４２０
５４０
６００
７０４
７０４
７０４
７０４
７０４

―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
３８０
５４０
５４０
５４０
５４０
６００
６００
６００

９７７
（１,１１６）
（１,２９８）
（１,４４８）
１,４４９
１,８７７
２,１５１
２,３６０
３,０９１
３,７９１
３,７２８
４,３２４
４,１４４
４,５３７
５,６７８
６,５５２
５,９７２
６,６４４
６,６６４
６,６８７
６,５６９
６,７８７
６,８３９
６,８８７
６,９４１
６,６５７
６,６０３
６,６０３

（出所）小口組『本支店固定損益累年表』（１９３１年頃作成）をベースに，同『決算書』各年度，同『公文書
控』（明治四十四年）などで補足。

注：１）春挽と夏挽で釜数が異なる場合は，夏挽の釜数を採用。
２）「・・・」は不明，「―」は工場が存在しない。「本店」の１９１７年以降は，�部と�部 が合併。
３）０４～０６年の「計」は，大和支店が１３０釜として算出。大和支店は０７年に徳島に移転。
４）『本支店固定損益累年表』の１９２８・２９年度は，それまで本店釜数に含まれていたと思われる下諏
訪製糸所（�）２０１釜が別記してあり，この表には含めていない。

表１ 本支店釜数
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所経費・撰出繭収入は各経営（さらに各工場）の使用繭額，再繰所の経費と収入は各々の生糸生

産量とし，再繰所・繭買場・事務所など共同利用施設の固定費（投資）は釜数としている。さら

に再繰所は�と�の共有であったが，事務所（の建物）は�部の所有物であり，その賃借料を�

と�で分担するといった具合であった２６。

２．製糸経営の発展（１）：１９０３―１９１２年

（１）事務所の性格と機能

『決算書』中の「貸借対照表」（表３）は，借方が負債となっており，通常のものと逆だが，内

（出所）「決算ニ関スル割賦元」（小口組『決算書』各年度）。
注：１）「繭代金計」は，１９０５年まで春挽繭・夏挽繭・残繭の計で，１９０６年以降は夏挽繭・残繭の計，つまり当年買入繭。
２）１９０５，０７～１０年の「夏挽繭」「残繭」は赤羽用を含む。「繭代金計」の１９０６～１３年は赤羽とも当年買入繭。
１９０６，１９１１～１３年の「夏挽繭」は赤羽用（残繭共）も含み，「残繭」は赤羽用を含まない。１４年から「夏挽繭」「残
繭」は赤羽用を含まない。「繭代金計」も１４年から赤羽を含まず本店用当年買入繭。１９１１年の「夏挽繭」「残繭」
「繭代金計」は計算が合わないが，そのまま。
３）「繭代金（年度）」は，赤羽を含まない年度消費繭元価。

２６ たとえば事務所のような�の所有施設は，１９０４年は，その固定資産価格から上がるはずの利子（日歩２
銭６厘）を使用繭量で分担して，�分は�への利子支払いとし，１９０５年は同様に賃借料を資産価格の１割
とし，それを事務所経費として両者が分担している（『決算書』各年度の「賃貸借料（�部持建家其他ニ
シテ共同使用ノ分）」など）。

年度

収 入 経 費

撰出繭・雑収入 再繰部
収入

工場
利子

固定賃
貸料

繭代金 繭代金
（年度）

利子
春挽 夏挽 計 春挽繭 夏挽繭 残繭 計

１９０３
０４
０５
０６
０７
０８
０９
１０
１１
１２
１３
１４
１５
１６
１７
１８
１９
２０
２１
２２
２３
２４
２５
２６
２７
２８
２９
３０

１
・・・
１
１
２
２
３
９
１３
９
９
２５
１５
１０
３９
８４
５０
△５
３８
１１４
８６
１５
６１
３５
４５
２４
０
１

１１
・・・
１１
１５
９
１３
２４
２７
６１
４５
８１
６６
９８
１６２
１４５
２８７
３９９
９３
１９２
３３６
３３１
２１８
１９６
１１５
８２
３６
４２
２２

１３
９
１３
１６
１２
１５
２８
３７
７４
５５
９１
９２
１１４
１７２
１８４
３７２
４４９
８８
２３０
４５０
４１８
２３４
２５７
１５０
１２８
６１
４３
２３

―
３
―
６
６
６
６
９
１２
１０
１１
９
１１
１４
１７
２２
３９
１３
３３
４３
５３
４５
５９
４５
３３
３０
２４
１１

―
―
５
―
６
９
１１
８
１６
（２５）
１９
２０
１２
１３
２５
３８
５６
１４４
９０
１２８
１０８
１１０
１１３
９３
７８
７７
４６
３１

―
―
―
―
０
―
１５
１７
（２９）
３６
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―

７６
１２６
１４０
１３４
１９４
３４７
３１３
３７２
５０２
７２４
６５４
９２５
９０７
９３６
１,６２７
１,７６７
１,６６１
４,４９２
８８６
１,４１３
２,１７２
２,０７４
３,１４１
３,４４８
２,４０６
１,０００
１,５７４
１,６２１

５３１
５１７
６６５
１,２２７
１,６７６
１,６７４
１,６８２
１,９８０
２,１２５
２,５４０
３,５７０
２,０４０
１,８３４
３,１１０
４,４７７
５,７７９
７,３５９
２,０５１
３,５８３
５,８４１
６,１６５
５,９４２
７,２９１
５,３５２
３,６７５
３,８００
４,３１８
１,５５１

（１２６）
１４８
１５４
１８２
４８８
３４２
４８８
５４７
７７８
４８５
８８８
８４７
５８４
１,８３７
２,１２５
１,０４４
２,６４３
１９７
１,０４３
１,８５２
１,７０３
２,２０８
３,５４９
２,５０４
５８０
１,１５８
１,７５３
３１

６０８
７９２
８２０
１,４０９
２,１６４
２,０１６
２,１７１
２,５２８
２,９１３
３,０２６
４,４５９
２,８８７
２,４１８
４,９４８
６,６０３
６,８２４
１０,００２
２,２４９
４,６２６
７,６９３
７,８６９
８,１５１
１０,８４１
７,８５７
４,２５６
４,９５９
６,０７２
１,５８３

・・・
６４３
７０８
１,１０９
１,３７３
１,３１５
１,３７４
１,５９２
２,２８２
３,３３９
３,３３６
２,９６５
２,７４０
４,０４６
６,１０４
７,５４７
９,０２１
６,５４３
４,４６９
７,２５４
８,３３８
８,０１６
１０,４３２
８,８０１
６,０８１
４,８０４
５,８９３
３,１７２

３８
４０
３１
３２
６５
８２
６８
７８
１１０
１２６
１７０
２３７
２０９
２２１
４７０
５８１
８４０
１,９５１
７５３
５７９
１,１２０
１,０９２
１,２１６
１,１１５
５１４
２６３
３４６
３８２

表２ 本部事務所の収入と経費
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容からみて事務所の資産・負債の表であり，土地建物などの固定資産は現れないし（組合たる小

口組自体が製糸工場を所有しているわけではないので当然である）２７，損益も現れず，事務所は

損益主体ではない。前述のように事務所事業の諸収入・諸経費を項目ごとに�と�で分配・分担

するわけだから，事務所は損益主体ではないのも当然であり，いわば協同組合の共同利用施設の

ようなものであった。参考として右端の欄に「本店損益」を示したが，これは１９１６年までは�

の損益のことである。１６年までの『決算書』に綴られている「損益表」とは，内容から見て�

部の損益表であった。後述のように１９１７年に�と�が合併するまでは�の損益表は『決算書』

には存在せず，これは組合たる小口組ないし事務所の運営を�が主導したことを物語るが，１７

年以降，「本店損益」は�を含めた本店工場損益となる。すなわち�と�の合併により，小口組

はここで初めて１つの製糸経営体となるのである。また「貸借対照表」は１９１２年度分が欠けて

４）１９１５年以降の「予算売売却損益」（含み損益）は表示を略す。（最も額が多いのは，１９１９年残繭益金
１，４９５千円）
５）１９１１年の「固定賃借料」は，�「損益表」による。１２年の「工場利子」は�部と赤羽の計。１３年以降の
「工場利子」は�部のみ。
６）資料では，１９１２年より「事務所収入」は「本部収入」，「事務所経費」は「本部経費」，「利子」は「本部
利子」，また「再繰部」は「再繰所」等に表記を変更。

２７ ただし後述のように，当初の赤羽支店の設備投資は，貸方の「貸金」に含まれる「赤羽固定口」として

計上されている。これは小口組設立後に新たに�と�の共同事業として立ち上げたためである。

（千円）

経 費

仕入費 事務所
経費

再繰部
経費

再繰部
固定

事務所
固定

繭買場
固定

東京支
店経費

東京支
店固定

工場
固定

売込費
春挽 夏挽 計

３
５
７
５
６
１２
１３
１８
２５
４２
３４
５０
４８
―
―
―
―
―
―
８７
１０２
１０３
１６４
２０３
１５８
５２
９２
１０１

２４
３３
３５
４７
６３
７２
８６
１０９
１６７
１７９
２２３
１８５
１８３
２６２
３１３
４３３
６３９
４１３
４３８
５４２
６１９
６８９
７８９
６３９
３６６
３６５
３８３
２０７

２７
３９
４２
５３
７０
８４
９９
１２８
１９３
２２２
２５７
２３５
２３２
２６２
３１３
４３３
６３９
４１３
４３８
６２９
７２１
７９３
９５３
８４２
５２４
４１８
４７６
３０８

７
５
７
７
１２
１６
２１
２５
３７
４３
３９
３４
３５
５８
８０
９１
１７９
１３８
１０４
１４７
１６９
２３５
１８６
１６１
１５７
１４６
１６５
１１７

８
１０
６
１２
１４
１９
２２
２９
４４
４９
４９
４１
４１
５２
８０
１２２
１９７
１７８
１４３
１６９
１７３
１９１
２０７
１８４
１８２
１８７
１５９
１１７

１

０
０
２
０
４
２９
３
０
３
―
０
２１
３７
５９
２６
０
１
３
０
０
０
１
０
―
―

�����������４９
１

�����������４７
０
１６
１４
８
�������３２
２５
３９
１
５
１
２８
１７
１７
２６
２
１５
８
９
１
１６
△１２
△０
△０
２
―

―

０
４
１
０

１９
１２
７
１１
６
１３
５９
５０
１３４
１２０
７
△５
８
０
１２
△０
△２０
２３
８
△７

―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
１
４
５
９
１４
１２
１２
２２
１６
１６
１８
１４
１１
１５

―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
１３
０
１１
２
―
―
―
―
―
―
―
９６
△１
―

―
（３）
―
―
（３）
―
（９）
１６
（７３）
（１１）
―
１
―
―
２８
５２
１３７
７１
４
９９
△０
６
４
△０
０
６
０
１

―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
１３９
１１７
１３１
７８
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いるが，これは偶然ではなく，この頃細部を含めて種々の会計システムが変更されており，この

年度は正式の「貸借対照表」が作成されなかったものと思われる。

「貸借対照表」の借方をみると，茂木商店や第十九銀行の勘定とは別に「手形口」がある。後

述のように，これは１３年から「資金口」と名前を変えて，かつ内容も大きく変化したと推定で

きるが，表４にその内訳を示したように，銀行等から手形形式で借りており，１３年以降の「資

金口」にも，手形借入が含まれていることは確実と思われる（「資金口」の明細は記されていな
あずかり

い）。さらに表３の「貸借対照表」の借方をみると，当初，「手形口」の横に「 預 金口」があ

る。「預金口」の大半を占めるのが「特別預金」であり，０７年以降は次いで大きいのが赤羽支店

（東京府）の「赤羽損益口」であった。この「特別預金」は，�の利益金処分の内訳がわかる０４

～０６年については，�の利益のほとんどすべてが振り替えられているが（表５）２８，「特別預金」

には大和支店（奈良県）の利益も算入され，他方，�の利益は繰り込まれないと考えられる。こ

の点は，１９０５年の茂木商店の手数料割戻を�と�と大和支店に配分した際に，�と大和の配分

金のみが「特別預金」に繰り入れられたという事実から推測されるが２９，他にも，�の利益も

「特別預金」に含まれるとすれば，赤羽の「損益口」などをわざわざ設ける必要がなくなるな

（出所）「貸借対照表」（小口組『決算書』各年度）。
注：１）決算期は２月～３月。１９０４年は，２月２８日と３月１０日の２表あるが，その前後にあわせて後者を採用。１９１２年

度は，「決算下調」しかなく，資産・負債は不明。
２）「手形口」について，１９０４年は「割引手形」，１９１３年以降は「資金口」。
３）「特別預金」は，「預金口」の細目。
４）「徳島支店」は，１９０６年まで「大和支店」（１９０３年「紀州支店」）。
５）「仮受渡金」は，１９１１年以降は「仮勘定」。

２８ 表５のように，特別預金振替金は，１９０４年は固定支出を差し引いて計上されているが，０５年以降算出方

法が変更されている。

翌年
２月～

３月

借 方 貸 方

茂木
商店

原合
名

神栄
第十九
銀行

信濃
銀行

手形口
（資金口）

預金
口
（特別
預金）

�製
糸所

徳島
支店

彦根
支店

本店製糸部

� � � � � � 	 ○小 � 
 計 �

１９０３
０４
０５
０６
０７
０８
０９
１０
１１

２８
６４
９４
３

１６４
２２３
１５７
１２０
６００

―
―
―
―
―
―
―
―
―

―
―
―
―
―
―
―
―
―

１７
６
１３
６
９２
９２
８５
１２９
１８４

―
―
―
―
―
―
―
―
―

１０５
７３
８３
１０１
１２７
６５
２０５
１７０
３４２

４５
７３
５２
２１６
３２４
３４１
３３１
５１０
２４８

・・・
（６７）
（４６）
（２０７）
（２５９）
（２３９）
（２１７）
（３６２）
（１８９）

―
―
―
２０
１３
―
０
１６
―

―
―
―
７
―
―
―
―
―

―
―
―
―
―
―
―
―
―

１０
１０
９
７
１３
１１
１４
１６
２６

５
８
９
１１
１７
１７
１６
２１
２３

４
３
５
４
４
６
７
１２
９

―
―
―
―
３３
１１
１４
１７
２９

―
―
―
―
―
―
―
４
０

―
―
―
―
―
―
―
４６
２８

―
―
―
―
―
―
―
―
２３

―
―
―
―
―
―
―
―
―

１２
４
１２
―
―
１
―
―
３６

―
―
―
―
―
―
―
―
―

３２
２７
３６
２３
６８
４７
５２
１１８
１７８

１
１
０
０
２
２
２
７
６

１３
１４
１５
１６
１７
１８
１９
２０

１２４
５３７
２０１
３０８
１,４８８
９７９
２,０６２
１,０４３

―
―
３
６１
１００
２３５
６９２
７４３

―
―
―
―
―
―
―
１８８

１９０
４０５
１２２
４６３
９２８
１,３１１
２,１８０
２,１９９

―
―
―
―
―
―
２８
９

７３３
９５０
１,１８８
１,７６３
４,１５８
４,２３４
３,２２５
１３,７２９

６５
７１
８７
１３４
２１５
２８１
３８２
２８９

―
―
―
―
―
―
―
―

―
―
３９
―
３
―
―
―

２
―
―
―
―
―
２６８
―

―
―
―
１６８
２６
―
―
―

１８
１３
１２
２０
２０
３８
７８
３９

２０
１４
１７
２３
２９
３８
１０９
５６

０
―
―
０
―
―
―
―

２５
１６
１７
３０
３３
４５
８９
６３

６
４
４
６
７
９
―
―

２４
１７
１９
３４
４４
５３
―
―

３３
１７
２３
３１
６５
８７
１９７
１０８

１４
１５
１５
２５
―
―
―
―

１０７
３０
―
３４
―
８０
１７２
８５

―
―
―
―
１６
３７
８３
４８

２５２
１２９
１０９
２０８
２１９
３９０
７３２
４０１

３
２
３
３
４
４
１３
９

表３ 本部事務所「貸借対照表」（1903―20 年）
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ど，多くの傍証から明らかである。大和の利益が，�の利益と一緒になって「特別預金」に入る

のは，大和が小口組結成直前の１９０２年に設置され，この支店は�の単独出資だったことによる

ものと思われる。これに対して，赤羽は０５年に�と�の共同事業として新設されたものであ

り，したがって，�の蓄積資金である「特別預金」，共同事業たる赤羽の蓄積資金の「赤羽損益

口」と，�の蓄積資金（これは「貸借対照表」等，『決算書』には現れない３０）の３つは区別さ

れる必要があり，結局，この「特別預金」は，大和（のちの徳島支店）を含んだ�の収益蓄積金

と解釈される。

次に「貸借対照表」の貸方をみると，現金はほとんどなく，当初の「貸金」の大半は赤羽への

設備投資累計額であった。さらに本店製糸部の工場新増築，また徳島の増築に際しても，事務所

が融資しており，１９０７年の�，１０年の�・徳島，１１年の�・�，などは，すべて工場新増築資

金貸出のための残高増加とみなせる（表１および後掲表８の釜数変動と対照せよ）。これに対し

６）１９０７年の「第十九銀行」９２千円は，第十九銀行（諏訪支店）１６千円と同行東京支店７６千円。１９２０年の「茂木商
店」１，０４３千円は，「茂木生糸店」２７９千円と「茂木合名」７６４千円。
７）「�製糸所」は，１９１１年から「�製糸所」。
８）借方の「仮勘定」，貸方の本店製糸部「	製糸所」「
製糸所」「物品課」などは，表示を略した。ただし貸方「本
店製糸部」の計には「	製糸所」等も含めた。
９）「損益」は，借方・貸方の記載をまとめて記載。「（参考）本店損益」は，（本店，１９１６年までは�部）「損益表」に
よる。
１０）「副業」は，「醤油部」「豆腐部」「真綿部」。

２９ １９０５年度の『決算書』によれば，「茂木商店利息口銭割戻金」８，１４９円を「共同」（�と�）と大和に分
配し，「共同分」は�と�に両者の生糸代金の割合で分配したが，�分と大和分のみを「特別預金口」へ
「入帳」している。

３０ もっとも，表３の借方に「�製糸所」が時折現れているが，かなり少額であるし，貸方に現れる年度も
あり，�と�が合併した１９１７年以降の状況からみても，借方の「�製糸所」が�の蓄積資金とは思われ
ない。

（千円）

貸 方

損益
（参考）
本店
損益

本店再繰部 地方製糸所
東京
支店

貸金 繭代
仮受
渡金

仕入
費
利息 副業 現金

○山 � 計 徳島 赤羽 彦根 郡山
和田
山

石岡
下諏
訪

都城 計

―
―
―
―
―
―
―
２
３

―
―
―
―
―
―
―
―
―

１
１
０
０
２
２
２
１０
１０

１６
８
０
―
３９
５９
３１
１３５
４５

―
０
８４
７３
１３９
１８５
１３８
８５
１７９

―
―
―
―
―
―
―
―
―

―
―
―
―
―
―
―
―
―

―
―
―
―
―
―
―
―
―

―
―
―
―
―
―
―
―
―

―
―
―
―
―
―
―
―
―

―
―
―
―
―
―
―
―
―

１６
８
８４
７３
１７９
１４５
１７０
２２０
２２４

―
―
―
―
―
―
―
―
―

２０
８
７
５８
７３
９６
１１９
１４９
７４

１０９
１４８
９９
１８２
３３３
２４７
３７８
４２２
７７６

０
２
５
５
３５
１０
１６
３２
２９

５
７
４
６
１１
１３
１８
２３
４５

８
７
３
３
１４
１３
１４
１６
２８

―
―
―
―
―
―
―
―
―

―
０
０
０
０
０
０
０
１

―
―
―
―
―
―
―
―
―

△９
２８
９
１１８
３４
△４６
４６
１３９
△６４

３
３
６
５
１１
１８
３５
２２

―
―
―
―
３
７
２６
１２

６
５
９
９
１９
３０
７４
４４

―
４７
７９
１３６
１６３
２７５
―
８０５

１５１
２２０
１６２
１４１
５４５
３５８
４７７
１,２２１

１７
４１７
５８
―
―
３５５
―
―

―
―
８５
３６５
５３０
５４１
７０８
１,４６６

―
―
―
１０３
８４２
８９９
１,３６５
２,２９６

―
―
―
３４
３３２
４３３
４６１
９９４

―
―
―
―
―
７５６
７１５
１,３１６

―
―
―
―
―
―
４１３
１,１０６

１６８
６８５
３８５
７８０
２,４１３
３,６２１
４,１４１
９,２０７

―
―
―
―
４８
３６
４４
４６

２０
３６
１６９
１９３
２６９
２９６
６５５
１,２５８

８８８
８４７
９６２
２,０４１
１,７２９
８８９
３,３０１
６１１

―
―
７６
１９９
９３４
８７４
１,４６８
１,７４２

４９
４８
０
０
０
０
０
０

３０
３８
―
―
―
―
―
―

１６
１３８
３１５
８８
７６５
９３７
１,５１３
１,２０７

２
２
１
０
６
１
３
３

１０７
△４４
４０７
６５８
△４８７
８０
３３１３
△３,４９２

８８
△４３
４０９
６５８
△４８７
８０
３３１３
△３,４９２
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て，貸方・地方製糸所の赤羽の残高がやや多いのは，本部事務所が仕入れた赤羽用の残繭代が含

まれているためと思われる（赤羽の繭仕入は後述）。また貸方の「繭代」は事務所が仕入れた本

店用繭の年度末の残りである３１。これら残繭の時価や生糸価格が上下して出た損益は傘下の製糸

工場の損益に転嫁され（後掲表９の本店工場損益に反映される），結果として表３の借方の借入

金や「特別預金」が変動するわけであるが，表３の残繭額は，生糸にして借金を返済すれば，た

いていの年はたいして残らないような数値である。�や赤羽の蓄積資金たる「特別預金」「赤羽

損益口」がそれなりにあったことは特筆すべきであるが，それを赤羽その他の固定費に充当すれ

ば，繭仕入に回せる部分はかなり減るし，工場の欠損は「特別預金」から補�されるから，損益

の変動により「特別預金」もなかなか一直線には増加していかなかった。結局，事務所の資金借

入の全貌は内部資料からは判明しないものの，１９１１年には３００万円近くにもなる本部の購繭規

模からみて（表２），購繭資金の大部分を借入によって賄っていることは明らかである３２。

そして，後の１９２０年代には，貸方に有価証券が現れ（所有名義は善重など個人），また土地投

資のための別会社（小口商事合名会社，１９１９年）を立ち上げたが，少なくとも１９００年代頃に

は，貸方に土地・有価証券への投資を窺わせるものは存在しない。この時期の「貸借対照表」に

現れない個人の資産所有の実態は判明しないが，後の資産所有状況からみて，安全弁としてのそ

３１ この「繭代」は本店用の残繭代であるが，１９１５～２０年の「繭代」は本店用残繭よりかなり多く，本店仕

入の支店用残繭が含まれているのだろう。１９２１年から再び本店用残繭とデータが一致する。

３２ なお，貸方の「仕入費」は残繭に対応した仕入費，「利息」も残繭に対応した利子。ただし１９１５年以

降，残繭に対応した仕入費と利子は「仮勘定」の「決算別途口」等に入るようである。

（円）

年度 第十九銀行 信州銀行 茂木商店
龍崎銀行
（茨城）

土浦五十銀行 信濃銀行
高橋巳
喜之助

高島銀行
（長野）

十五銀行
西脇銀行
（東京）

計

１９０６
０８
０９
１０
１１

７６,４８６
―
―

１００,０００
１５０,０００

２５,０００
２０,０００
５０,０００
１０,０００
２５,０００

―
２８,０００
１００,０００

―
―

―
１３,０００

―
―
―

―
４,０００
―
―
―

―
―

３０,０００
１０,０００

―

―
―

１５,０００
―

６,０００

―
―

１０,０００
―

１１,０００

―
―
―

５０,０００
７５,０００

―
―
―
―

７５,０００

１０１,４８６
６５,０００
２０５,０００
１７０,０００
３４２,０００

（出所）「貸借対照表」（小口組『決算書』各年度）。
注：各年度とも，年度末（翌年２月～３月）の残高。高橋巳喜之助は，平野村の有力酒造家（『岡谷市史』中巻，１９７６

年，３２８―３３１頁を参照）。

（円）

１９０４ １９０５ １９０６

固定（製糸部）
事務所固定割
再繰部固定割
鉄道速成費割
特別預金振替

３,９０６
７６５
９６０
１,０３７
２１,３９１

―
―
―
―

９,１３７

―
―
―
―

１１８,６９３
計 ２８,０６１ ９,１３７ １１８,６９３

（出所）小口組『決算表』（明治三拾六年度ヨ
リ明治四拾弐年度迄）。

表４「手形口」の内訳

表５ �部利益金処分内訳
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うした資産投資はおそらくほとんど行われず，借りられるだけの資金を借りて，ほぼすべての経

営資源を製糸業の拡大に振り向けていったようである。

資金借入や再繰などとともに事務所の最も重要な機能である繭の共同仕入れについて，『決算

書』から，初年度１９０３年の使用繭の仕入地域を示すと，表６のようである。春挽には前年関東

諸県で仕入れた繭を使い，夏挽には長野県と関東で仕入れた繭を使っている。こうした県内と関

東地方を主要な繭仕入圏とする点は，この時期の諏訪大製糸の一般的傾向であり，諏訪周辺の長

野県内では需要を満たさず，次第に関東の仕入量の比重が高まっていったのである３３。そしてこ

うした繭仕入地域の関東への拡大のもとで，諏訪系製糸の関東地方への工場進出が行われ，小口

組もまた同様であった（後述）。そしてこれらの仕入地域に買場を設置し，�と�の共同仕入れ

が行われた。

（２）本店工場

１９１６年までの『決算書』には，�部の各工場の「損益表」とそれを集計した「損益表」（ない

し「製糸部収支表」）が収録されているが，前述のように�のそれはなく，�の損益等は不明で

ある。事務所は�と�を構成企業とする組合本部であるとともに，�の本部事務所でもあった

が，�は�から独立した経営であり，資本統合がなされていなかった点は，前掲，岩崎徂堂『成

功経歴日本製糸業の大勢』の伝吉に関する記述からも読み取れる。同書によれば，伝吉は１８９３

３３ 前掲，山口編著『金融史』２４３頁の第９６表，３０３頁の第１１８表などの，山一林組や丸一組の事例を参

照。なお，表６の「片倉買口」は，小口伝吉と片倉佐一（後の二代兼太郎）が１８９８年に共同で千駄ヶ谷

製糸所（東京府）を設立していた縁によるものと思われる（『初代片倉兼太郎君事歴』如水会，１９２１年，

４０頁，『二代片倉兼太郎翁伝』同伝記刊行会，１９５１年，６１頁）。

（円）

仕入地域
春挽繭

（前年仕入）
夏挽繭

計
春繭 夏秋繭 春乾繭

長野県

小 県
諏 訪
佐久平
松本平
小 計

―
―
―
―
―

６３,３２５
８,３５１
１６,３２８

―
８８,００５

６７,２４５
４２,２９３

―
４１,４０８
１５０,９４８

―
１３,２２０

―
８,３１３
２１,５３３

１３０,５７１
６３,８６５
１６,３２８
４９,７２２
２６０,４８７

関東

千 葉
埼 玉
茨 城

「片倉買口」
小 計

２１,５９７
３１,６４６
１０,４４３
１３,２３７
７６,９２４

２８,２５３
６９,８１２

―
―

９８,０６５

２７,９６６
７,９２１
４７,１５５

―
８３,０４３

５,５１７
―

８４,５４６
―

９０,０６４

８３,３３５
１０９,３８０
１４２,１４５
１３,２３７
３４８,０９８

計 ７６,９２４ １８６,１６９ ２３３,９９１ １１１,６２１ ６０８,７０７
（出所）「明治三拾六年度春挽仝揚表」「明治三拾六年度夏挽挽揚表」（小口

組『決算表』［明治三拾六年度ヨリ明治四拾弐年度迄］所収）。
注：１）�を含む本店工場使用繭。
２）「片倉買口」は関東繭と推定。
３）夏挽・夏秋繭の「松本平」は一部佐久平を含む。
４）春挽繭（前年仕入繭）は春繭と秋繭の計。
５）夏挽の春乾繭は，このほか越後３円・伊勢２０円がある（計に含
む）。越後繭は見本繭，伊勢繭はセントルイス万博向け。
６）計は合わない箇所があるが，資料のまま。

表６ 本店使用繭内訳（１９０３年）
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年にそれまで従事していた�の「製糸部長」を辞して「自
�

か
�

ら
�

�
�

製
�

糸
�

所
�

を
�

設
�

立
�

し
�

，五
�

十
�

人
�

繰
�

の
�

製
�

糸
�

を
�

経
�

営
�

せ
�

し
�

が，漸次増加して百八十二釜の今
�

日
�

に
�

至
�

り
�

，外
�

に
�

埼玉県［東京府の誤り］赤羽に於

ける，二百四十四釜を共
�

同
�

経
�

営
�

し
�

つ
�

ゝ
�

あ
�

り
�

」とある。もっとも伝吉は１８９９年以降結核を患い，

病床から「隠然小口組の総理的機能を掌握せり」といわれ３４，�工場は伝吉の代わりに実質的に

弟の房吉または洲一郎（修一）が担当したはずである３５。

（出所）小口組『公文書控』（明治四十四年，大正十二年），『全国製糸工場調査』，『全国器械製糸工場調』，『平野村誌』など。
注：１）彦根製糸所は大一離脱後も示した。「洲一郎」と「修一」は同一人物。複数の名があるのは，資料によって異なる

ため。代表者氏名の初出の欄に，その時点の年齢を（ ）内に記した。
２）工場経営の組織形態が資料に記している場合は，［ ］に記した。［匿名］は匿名組合，［任意］は任意組合，［個
人］は個人経営。

３４ 以上，同書，３８～３９頁。

３５ 伝吉の長男啓一は１８９６年生まれで，１９００年代は幼少期。ただし１９０８年に伝吉が没し，家督相続する。

工場名 � �（�） � � �（	） � 
 � � ○小 � 

設立年
１８７８
（１８９０）

１８９８
（１９１２�
に改称）

１９０２ １９１１
１９０２

（１９１１	
に改称）

１９１１ １９０８ １９１１ １９１１ １９１３ １８９３ １９１７

１９０２
善重
（４７）

定吉
（４５）

（清助）
（４０）

―
権之助
（３５）

― ― ― ― ―
伝吉
（３５）

―

０７ ・・・ ・・・ ・・・ ― ・・・ ― ― ― ― ― ・・・ ―

０９ ・・・ ・・・ ・・・ ― ・・・ ― ・・・ ― ― ― ・・・ ―

１１ 善重 定吉 善重
金吾
（２２）

権之助
金吾
（２２）

清助 定吉 ― ―
洲一郎
（３２）

・・・

１２ 善重 定吉 善重 金吾 権之助 金吾 清助 定吉
三郎
（１８）

― 修一 房吉

１３ 善重 定吉 善重 金吾 権之助 金吾 清助 定吉 三郎
三平
（２６）

修一 房吉

１４ 善重 大和直治 善重 金吾 権之助 金吾 清助 定吉 三郎 三平 修一 ―
１５ 善重 大和直治 善重 金吾 権之助 金吾 清助 定吉 三郎 三平 修一 ―

１６ 善重 大和直治 善重 金吾 権之助 金吾 清助 定吉 三郎 三平 修一 房吉

１７ 善重 大和直治 善重 善重
大一
（２１）

金吾 清助 善重 定吉 善重 修一
啓一
（２１）

１９ 善重 ― 善重 善重 ― ― 清助 ・・・ 定吉 ― 修一 啓一
２０ ・・・ ― ・・・ ・・・ ― ― ・・・ ・・・ ・・・ ― ・・・ ・・・

２１
善重

［任意］
―

善重
［任意］

・・・ ― ―
清助
［任意］

・・・
金吾
［任意］

―
修一
［任意］

啓一
［任意］

２２ 善重 ― 善重 ・・・ ― ― 清助 ・・・ 金吾 ― 修一 啓一

２３
善重

［個人］
―

善重
［個人］

・・・ ― ―
清助・
勝太郎
［個人］

・・・
金吾
［個人］

―
修一
［個人］

啓一
［個人］

２５ ・・・ ― ・・・ ・・・ ― ― ・・・ ・・・ ・・・ ― ・・・ ・・・

２７
善重

［匿名］
―

善重
［匿名］

金吾
［個人］

― ―
勝太郎
［匿名］

―
金吾
［匿名］

―
修一
［匿名］

啓一
［匿名］

３０
善重

［匿名］
―

善重
［匿名］

金吾
［個人］

― ―
勝太郎
［匿名］

―
金吾
［匿名］

―
修一
［匿名］

啓一
［匿名］

３１
善重

［匿名］
―

善重
［匿名］

― ― ―
勝太郎
［匿名］

―
金吾
［匿名］

―
修一
［匿名］

啓一
［匿名］

３５
㈱入市小
口製糸所
�工場

―
㈱入市小
口製糸所
�工場

― ― ―
㈱丸山小
口製糸所
製糸部

―
㈱金上小
口製糸所
�工場

― ― ―

表７ 本支店代表者
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さらに同書によれば，小口組の組員は，１９０６年の時点で，善重・定吉・伝吉・権之助・清

助・房吉の６人だったから３６，小口組発足時には，平野村の借工場を含む６工場は伝吉を含むこ

れら６人の組員が１工場ずつ担当する形になっていた。そして，前述のように小口組発足時に�

工場と�工場を新設したのは，善重がすでに３０歳代半ばから４０歳に達していた実弟，清助と権

之助にも工場経営を担当させるためだったと考えられる（表７の氏名欄に記した年齢を参照）３７。

３）�は１９０２年創設の�が１９１１年に改称し，�は１９１１年に新たに新設。�は，１９１３～１７年の間，大和直治への
貸釜。�は１８９０年に平野村に再移転。
４）１９０２年の�清助は推定。
５）１９１４・１５年の彦根は，小口組『公文書控』には工場名義人・工場主欄に「合名会社小口組彦根製糸所代表者
小口善重」などとしか記されていないが，後述のように，小口浩一氏からの聞き取りによれば，創立当初から金
吾が工場主として赴任したそうである。

３６ 同書，３５頁。宮阪栄次郎編『中央東線諏訪案内』（１９０５年）乙の６７頁も，同様の６人としている。

�再
繰部

○山再
繰部

�再
繰部

彦根 赤羽
徳島

（大和）
郡山 和田山 石岡 下諏訪 都城 高崎

１８９０ １９１１ １９１７ １９１４ １９０５ １９０２ １９１６ １９１７ １９１７ １９１８ １９２０ １９２３

・・・ ― ・・・ ― ― ・・・ ― ― ― ― ― ―

・・・ ― ・・・ ―
房吉
（３７）

・・・ ― ― ― ― ― ―

・・・ ― ・・・ ― 権之助
巻太
（２４）

― ― ― ― ― ―

・・・ ・・・ ・・・ ― 権之助 巻太 ― ― ― ― ― ―

善重 金吾 ― ― 権之助 巻太 ― ― ― ― ― ―

善重 金吾 ― ― 権之助 巻太 ― ― ― ― ― ―

・・・ ・・・ ― 善重 権之助 巻太 ― ― ― ― ― ―
善重 金吾 ― 善重 権之助 巻太 ― ― ― ― ― ―

・・・ ・・・ ・・・ 定吉 権之助 巻太
理一
（２２）

― ― ― ― ―

・・・ ・・・ ・・・ 定吉 大一 巻太 理一 房吉
勝太郎
（３０）

― ― ―

・・・ ・・・ ・・・ ・・・ ・・・ ・・・ ・・・ ・・・ ・・・ ・・・ ― ―
・・・ ・・・ ・・・ 大一 三平 巻太 理一 房吉 勝太郎 ・・・ 三郎 ―
善重

［任意］
・・・ ・・・

大一
［匿名］

三平
［匿名］

巻太
［匿名］

理一
［個人］

房吉
［個人］

勝太郎
［匿名］

金吾
［個人］

三郎
［個人］

―

・・・ ・・・ ・・・ ・・・ 三平 巻太 理一 房吉 勝太郎 金吾 三郎 ―

善重 金吾 善重
大一

［個人］
三平

巻太
［個人］

理一
［個人］

房吉・
善重
［個人］

勝太郎
［匿名］

金吾
［個人］

三郎
［匿名］

三平
［任意］

・・・ ・・・ ・・・ ・・・ ― 巻太 理一
禎一
（２４）

勝太郎 ・・・ ・・・ ・・・

・・・ ・・・ ・・・
大一

［匿名］
―

巻太
［匿名］

理一
［個人］

善重
［株式］

勝太郎
［匿名］

金吾
［個人］

三郎
［匿名］

三平
［匿名］

・・・ ・・・ ・・・
合資会社彦根
金一製糸所・
三蔵（２８）

― 巻太 理一 善重 勝太郎 金吾 三郎 三平

勝太郎
［匿名］

金吾
［匿名］

善重
［匿名］

匿名組合共栄
製糸場

―
巻太

［匿名］
理一
［匿名］

株式会社
小口製糸
所・啓一

勝太郎
［匿名］

金吾
［個人］

三郎
［匿名］

三平
［匿名］

・・・ ・・・ ・・・
彦根共栄製糸
所［個人］・
高坂田郎

―
株式会社
徳島小口
製糸所

日東製
糸郡山
工場

日東製糸
和田山工
場

小口製糸
株式会社
石岡工場

小口製
糸株式
会社

日東製
糸都城
工場

株式会社
高崎小口
製糸所
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これらの工場の釜数（表８）をみると，小口組発足時には善重の�工場が３００釜を越えるほか

は，せいぜい１００釜台であったが，後述のように�の中で各家の持分がこの時点で明確にされて

いたわけではない。

これらの本店工場（ただし１９１６年までは�部のみ）の損益表をみると（表９），益金は生糸代

金のほか事務所から分配された諸収入，損金は使用した繭代と事務所へ分担する諸経費である。

純益の状況をみると，やはり浮沈は激しく，表示は略すが本店各工場の損益は，全体での損失年

はほとんどの工場で損失を出しているという意味でパラレルであり，生糸・繭価格の動向が損益

にとって決定的であったといえる。

ただし，�を含めて各工場の生産生糸は，統一した小口組の商標を添付して出荷するから３８，

３７ 一方，小口定一郎氏が１９７９年に権之助の次男大次から聞き取ったメモによると，善重兄弟の分業関係に

ついて，善重が総務全般，定吉が金融外交，清助が原材料仕入れ，権之助が生産関係とも記されている

（小口浩一氏の御教示による）。片倉組同様，このような２つの分業関係があったとみるべきであろう。

年度 � �
（�） � � �

（	） � 
 � � ○小 �部計 �  計

１９０３
０４
０５
０６
０７
０８
０９
１０
１１
１２
１３
１４
１５
１６
１７
１８
１９
２０
２１
２２
２３
２４
２５
２６
２７
２８
２９
３０

３２５
３２５
３２５
３２０
３２０
３２０
３２０
３６５
３６５
３６０
３６０
３５６
３５６
３５６
３５６
３５６
３５６
３５６
３５６
３４７
３４７
３４７
３４０
３１１
３１１
３１１
３１１
３１１

１６０
１５６
１６０
１６０
１６０
１６０
１６０
１６１
１６２
１５０
（１５０）
（１８４）
（７１）
（７１）
（７１）
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―

１８０
２７０
２７０
３５６
３５６
３５６
３４４
３２８
３２８
３２８
３２８
３２８
３３２
３３２
３３２
３３２
３３２
４５２
４５４
４５４
４５４
４５４
４５４
３８８
３８８
３７４
３７４
３７４

―
―
―
―
―
―
―
４５
１２２
１２０
１２０
１２０
１２０
１２０
１２０
１２０
１２０
―
―
―
―
―
２００
２００
２０１
―
―
―

５１
５１
５１
５１
５１
５１
５１
５１
５１
４６
４６
４６
４６
４６
４６
４６
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―

―
―
―
―
―
―
―
―
３６６
３６６
３６６
３６６
３６６
３６６
３６６
３６６
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―

―
―
―
―
―
２４８
３７８
３７８
３８６
３８６
３８６
３８６
３８６
３８６
３８６
３８６
３８６
３８６
４０４
３９９
３９９
３９９
３９９
３９０
３９９
３８０
３９８
３９８

―
―
―
―
―
―
―
１００
１０４
１０４
１０４
１００
１００
１００
１００
１００
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―

―
―
―
―
―
―
―
―
―
３６０
３６０
３６０
３６０
３６０
３６０
６１６
６１６
６１６
６１６
６００
６００
６００
６００
６００
６００
６００
６００
６００

―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
２５６
２５６
２５６
２５６
２５６
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―

７１６
８０２
８０６
８８７
８８７
１,１４８
１,２５３
１,４７６
１,８８４
２,４０５
２,３２６
２,５０２
２,３９３
２,３５７

１３１
１６１
１６１
１８２
１８０
２３２
２５２
２９２
３８４
４８０
４８０
４８０
４８０
５１１
５２６
５２６
５２６
５２６
５２６
５１９
５１９
５１９
５１９
４１６
４１６
４１６
４１６
４１６

―
―
―
―
―
―
―
―
―
３２
―
―
―
―
１２０
１８０
３６０
３６０
３６０
３６０
３６０
３６０
３６０
３６０
３６０
３６０
３６０
３６０

８４７
９６３
９６７
１,０６９
１,０６７
１,３８０
１,５０５
１,７６８
２,２６８
２,９１７
２,８０６
２,９８２
２,８７３
２,８６８
３,０３４
３,０２８
２,６９６
２,６９６
２,７１６
２,６７９
２,６７９
２,６７９
２,８７２
２,６６５
２,６７５
２,４４１
２,４５９
２,４５９

（出所）「損益金個割及釜割」「本支店損益表」（小口組『決算書』各年度）。
注：１）釜数は原則として夏挽釜数。
２）「�部計」が合わないのは，他に一時的な借釜が若干あるため。
３）�は，１９２０年に�に合併したようである。また１９２５～２７年の�は，下諏訪町
の山田源一製糸を買収したもので，下諏訪支店とも，１９１９年までの�とも異な
り，本店工場扱い。ただし１９２８・２９年は支店扱いなので表示していない。
４）�は，１９１２年に�に名称変更，１９１３年以降貸釜となり，「計」には含めず。
５）１９１８年以降の○小は�に含まれており，合併したようである。

表８ 本店各工場釜数
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各工場間での品質のバラつきを小さくするためには，当然ながら本部事務所が統一的に品質管理

を行う必要があった。このため，小口組『決算書』各年度をみると，初年度の０３年には記載が

ないが，翌０４年から，�を含めて工場別・春夏別に「糸量過不足」「罰金過不足」等の「各工場

成績比較表」が収録され，０６年からは罰金についての「デニール」「切断」「�節」等の内訳金

額も記載されるようになる。さらに１９１０年頃から，�を含む工場別の「成績差引」が記載され

ている。「成績差引」の正確な算出方法は不明であるが，糸量の平均からの差，罰金の平均から

の差，最上等品にならなかった糸の割合などが勘案されて算出されたようであり，これは各工場

の経費・収入表には表記されても，工場収入・経費の計には算入されず，また�を含めて全工場

を合算すると差引ゼロとなる。したがってこれは工場ごとの繰糸総成績を表示するもので，おそ

らく繰糸工・職員等の賃金・給料の中に組みこまれたのであろう３９。このように，『決算書』を

作成する事務所は，�の本店工場本部であるとともに，�と�を構成員とするそれまで同様の共

同再繰結社の本部でもあった。

なお，本店「損益表」によれば，減価償却費は計上されておらず，これは，１９３１年に小口組

が破綻するまで，ほぼ一貫した特徴であり，例外は，後述の合名会社として設立された彦根支店

の１９１５・１６年度のみである。これは，彦根は法人化していたから，法人所得の節税が可能で

あったのに対して，他は個人所得の節税にならなかったからであろう４０。表９の１９０９～１２年に

経費として計上された「固定賃貸料」は，�部工場の設備投資累計額の一割前後であるが，それ

は�一族が受け取り，基本的には「特別預金」に繰り入れられたと思われ，前述の事務所賃貸料

やこの「固定賃貸料」さらに収益を内部留保しておけば，結果として減価償却と同じ効果をもた

らすことになる４１。しかし小口組にはそのような減価償却の明確な意識があったとは思われな

い。�『財産目録』（明治四十四年）には，１９１０～１３年における�部製糸工場や再繰所等の各年

の資産額が記されているが，それはたんに各事業所への投資累計額にすぎなかったし，１９３１年

の破綻の際に作成された『本支店固定損益累年表』もまったく同様であった。

３８ 小口組の商標は，若干の例外年もあるが，龍上館時代の「龍上館」と「凌雲舎（社）」を継承し，さらに

最上等品として「軍艦」（のち「一等」，春挽糸を「太陽」，夏挽糸を「月」とした年度もあり）を設け，

当初からこの最上等品が８～９割を占めた（『決算書』各年度，ただし１９２３年以降は記載なし）。小口組結

成後も，最上等品ではない生糸に従来通りの「龍上館」「凌雲社」を使ったのは，信用を保持するために

「等外の下等品に対しては社名を異にする商標を用ひる」という明治２０年頃以来の方法を踏襲したと理解

できる（『平野村誌』下巻，３６９頁）。

３９『決算書』の「成績差引」の記載は１９１０年に初めて現れ，その後１２年の工場別損益表にも現れ，１３年以

降も事務所経費と並んで表記されるようになる。１２年の工場別損益表にのみ「罰金差引」と「成績差引」

の両方が併記されているが，他年度は「成績差引」に罰金成績も含んでいると思われる。

４０ 彦根支店「決算表」（小口組『決算書』）によると，黒字の１９１５・１６年度は各５千円の減価償却を行って

いる。また，この時期の所得税については，武本宗重郎『改正所得税法釈義全』（同文館，１９１３年）を参

照。

４１「固定賃貸料」の計上が数年で終わったのは，計上如何にかかわらず，一族の受け取る額は変わらないた

めであろう。
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これに対して明治後期の片倉組は，たとえ何らの節税にならなくても，減価償却ないし内部留

保を組の方針として，積極的に行っていったようである。すなわち，「片倉組内規」（明治四十

年）の第８条には，「本組固定資本ハ拾五箇年間ニ全ク償却スベキモノトス」とあり，また第２４

条は，「当組利益金ノ拾分ノ壱ヲ積立金トシ組長ノ任意ヲ以テ欠損ノ補�交際費寄附金等ニ充ツ

ルモノトス」とあるから，毎年費用として設備投資額の１５分の１ずつの償却金を計上し，さら

にその上で純益の１割を積立金として内部留保することを組の会計ルールとしている４２。また翌

年の片倉組「特別待遇員規定」（明治四十一年五月）にも，「流動及固定資本」の利子と「固定資

本」の償却費を計上して，これらを利益金から差し引いて残額を純益金とする組の会計ルールを

作っていた４３。従来，明治末期から大正前期において流動資本や固定資本の一部を借入に依存し

ながら急速に規模拡大を遂げていった諏訪大製糸の中で，片倉組がなぜ自己資金の蓄積を行い得

ていたかが問題とされてきたが４４，同組はこのようにそもそも収益の一定割合を内部留保するこ

（出所）「損益表」（小口組『決算書』各年度）。
注：１）１９１６年までは，�部工場の損益。
２）「工場利子」は工場と本部事務所との差引尻に対する利子で，工場から本部事務所に支払った利子。
３）「利子」は本部事務所が銀行等に支払った正味利子の分担額であり，これももちろん工場から本部事務所に支
払う。１９０６年までは，「利子」の中に「工場利子」を含む場合がある。

４２ 以下，片倉組の内部資料は，岡谷蚕糸博物館寄託の片倉兼太郎家文書。ただし，いずれも草稿。

年度

益 金

生糸代金 事務所
収入

再繰所
収入

製糸所
収入

賃挽料 計
繭代金

春挽 夏挽 計 春挽 夏挽

１９０３
０４
０５
０６
０７
０８
０９
１０
１１
１２
１３
１４
１５
１６

・・・
・・・
・・・
１１８
２４７
２５０
３２７
３７６
５６３
７２６
６５７
９１７
７２０
９０３

・・・
・・・
・・・
１,０２８
１,０７９
１,０４２
１,１０５
１,３３３
１,６４８
２,１３１
２,６４８
１,８７７
２,１４４
３,３５７

６２４
６８３
７３６
１,１６６
１,３２６
１,２９３
１,４３３
１,７０９
２,２１１
２,８５８
３,３０６
２,７９４
２,８６４
４,２６０

１１
６
９
１３
１０
１２
２３
３０
６２
４７
７５
７３
９３
１４０

・・・
３
３
５
５
４
５
７
１０
８
９
７
８
１０

２７
２５
２４
３７
４４
４１
５２
７４
９１
１２３
１４２
９７
８７
１７１

―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―

６６３
７２０
７７４
１,２２３
１,３８５
１,３５２
１,５１４
１,８２２
２,３７５
３,０３７
３,５３３
２,９７３
３,２９９
４,６４９

・・・
・・・
・・・
１１２
１６１
２８８
２６２
３０６
４３１
５８７
５４３
７１８
７４８
７５３

・・・
・・・
・・・
８０４
９６６
８０１
８８１
９９２
１,４２３
１,７５４
２,１９９
１,６５９
１,４９２
２,５１４

１７
１８
１９
２０
２１
２２
２３
２４
２５
２６
２７
２８
２９
３０

１,９０４
２,４００
２,２４４
２,７３１
１,３４６
２,１６５
２,９５４
２,４４２
４,１３４
３,４１０
２,９２６
１,７６４
２,２４７
１,８０１

５,１２８
６,３９４
９,９８１
２,８２５
４,７６４
７,１１２
７,５８３
７,８２２
８,７５０
６,４７２
５,４６６
５,２９６
５,３４４
２,４９２

７,０３２
８,７９５
１２,２２５
５,５５６
６,１１１
９,２７８
１０,５３７
１０,２６４
１２,８８４
９,８８３
８,３９２
７,０６０
７,５９２
４,２９３

１８４
３７２
４４９
９３
２３０
４５０
４１８
２３４
２５７
１５０
１２８
６１
４３
２３

１６
２２
３７
１３
３２
４１
５２
４３
５７
４４
３３
３０
２３
１１

２３５
４２４
５１５
２２７
１９０
２５４
３１１
４３７
５９８
４１９
２３４
２３０
２５０
１０８

―
―
５
―
―
１４
２３
１８
７
０
１
―
―
―

７,４６９
９,６４３
１４,７４３
５,９４５
６,５６４
１０,０４３
１１,３８５
１１,０１４
１３,８０８
１０,５０２
８,７８９
７,３８４
７,９０９
４,４４６

１,６２７
１,７６７
１,６６１
４,４９２
８８６
１,４１３
２,１７２
２,０７４
３,１４１
３,４４８
２,０４６
１,０００
１,５７４
１,６２１

４,４７７
５,７７９
７,３５９
２,０５１
３,５８３
５,８４１
６,１６５
５,９４２
７,２９１
５,３５２
３,６７５
３,８００
４,３１８
１,５５１

表９ 本店工場損益表
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とを前提とした規模拡大を行っていたのである。

さて，オーナーたる小口一族の受取りのデータはないが，各製糸工場の収益のほか，上記の事

業所「賃貸料」，またとくに�は「特別預金」に対する利子収入もあったはずである。さらに事

務所経費・製糸所経費に含まれる「諸給料」の一部もあったかもしれないが，後掲表２１の１９２５

年の個人所得内訳をみると，一族経営者は製糸経営からの「給料」は受け取っていないようであ

４）１９０８年より「製糸所収入」は「工場収入」，「製糸所経費」は「工場経費」，１９１２年より「事務所収
入」は「本部収入」，「事務所経費」は「本部経費」，「利子」は「本部利子」，また「再繰部」は「再繰
所」等に変更。
５）１９１５年以降，残繭や生糸価格の変動に伴う，「残繭予算売利益金」（益金）や「予算売生糸損金」（損
金）が頻繁に現れるが，表示を略した。

４３ この場合の「流動資本」は，購繭に使用される現金預金であろう。利子は８％としている。さらに純益

金は，優良な職員たる特別待遇員やその他の職員のための，義捐積立金３％，賞与準備積立金２５％，配当

準備積立金２２％，分配金５０％にあてることとしており，ここでも内部留保を試みている。

なお，片倉はこの１９０７～１０年頃に会計システムほか事務体制全般の整備を行っており，１９０６年末の片

倉合名設立もその一環であろう。ただし片倉組はすでに日露戦前期から土地投資を始めていたから，この

ような減価償却ないし内部留保の方針樹立は少なくとも１９００年代前半にまで遡れる。また製糸業の内部

留保を土地で運用しても，合名名義にした部分は多くなく，大半は同族個人名義で運用し，１９２０～２１年に

合名と片倉殖産に移したようである（拙著『戦間期日本蚕糸業史研究』東京大学出版会，１９９２年，第１章

第１節を参照）。

４４ たとえば，『横浜市史』第４巻上（１９６５年）６８頁。

（千円）

損 金

純益
利子 仕入費

工場
利子

事務所
経費

再繰所
経費

製糸所
経費

固定
賃貸料

計
計

５２９
５３０
５９０
９１６
１,１２８
１,０９０
１,１４３
１,２９８
１,８５４
２,３４１
２,７４２
２,３７７
２,２４０
３,２６７

２３
２７
２９
２４
３４
４２
３４
３８
５６
７３
９４
１０７
１０５
８３

２３
２５
２７
３２
３９
４８
５５
６９
１０５
１４０
１５１
１３３
１３９
１１６

―
―
―
―
４
１２
８
８
１４
２１
１９
２０
１２
１３

６
４
６
６
９
１３
１７
２０
３０
３５
３２
２７
２９
４６

６
８
８
９
１１
１６
１８
２４
３６
３９
３８
３１
３２
３９

８３
９４
９８
１１４
１２１
１７３
１７４
２０５
３１５
４０４
３６５
３１８
３２９
４２４

―
―
―
―
―
―
１５
１７
２９
３６
―
―
―
―

６７３
６９２
７６４
１,１０４
１,３５３
１,３９９
１,４６８
１,６８３
２,４３９
３,０９４
３,４４５
３,０１７
２,８９０
３,９９１

△９
２８
９
１１８
３４
△４６
４６
１３９
△６４
△５７
８８
△４３
４０９
６５８

６,１０４
７,５４７
９,０２１
６,５４３
４,４６９
７,２５４
８,３３８
８,０１６
１０,４３２
８,８０１
６,０８１
４,８０１
５,８９３
３,１７２

１６７
１９６
２７６
７６３
２１２
２７６
３８１
４１３
４５４
４７５
２７９
１３２
１６１
２１１

１９４
２６０
３０７
２０４
２９８
３８１
４４６
４９５
５８２
５３５
４４４
３１７
３５５
３０７

２５
３８
５６
１４４
９０
１２８
１０８
１１０
１１３
９３
７８
６２
４９
３８

８０
９１
１６１
１３８
１０４
１４７
１６９
２３５
２８６
１６１
１５７
１４６
１６５
１１７

７５
１１７
１８８
１７２
１３８
１５９
１６６
１８１
２０１
１８１
１８０
１８４
５８
１１２

７２６
９６４
１,４１７
１,３２８
１,１３３
１,３７３
１,３３８
１,４５６
１,６１８
１,５００
１,３６６
１,３１２
１,１６９
８４８

―
―
―
―
―
―
―
―
―

売込費
１３９
１１７
１３１
７８

７,９５６
９,５６３
１１,４３０
９,４３７
６,４５６
９,７４０
１１,３５８
１１,０２９
１３,６１１
１１,７９２
８,７４５
７,１４６
８,１５３
４,９４８

△４８７
８０

３,３１３
△３,４９２
１０８
３０２
２６
△１４
１９６

△１,２９０
４３
２３８
△２４４
△５０１
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る４５。そして�の場合，それらの諸収入は，生活費を差し引いて「特別預金」に繰り入れたもの

と思われる。

（３）大和―徳島支店

大和支店は，小口組で修業した伝習生である和歌山県出身の辻田武雄らが奈良県宇智郡牧野村

（現五条市）に開設していた南陽館が破綻したのを，１９０２年に継承したものである４６。

大和支店は，０７年に徳島に移転すると，０９年に善重の次男巻太が分家・移住して彼に譲渡さ

れた。この工場移転は，善重が病弱な巻太のために温暖でかつ製糸工場に適する地を物色し，徳

島を選んだことによるとされる４７。以後１９３０年代に至るまで，巻太が徳島支店を経営し，巻太

は徳島経済界で重きをなした。徳島工場も対外的には一貫して小口組徳島支店と称したが，０９

年までは善重個人または�部の資産のはずであり，その後も徳島は，１７年に一族の持分比が確

認された小口組の共有資産とは一貫して区別され，税務上は小口組に属さず，巻太は小口組組員

ではなかった。要するに，徳島工場は１７年以降も一貫して税務上は小口組とは別の企業だっ

た。

そして当初の徳島は，地理的にも岡谷から離れていたこともあり，購繭資金借入や繭仕入は独

自に行い，本部とは独立的な経営であった。表１０の各年度上段は支店の損益表に記された支払

利子額であり，中下段は本部の支払利子を本支店に分担させた，本部事務所の資料に記された額

である。１３年以降の「差引尻利子」は，本部―支店間の差引尻に応じた利子分担である。これに

よれば，徳島は１２～１３年度には本部への利子負担はまったくなく，調達すべき繭仕入資金を全

額外部の銀行等から借り入れていたはずである４８。表１１の繭仕入費とは，繭袋代や繭の輸送

費，仕入に関する人件費等であり，上段は支店の損益表に記された費用，下段は本部による繭仕

入の経費を，本支店に使用した本部仕入繭代金に応じて分担させた額である。これも１２～１６年

度の徳島は，本部への分担金はまったくなく，徳島は独自に購繭活動を行っていたであろう。し

かし，１０年代後半頃には資金借入・繭仕入とも本部への依存度をやや高めて，経営実務上は他

の支店とあまり変わらなくなった。

（４）赤羽支店の設置

本部は，前述のように設立当初から長野県と関東地方で繭仕入を行っており，０５年にそうし

た仕入地の一角，赤羽に工場を新築した。

４５ ただしこれも「給料」の受取如何にかかわらず，一族の収入額は変わらない。

４６ 前掲「小口組沿革概略」，前掲，岩崎『成功経歴日本製糸業の大勢』３９頁など。なお，１９０４年度の『決

算書』にはこれを「大和支店」と記しているが，０３年度のそれには「紀州支店」とある。これは，工場敷

地の一部が県境を越えて和歌山県にも及んでいたからのようである（『平野村誌』下巻，２３３頁）。

４７ 以下，徳島支店と巻太の活動については，『徳島市史』第３巻（１９８３年）２６８～２７０頁。

４８ ただし，１９１３年以降の「差引尻利子」と異なって（後述），１２年の「本部利子分担」は，購繭資金につ

いての利子分担のみであり，本部事務所からの固定資金借入利子は含まず，また支店損益表の損金にも固

定利子は含まず，固定利子は収益で賄うルールだったはずであり，前述のように１２年まで徳島の本部へ

の負債がまったくなかったわけではなく（表３の貸方を参照），利子負担も若干あったと思われる。
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出所・注とも表１０―２と同じ。なお，１９１３
年の徳島支店は，「損益表」が『決算書』
に収録されていない。

（円）

年度 出所・種類 徳島 赤羽

１９１２
支店損益表
本部利子分担

１７,２５９
―

１６,９９７
１６,９９７

１３
支店損益表
差引尻利子
仕入費利子

・・・
―
―

２４,９７７
２４,２５８
４３９

（円）

年度 出所・種類 徳島 赤羽 彦根 郡山 和田山 石岡 下諏訪 計

１９１４
支店損益表
差引尻利子
仕入費利子

２１,８５２
４,７２０
―

２３,２０２
２２,０２３
９８９

１３,４８３
３３,０７６
２６５

―
―
―

―
―
―

―
―
―

―
―
―

５８,５３７
５９,８２１
１,２５５

１５
支店損益表
差引尻利子
仕入費利子

２２,９０１
５,８５９
―

１７,０９２
１６,６７５
７３５

１４,２４４
１３,４００
２５９

―
６０７
―

―
―
―

―
―
―

―
―
―

５４,２３８
３６,５４２
９９４

１６
支店損益表
差引尻利子
仕入費利子

１７,９５９
９,７６３
―

２１,２２０
２１,０３５
７８２

１６,１５４
５,２８２
２３５

２２,６００
２２,４４５
３０６

―
１,５２９
―

―
２０７
―

―
―
―

７７,９３４
６０,２６４
１,３２４

１７
支店損益表
差引尻利子
仕入費利子

２６,７５４
２３,８４１
６９

３３,６５９
３２,６１９
１,４９４

２７,４５１
１７,４６１
４５９

５０,０５９
５０,１９７
４９０

４３,４９６
５６,７３０
２４９

２５,２０１
２５,８０６
２７４

―
―
―

２０６,６２３
２０６,６５７
３,０３７

１８
支店損益表
差引尻利子
仕入費利子

３７,９４１
１９,１９２
３９１

４３,２２０
４１,２９５
１,７４３

４０,４５７
２８,５２９
６８５

５３,５８４
５１,２０２
１,６１１

６２,３０８
７２,３７９
１,５４４

３０,６４０
３４,５０５
１,３６０

２９,６４０
４０,０１２
９５４

２９７,７９４
２８７,１１７
８,２９１ （円）

年度 出所・種類 徳島 赤羽 郡山 和田山 石岡 下諏訪 都城 高崎 計 備 考

１９１９
支店損益表
差引尻利子

５５,４９４
２１,１３５

６７,６５３
７０,６８１

７３,６２８
７４,３３８

１１７,３５１
１２０,３９３

５８,０８２
６０,３１０

５３,９４４
７０,８４８

―
８,２６５

―
―

４２６,１５５
４２５,９７２

２０
支店損益表
差引尻利子

１０３,１０９
８５,６０８

１４４,９５９
１４６,８７５

１４４,９５４
１５７,０４８

２５５,５６３
２５７,６０６

１０９,６３１
１１６,９９５

１３５,７９２
１４４,７８４

３５,７２４
１１１,０８９

―
―

９２９,７３５
１,０２０,００８

２１
支店損益表
差引尻利子

７１,３２３
７,２６２

３６,１７９
５９,７８７

４１,６２９
６７,７５３

９２,７０４
１２７,６５９

２１,８０４
４０,３１７

５６,９０２
６７,５９４

２４,５１４
３０,６３４

―
―

３４５,０５９
４０１,００９

２２
支店損益表
差引尻利子

７７,００４
１７,６１７

６４,０１６
７６,０８１

６２,７６７
７３,３４５

１４５,４２１
１１１,４６１

４３,３８９
５７,１４６

６６,１４９
５９,９７４

４５,９８４
５６,２４１

―
―

５０４,７３４
４５１,８６８

この年から和田山支
店，独自借入か。

２３
支店損益表
差引尻利子

８９,６６２
１６,８１２

１０８,９７０
１００,５６９

８９,４７７
８５,２６１

１７５,３１４
１４１,８５１

７２,６６１
７９,４６７

６２,３９６
６４,７７０

６９,６２７
５４,４６１

１６,０５０
８,７３１

６８４,１６１
５５１,９２７

高崎支店は初年度か
ら独自借入か。

２４
支店損益表
差引尻利子

８４,２６２
４,９１２

―
―

９６,２２４
７１,５８３

１６６,０３７
９０,３２０

７５,６８５
６９,０２２

８１,２０１
１００,４０１

６３,６４０
６１,０４６

９５,２１１
５６,７１２

６６２,２６３
４５３,９９９

この年から郡山支
店，独自借入か。

２５
支店損益表
差引尻利子

９４,２５８
１１,８３４

―
―

９４,００７
７３,９０６

１６３,３６６
９９,７２６

８２,１９１
９６,９０７

９８,２３１
１４１,６７３

８５,９１１
５１,７９６

１２５,１４５
１９,０１２

７４３,１１１
４９４,８５７

この年から都城支
店，独自借入か。

２６
支店損益表
差引尻利子

９６,５４２
１４,８７５

―
―
１０６,８２０
５２,０４５

１７８,９３６
７３,２８１

９６,６７６
８１,６９４

１４３,７５１
１２９,７４８

１３９,０３１
４７,２７２

７８,７９３
１１,６０７

８４０,５５２
４１０,５２６

この年から石岡支
店，独自借入か。

２７
支店損益表
差引尻利子

８１,３３９
△２６,０１０

―
―

８１,０９６
１４,７２３

１２１,６６１
４０,４９９

５６,１４７
３７,９０８

６７,１４９
６１,６１７

７９,８９９
１１,３４７

６０,３３７
△９,８２２

５４７,６３２
１３０,２６３

２８
支店損益表
差引尻利子

７４,９４０
△４,７１８

―
―

４９,９１７
１６,３３４

８２,３５９
△１５,３８７

４２,３３１
１８,４０２

４６,５５６
５３,２９９

３６,８２７
△３,７３５

４９,０１３
△１,４１０

３８１,９４７
６２,７８４

２９
支店損益表
差引尻利子

・・・
１９,７９８

―
―

４９,３１５
１９,１４６

８２,７６０
△６,０２８

４４,４７３
１６,５８０

５９,７７１
５３,１９９

７４,９２８
△１６,５１６

４２,４４５
２,８５１

（３５３,６９４）
（６９,２３２）計は徳島支店を除く。

３０
支店損益表
差引尻利子

９４,１２５
３６,９７１

―
―

４４,７７０
１５,３６８

８５,９４５
△５,８２８

４８,３５８
２５,２１５

６８,９６３
４３,７５１

６６,３４３
１７,９９４

４７,６１０
６,６２６

４５６,１１７
１４０,０９８

（出所）「決算ニ関スル割賦元」，各支店「損益表」（小口組『決算書』各年度）。
注：１）１９１８年度まで，上段：各支店「損益表」の支払利子，中段：「決算ニ関スル割賦元」の「差引尻ニ対スル利子」，

下段：「決算ニ関スル割賦元」の「仕入費ニ対スル利子」。
２）１９１９年度以降，上段：各支店「損益表」の支払利子，下段：「決算ニ関スル割賦元」の「差引尻ニ対スル利子」。
（１９１９年度から「仕入費ニ対スル利子」はなくなる。）
３）１９２９年度の徳島支店「損益表」の支払利子は，「本支店損益表」などから逆算して，４万円程度の利子と推定しうる。
４）他に１９１７年度の関ノ宮・中津川支店，１９２８・２９年度の�支店（下諏訪町）があるが，表示を略し，計にも含めない。

表１０―１ 支店の利子負担（１）

表１０―２ 支店の利子負担（２）
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出所・注とも表１１―２と同じ。

（円）

年度 出 所 徳島 赤羽

１９１２
支店損益表
割賦元

１４,５３５
―

２３,２４４
２１,８８３

１３
支店損益表
割賦元

・・・
―

２４,５３３
２３,０６４

（円）

年度 出 所 徳島 赤羽 彦根 郡山 和田山 石岡 下諏訪 計

１４
支店損益表
割賦元

１９,７４７
―

２８,３２９
１６,０３５

１２,０４４
４,４８２

―
―

―
―

―
―

―
―

６０,１２１
２０,５１８

１５
支店損益表
割賦元

２３,００２
―

３１,６２０
１６,８８０

２２,９８４
６,０４３

―
―

―
―

―
―

―
―

７７,６０７
２２,９２４

１６
支店損益表
割賦元

１６,９２５
―

３９,４３９
１９,８６２

３０,７３８
５,９７０

１１,７５２
７,７９０

―
―

―
―

―
―

９８,８５５
３３,６２３

１７
支店損益表
割賦元

２６,２６６
１,２１１

５７,７８３
２５,９４３

３４,４０１
７,９７９

４２,５１１
８,５１５

２４,６３８
４,３２３

９,４２３
４,７６０

―
―

１９５,０２３
５２,７３４

１８
支店損益表
割賦元

４５,４３９
５,９１１

５３,６１１
２７,１６９

６０,３４７
１０,４９７

５８,８２５
２５,０３３

６６,６１０
２３,８６８

４５,５９０
２１,１７７

２６,８９６
１４,７９８

３５７,３２１
１２８,４５４

（円）

年度 出 所 徳島 赤羽 郡山 和田山 石岡 下諏訪 都城 高崎 計

１９
支店損益表
割賦元

６６,７８２
５,５９３

８２,７０２
４６,２３４

８８,６０４
３７,４４１

１０６,０２６
５１,５７８

６８,９９８
４０,３９４

７４,３７７
４２,１６７

―
―

―
―

４８７,４９０
２２３,４０９

２０
支店損益表
割賦元

６０,１７２
１３,５０６

４６,０７８
２９,９１９

６２,１３０
２７,８０２

１３９,９２１
５９,２３０

３３,５８９
２１,０９２

６２,５４８
２１,３４５

１７,２２３
１９,６１０

―
―

４２１,６６５
１９２,５０６

２１
支店損益表
割賦元

７５,２１３
３５１

３４,９９３
１１,２４７

３４,４６７
７,４９９

１２５,８０９
１５,１８９

２４,４０９
９,７７８

５７,０１２
１０,３１３

２１,６９７
４,７８４

―
―

３７３,６０３
５９,１６５

２２
支店損益表
割賦元

８３,３４８
７,８０８

６７,３０３
２４,２８５

６６,２２１
２１,３５７

１７６,１５９
４４,２８３

５３,８８０
１８,０９７

１０６,００５
２５,２１５

５１,０４９
１７,３１２

―
―

６０３,９６７
１５８,３５９

２３
支店損益表
割賦元

８０,００５
１０,５０７

８９,９１１
２０,７４５

８４,４６１
２４,１０８

１９８,３００
５７,０６０

７５,４０８
２３,２２８

１２１,６６４
３２,２４２

４６,４４５
１７,０３７

２１
―

６９６,２１９
１８４,９３０

２４
支店損益表
割賦元

８４,３４４
―

―
―

９８,６２９
２４,５９４

２１４,４６８
４５,６５７

７０,６６４
２０,３５８

１１３,８７４
２９,２０１

６１,２０３
２０,５３２

６８,３０１
２０,８２４

７１１,４８５
１６１,１６８

２５
支店損益表
割賦元

７３,４８３
―

―
―

８７,１９１
２４,８０２

１８７,６９７
４２,２９３

８５,４８３
２３,３００

１２２,９４０
３６,７０４

８６,９６０
２５,４５２

８５,１０９
２１,４４６

７２８,８６６
１７４,００１

２６
支店損益表
割賦元

６８,６２５
―

―
―

８４,９４９
２３,９３８

１７５,０３８
４１,８１３

６８,９９５
１９,８８１

１１６,２７１
２６,８６８

９６,２９２
２４,０６０

６５,５５６
２１,７７１

６７５,７２９
１５８,３３２

２７
支店損益表
割賦元

８５,４２２
―

―
―

７２,９５３
２,８９４

１７８,７００
３,４６５

５９,６５２
２,１５３

９４,５４３
２１,０９５

９３,６９２
１,８１９

４６,３３９
３,３１０

６３１,３０５
３４,７３８

２８
支店損益表
割賦元

７８,８８６
―

―
―

６０,８０７
９６９

１６８,１９８
１,４０６

４９,４０２
５３６

７７,２３２
１９,７２９

６６,９６１
９３７

４１,８０８
８９４

５４３,２９７
２４,４７３

２９
支店損益表
割賦元

・・・
―

―
―

６６,１４６
５１７

１７３,０２６
９５３

５１,０６１
５９４

８１,１４５
１５,６３２

８１,９２４
５４８

４２,９５０
４２３

４９６,２５５
１８,６６９

３０
支店損益表
割賦元

７６,３９８
―

―
―

５６,１３０
８７４

１４７,５８７
１,１９３

５１,５８３
５６５

７６,７９５
２,２３７

６４,５８６
７８７

３６,６８６
７８９

５０９,７６８
６,４４７

（出所）「決算ニ関スル割賦元」，各支店「損益表」（小口組『決算書』各年度）。
注：１）上段：各支店「損益表」の仕入費，下段：「決算ニ関スル割賦元」の夏挽仕入費負担額。
２）「決算ニ関スル割賦元」の夏挽仕入費負担額は，消費夏挽繭代および残繭代に対応して算出。
３）他に１９１７年度の関ノ宮・中津川支店，１９２８・２９年度の�支店があるが，表示を略し，計にも含
めない。

表１１―１ 支店の繭仕入費（１）

表１１―２ 支店の繭仕入費（２）
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赤羽新設費は，おそらく�と�の収益を原資として，表１２のように，経理上は赤羽に設備投

資額（当初の新設費は４３，４１１円）を貸す形で投資した。それに対して，１割の利子を付し，他

方で赤羽の収益は本部事務所が預かり，同様に１割の利子を付す形で，事業が展開した。同表の

ように，１１年度にこれらを清算して，新たに「赤羽特別預金」勘定を置いているが，以後も，

支店設置の場合は，本部が支店に設備資金を出し，収益によって固定利子と共に清算する形を

とっていると思われる。いずれにしても，赤羽は，�と�の共有資産となるものであった。

そして，当初の赤羽の繭仕入は本部の共同事業の一環として行われ（表１１），１２年までは本部

の購繭資金借入利子を，本店工場と同様に，使用繭代金に応じて負担する仕組みであり（表

１０），徳島と異なって本部の傘下で経営が行われた。ただし，徳島・赤羽ともに１１年までは『決

算書』にこれら支店の損益表・収支表自体が存在せず，これは支店経営の本部からの独立性が強

かったことを物語るものかもしれない。

なお，本店の損益などはその年度の「貸借対照表」に反映されるが，表１２をみると，赤羽の

数値は１年遅れて「貸借対照表」に反映されている。これは，岡谷の本部と地方支店で同じ時期

に年度末の決算書類が作成されるので，支店の年度末データを本部の「貸借対照表」に反映させ

るのが間に合わないのであろう。この点は，じつに１９２０年代までずっと続くのである。

３．製糸経営の発展（２）：１９１３―１９１９年

（１）会計制度の改変

表３の「貸借対照表」をみると，１２年前後の重要な変更として，借方の「手形口」が「資金

口」に変わり，その金額が１１年までと比して１３年以降跳ね上がるとともに，隣の「預金口」の

額が急減して，かつ「預金口」の中の「特別預金」が消えている。また「特別預金」勘定はその

後１９２０年代にも存続していることは別の資料から判っており４９，この１１年から１３年への変化

は，�部の蓄積資金である「特別預金」勘定が，「手形口」と合体して，「資金口」になったもの

と推定される。また同様に，「預金口」から「赤羽損益口」「赤羽損益利子口」のみならず「赤羽

（円）

年 度 赤羽損益
借方・預金口 貸方・貸金口

赤羽固定費
貸方

赤羽損益口 赤羽損益利子口 赤羽特別預金 赤羽固定口 赤羽固定利子口 赤羽支店勘定

１９０５
０６
０７
０８
０９
１０
１１

△８,４５３
３４,０１２
４１,４６７
△２,６３２
１５,１４２
４３,４０７
３,７９９

―
―

２５,５５８
６７,０２６
６４,３９４
７９,５３６

―

―
△８４５
１,６７６
８,４９１
１４,９３０
２２,４８８

―

―
―
―
―
―
―

２,９１７

―
４３,４１１
５４,５１７
６７,８３８
８０,２４４
８４,２４７
１７,１０５

―
４,３４１
１１,０４８
１９,３４０
２９,１１２
３８,０５８
６７５

４３,４１１
１１,１０５
１３,３２０
８,０１２
４,３９３
４,３０３
１７,１０５

８４,３２８
７３,８３２
１３９,９５５
１８５,５９６
１３８,４２９
８５,０７６
１７９,０４７

（出所）「貸借対照表」（小口組『決算書』各年度）。「赤羽損益」「赤羽固定費」は，小口組『本支店固定損益累年表』
（１９３１年頃作成）。

注：１）１９０６年の「赤羽損益利子口」は貸方「貸金口」に黒字で記載されている（赤羽の借）。
２）１９０７年の「赤羽損益利子口」は貸方「貸金口」に赤字で記載されている（赤羽の貸）。
３）資料には，たとえば「赤羽損益口」を「�損益口」などとも記している。�は赤羽支店の屋号。

表１２ 本部事務所「貸借対照表」の赤羽支店関係勘定
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特別預金」，貸方の「貸金（口）」から「赤羽固定口」「赤羽固定利子口」という赤羽支店関係勘

定も一斉に消えており，おそらく「赤羽特別預金」も「特別預金」と同様に「資金口」に含まれ

るとともに，「赤羽固定口」は表３の「地方製糸所」欄の「赤羽」（�）勘定に合体したものと推

察される５０。

また「貸借対照表」の１３年からの変化として，損益が借方または貸方に計上されるようにな

り，これはほぼ�の損益と一致する（表３の最右列とその左の列を参照）。一応，「貸借対照表」

の主体が�となったことになる。もっとも，１１年までも�の損益は，「特別預金」という形を

とって，その年度の「貸借対照表」に反映されていたから，実質的にはこの変化は大きくない。

他方，赤羽支店の損益が「貸借対照表」に反映されるのは，表１２のように翌年度であったし，

金額の変動から見ても，１３年以降も地方支店の損益は，翌年度の「資金口」に反映されている

と思われる。以後，「特別預金」「赤羽特別預金」等の規模は不明であり，また「資金口」は外部

からの借入と内部資金が含まれるので，本部事務所において年度末に銀行等外部からの借入残高

がどの程度あったかも不明になっている。各年度「資金口」に含まれるはずの本支店蓄積資金の

規模は，本支店損益累計額の前年度の数値が一つの大雑把な目安となるかとも思われるが，１３

年以降も，赤羽の表１２の１９１１年のように，蓄積資金と固定投資を相殺・清算しているようなの

で，やはり「預金口」における借入と自己資金のおよその見当をつけるのも困難である。ただし

本支店損益累計額だけからみても，「特別預金」ないし自己資金部分はあまり大きな額ではない

ことだけは確かである。

さらに「貸借対照表」は本部事務所の資金借入残と運用残の表だから，支店が独自に外部から

借り入れても，この表には現れず，したがって小口組全体の資金繰りもまた不明である。本部

も，２０年代前半以降，銀行から組全体の資産・負債の資料提出を要求された際に支店にデータ

の送付を依頼しているところなどからみて５１，本部は組全体の資産・負債構造などは，正確に把

握していなかったものと推測される。

「貸借対照表」とは別に，１９１３年頃から組内部の資金が流れる仕組みも大きく変わった。１２年

までは岡谷の本部が赤羽支店のための繭仕入も行って本部の借入利子を分担させる形をとってい

４９ １９１１年度以降２７年度まで毎年の『決算書』の中に「○共貸借対照表」が存在し，それには数百円～２千円

程度の毎年度の益金を「特別預金」に振り替えている。「○共貸借対照表」とは，１９１０年までは「�共同口
損益表」として現れるものであり，したがって益金は「特別預金」に入るわけである。ただし１９１７年度

以降は，�と�の合併により「特別預金」も両者の蓄積資金となったと推測される。いずれにせよ「�共
同口」の資産は不明であるが，収支の明細を見る限り，１９２０年代に至るまでそれほど多くなく，下諏訪町

にある若干の貸付地だけだったようである。

５０ そう考えると，後述のように，表１０の１９１３年以降の「差引尻利子」に，流動資金と固定資金両方に対

する利子が含まれるとすることが合理的な推測となる。

５１『対十九銀行報告（含）対安田銀行報告』所収の，本店会計課から支店会計課宛の１９２８年５月５日付文

書では，「安田銀行調査表下調ニツキ」同年３月末現在の貸金・借入金を調査の上，回答するよう依頼し

ている。
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たが，１３年以降は本部事務所が赤羽ほか地方支店に繭仕入資金を出して，繭販売者への代金支

払を行わせ，かつ事務所への負債に対して「差引本店ニ対スル利子」「差引尻利子」を徴収する

こととした（表１０）。また１３年以降，本部による支店のための繭仕入の場合は仕入費を本部が

一旦立て替えているため，支店から「仕入費ニ対スル利子」を徴収するようになった（したがっ

て，表１０のように，独自仕入が多い徳島からの「仕入費利子」徴収額は少ない）５２。

こうして１９１３年は，本部事務所の負担利子総額を，本店各工場に対する春夏挽繭利子と，赤

羽に対する差引尻利子・仕入費利子，及び本部の残繭利子（当年度は工場に負担させず，翌年度

使用工場に負担させる）で分担させた。１４～１５年にかけて，本店各工場の本部事務所との差引

尻利子も，本部が負担する利子の一部を構成するようになり，以後，この仕組みが定着した５３。

（２）彦根製糸所の設置

１４年には３つ目の支店，彦根支店（滋賀県）が法人として設立された（合名会社小口組彦根

製糸所，資本金１０万円）。なぜこの支店だけ会社形態を採用したかの記録はないが，他の製糸経

営では法人化するものが次第に増加する中で，内部からそうした意見が出てきたのではないかと

推測される。というのは，すぐ述べるように，設立当初から彦根に赴任して経営したのは定吉の

次男金吾だったが，後述のように彼は後に小口組の株式会社化を提案していたからである。

また彦根は１８年に小口組から離脱する小口大一に，岡谷本店工場の一部とともに分与されて

おり，いずれ大一を筆頭とする権之助家の子弟に分与することが予定されていたのではないかと

の推測もありえよう。しかし，出資者は，善重・定吉・清助・権之助・房吉の５名であり，各２

万円の出資だったから，赤羽と同様に，�部と�部の共同出資であった５４。しかも創設当初から

工場主として赴任したのは，権之助ではなく，定吉家の金吾であった５５。また後述の大一の弟大

次からの聞き取りメモの内容からも５６，彦根設立の時点で，いずれ権之助家への分与が予定され

ていたとは思えない。いずれにせよ，表１３にみられるように，小口組は，すでにこの頃ほぼ全

国を股にかけて購繭活動を行っており，彦根周辺でも繭仕入を行っていたから，将来的にも繭仕

入に有利な地として支店を開設したのであろう５７。

彦根も，内部的には赤羽などと同様に，本部が固定資金を貸す形で設立されていたが，赤羽と

５２ この「仕入費ニ対スル利子」は１９１９年以降なくなった。その理由は定かでないが，一つには仕入費を早

い時期に負担させるようにしたことが考えられる。また仕入費利子は多額ではないことも廃止の背景に

あったかもしれない。

５３ １９１４年までも�各工場の差引尻利子（「工場利子」）はあったが，事務所が徴収したのではなく，「特別預
金口」に組み入れられたのではないかと思われる。�に対する差引尻利子もそれまで資料に現れず，その
処理は不明である。

５４「合名会社小口組彦根製糸所定款」。したがって，�部事務所の貸借対照表である表３の貸方には，この
出資金は１９１６年までは現れず，すぐ述べるように，�部と�部が合併した後の１９１７年度から貸方の「貸
金」勘定のなかに「�資金口」として現れるようになる（�は彦根支店の屋号）。

５５ このため，金吾の長男定一郎（１９１５年生まれ）は，彦根で生まれたという（定一郎の長男小口浩一氏の

御教示による）。

５６ 注６９参照。
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異なって，遅くとも１６年以降は外部から資金借入を行い（表１０―２）５８，また当初から本部による

繭仕入に依存する割合は小さく，独自に仕入活動を行っていた模様である（表１１―２）。彦根は，

財務と購繭の本部からの独立性という点では，徳島と赤羽の中間であった。

５７ なお『決算書』によれば，小口組が朝鮮で最初に購繭活動を行ったのは，１９１５年とみられ（１９１６年の本

店春挽使用繭に初めて朝鮮繭が現れる），１７年に大邱・尚州などの買場に投資を始めたのを皮切りに，２０

年代にかけて朝鮮のほぼ全域において少なくとも１２ヶ所に買場を設けていたが，朝鮮に製糸工場を設立

した記録はない。平本厚は，朝鮮総督府農林局『朝鮮の蚕糸業』（１９３５年）や『今井五介翁伝』（西ヶ原同

窓会，１９４９年）の，１９１０年に京城の宋秉畯と小口組が朝鮮で最初の製糸工場を設置したという記述に対
して，これは岡谷製糸の小口槇太による製糸工場経営のことである可能性を控えめに示唆しているが（平

本「合資岡谷製糸の県外進出―諏訪巨大製糸資本の形成（３）―」『研究年報経済学』［東北大学］４８巻４

号，１９８６年，１１頁），小口組の内部資料を見る限り，平本の推測が正しいと思われる。すなわち，従来，

日本内地資本で最初に朝鮮に製糸工場を設置したのは１９１０年の小口組ということになっていたが，正し

くは同年または１９１２年頃の岡谷製糸・小口槇太による大成社であった。

（出所）小口組『公文書控』（明治四十四年）。
注：１）徳島もあるところからみて，支店

設置の買場を含むようである。
２）資料の出張所計は，７９。

仕入地域・府県 購繭石数 出張所数

関東

茨 城
千 葉
埼 玉
栃 木
東 京

１７,９６５
１１,０１２
６,００４
１,４８５
５,１７０

７
３
５
２
５

小 計 ４１,６３６ ２２

東北

宮 城
福 島
岩 手
山 形
秋 田
青 森

５,３４０
４,１９３
２,３９９
３１９
４０４
５３

５
９
２
２
３
１

小 計 １２,７０８ ２２

中部

新 潟
静 岡
愛 知

５８４
３９６
１１

１
３
１

小 計 ９９１ ５

近畿

三 重
滋 賀
兵 庫

２５２
３,２７４
４,４２３

３
７
４

小 計 ７,９４９ １４

中国

鳥 取
島 根
岡 山
広 島

３,２２０
９５０
１,３４５
２１４

５
２
１
１

小 計 ５,７２９ ９

四国 徳 島 ８,７５３ ５

九州

大 分
熊 本
宮 崎
鹿児島

３,５９４
７１５
２９３
４６

２
１
１
１

小 計 ４,６４８ ５

計 ８２,４１４ ８２

表１３ 長野県外購繭出張所（１９１４年）
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（３）初代善重の死去と組織再編

それまで，小口組組長であった善重が１９１６年５月に死去し，長男弁三郎が３２歳で継承・襲名

し，二代善重となった。これを契機に，一族は本店工場の�部と�部を合併させ，かつ，各自の

持分比を確定した（表１４）。１９２５年８月１０日付けの小口組から上諏訪税務署長宛の「小口組営

業組織並ニ持分歩合ニ付税務署ヘ回答」なる文書控には，次のように，その経緯などを記してい

る５９。

５８ 表１０―２をみると，彦根・和田山・下諏訪・都城の支店開設当初，支店「損益表」の支払利子より「差引

尻利子」の方がかなり多額であるのは，前者には固定利子（設備投資に対する利子）を含まないのに対

し，後者は固定利子を含むからと思われる。そして課された差引尻利子は，表１２の赤羽の例でも明らか

なように，直ちに本部事務所との間で清算するとは限らず，それはこの時期でも同様である（１９１５年「貸

借対照表」の「貸金」には，�（彦根）固定利子９千円があり，まだ固定利子が清算されていない）。こ
れに対して，１６年の郡山や１７年の石岡は，他支店との釜数比較からみて，支店「損益表」の利子額がか

なり過大となっており，この場合はルールが徹底せず固定利子が含まれていると思われ，したがって「差

引尻利子」とほぼ同じ額になっていると解釈される。なお，個別の設備投資経費の内訳データはあまりな

いが，１９２１年の都城支店「損益表」には別途記されており，利子も計上されている。

５９ 小口組『公文書控』（大正十二年）所収。読点は適宜付す。以下同様。

氏 名
持分比率

１９１６年５月２５日
～１９１９年１月

１９１９年１月
～３１年８月

小口弁三郎１
２／８ ２／７

（二代善重）
小口定吉 １／８ １／７ �２
金吾 １／７

小口清助 １／８ １／７ �３
勝太郎 １／７

小口権之助 １／８ �４
大一 １／８ →５０

小口啓一 １／８ １／７
小口房吉 １／８ １／７ �６

禎一 １／７
小口修一 １／８ １／７

計 １ １

（出所）「組合営業ニ関スル申告」「小口組営業組織
並ニ持分歩合ニ付税務署へ回答」「小口
組々合契約書」「小口組沿革」（小口組『公
文書控』明治四十四年，大正十二年，所
収）。

注：１）初代善重，１９１６年５月２５日死亡によ
り，弁三郎家督相続。
２）定吉，１９２１年１０月２５日死亡により，金
吾家督相続。
３）清助，１９２３年６月１日死亡により，勝
太郎家督相続。
４）権之助，１９１７年２月死亡により，大一
家督相続。
５）大一，１９１８年２月彦根製糸所などの分
割を受け，小口組脱退。
６）房吉，１９２４年４月２日死亡により，禎
一家督相続。

表１４ 共有資産持分
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「一，組合営業組織ノ時
ママ

一，明治十一年機械生糸製造工場ヲ創設シ，［中略］明治卅五年之［龍上館］ヲ解散シ，兄

弟新戚合同シテ小口組製糸場ヲ組織ス，其
�

間
�

別
�

ニ
�

持
�

分
�

ノ
�

定
�

メ
�

ナ
�

シ
�

一，持分ヲ定メタル年月日及各人ノ持分

一，大正五年五月廿五日，前組長小口善重死亡ニ際シ，茲ニ始メテ持分ヲ定ム，其歩合左ノ

如シ

一，八分ノ弐 小口善重

一，八分ノ壱，小口清助

一，八分ノ壱，小口権之助

一，八分ノ壱，小口修一

一，八分ノ壱，小口房吉

一，八分ノ壱，小口定吉

一，八分ノ壱，小口啓一

一，持分ヲ定メタル時以降各人ノ持分ノ増減及其年月日並ニ増減ノ原因

一，大正八年壱月組員小口権之助家督相続人小口大一分離独立ノ為メ其持分八分ノ一ヲ分譲

ニ付，残余ノ持分ヲ左ノ如ク定メタリ

一，七分ノ弐 小口善重

一，七分ノ壱，小口勝太郎

一，七分ノ壱，小口修一

一，七分ノ壱，小口啓一

一，七分ノ壱，小口金吾

一，七分ノ壱，小口禎一

一，爾後異動ナク今日ニ至ル

以上 」

じつは，後述のように，すでに１９２２年に，小口組は資産を共有とし，各自の持分比を決めて

あることを上諏訪税務署に申告していたのであるが，これは，その後２５年７月に改めて上諏訪

税務署から照会があったのに対して回答したものである。これによれば，小口組結成以来，組の

資産の各自の持分について，とくに取り決めはなく，１９１６年５月の初代善重の死亡を契機に，

この時点ですでに分家などにより独立していた各家当主の持分を初めて定めた。そして１９年１

月には，１７年に没した権之助家を相続していた大一が小口組から離脱・独立することによっ

て，彼に８分の１の資産を分与し，残り８分の７は従来通りの持分比としたため，上記のような

持分比となった。

１９１９年の大一の離脱については後述するとして，１９１６年に本店工場の�部と�部を合併し，

持分比を取り決めた背景としては，次のような事情が考えられる。第一に，徳島は別として，赤
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羽，彦根，そして１６年に開設した郡山支店（福島県）と，共同事業の部分が肥大化してきてお

り，また本店工場の新設・増釜もあって，共同事業の経費・固定費分担の調整がきわめて煩瑣に

なっていたことがあった６０。第二に，初代善重や伝吉の弟らもすでに分家などにより一家を構

え，各家の持分を明確にする必要が高まっていた。第三に，合併を可能にした条件として，�部

と�部の間で生産力があまり変わらなかったことがある。そもそも�部と�部では生産力が近い

ために小口組の結成に至ったのであるが，その後も，表示は略すが，『決算書』に記されている

各工場の最上級商標の占める生糸割合や罰金などの数値をみても，両者に明確な格差がないこと

が窺われる。そして第四に，二代善重らは片倉組の一族とかねてから親しく６１，片倉家が１３年

に，やはり一族子弟の増加などを背景として，同族各員の持分比を確定したことに影響を受けた

可能性も考えられる６２。

この合併により，小口組の製糸結社的性格はなくなり，一応，内部的には一つの統合企業と

なったと解釈できる。やはりこの場合，製糸経営を成長させていくためには，２つの経営が独立

したまま共同事業を組合として行うスタイルは効率的ではなかった。

ただし徳島は，分家した巻太の所有権が明確となっており，経営においても他の一族の関係す

ることが少なかったためであろう，小口組の共有資産から外れた。しかし事業運営上，実質的に

は，小口組のメンバーであったといえる。

（４）支店網の拡充

表１５～１６によって本支店の損益状況をみると，他企業との比較は，損益計算の基準が同一と

は限らないので，大雑把な目安でしかないが６３，利益と損失が繰り返される中で，他製糸との比

較では決して劣っていたわけではない。１９００年代には優良とされた岡谷製糸よりむしろ良好で

あったし６４，その点は岡谷製糸のデータのある１９１４年まで変わらない。１９１４年の第十九銀行の

内部資料に記されている各製糸経営の「現状観測」をみても，小口組は「成績佳良」，山十組は

「成績良好」，尾沢組は「成績普通」であった。もっとも片倉組の「現状観測」欄は無記入であ

り，これは従来から別格の高評価なので，わざわざ記入するまでもなかったとみられる６５。この

６０ 本店工場の釜数変動による煩瑣な分担調整については，すでに１９００年代の�再繰所や買場の設備投資分
担などからも窺われる（�『財産目録』明治四十四年）。

６１ たとえば二代善重や修一は，片倉脩一（三代兼太郎）とほぼ同世代であり，小学校時代以来の親交が

あったし（『三代片倉兼太郎君追想録』１９５６年，７４，１０８，１５１，３２８～３２９頁），二代善重は，若い頃三全

社で片倉佐一（二代兼太郎）から製糸経営の指導を受け（『二代片倉兼太郎翁伝』２３６頁），伝吉は，前述

のように，佐一とともに１８９８年に東京・千駄ヶ谷に製糸所を設置して３年間片倉組の特別待遇者となっ

たりしている。

６２ １９１３年の片倉同族持分比確定については，前掲，拙著『戦間期日本蚕糸業史研究』１０～１６頁。

６３ たとえば，小口組各工場は前記のように，ほとんど減価償却をしていない。また小口組本支店間の比較

も，これも前述のように，支払利子の内容が統一されていないことなどから，正確にはできない。

６４ 合資岡谷製糸の１釜当たり損益については，表１６に注記した平本厚の論文を参照。

６５ 第十九銀行『製糸資金貸出計画書』（八十二銀行所蔵）。この時点で，尾沢組の経営は小口組・山十組に

やや劣っており，結局それが１９２３年の片倉製糸への吸収合併に�がったようである。
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（円）
年度 本店 大和―徳島 赤羽 彦根 郡山 和田山 石岡 下諏訪 都城 高崎 計

１９０３
０４
０５
０６
０７
０８
０９
１０
１１
１２
１３
１４
１５
１６
１７
１８
１９
２０
２１
２２
２３
２４
２５
２６
２７
２８
２９
３０

△９,１７５
２８,０６１
９,１３７

１１８,６９３
３４,４６０
△４６,２９９
４６,５０４
１３９,１４３
△６４,２６８
△５７,４０９
８８,１０２
△４３,９７８
４０９,２３３
６５８,１６０
△４８７,０５５
８０,００３

３,３１３,３４９
△３,４９２,０４３
１０８,０２９
３０２,９３２
２６,６９５
△１４,９８６
１９６,９５６

△１,２９０,０１０
４３,８７８
２９３,９４５
△２５８,２２７
△５０１,８９３

・・・
・・・
・・・
・・・
・・・
・・・
・・・
・・・
・・・

１０,１１７
６４,８２０
△１１,７３８
５０,５５３
１０４,５１４
△２７,９２３
△１１,８９２
８６８,４８７
△５１９,８５９
８９,３５４
△４０,６５６
△１８,５０５
１６５,２７３
△１９,７２８
△２３８,２５０
４,６６１
１０,０３０
△４３,０６１
△１６４,９８０

―
―

△８,４５３
３４,０１２
４１,４６７
△２,６３２
１５,１４２
４３,４０７
３,７９９
２０,７６７
６０,５３１
２５,９０２
９０,８８６
１６４,４５４
２,４００
９３,０５６
７３５,３２２
△５９９,７７１
１０４,１２８
１１４,６６７
△１２０,１５７

―
―
―
―
―
―
―

―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―

△５１,４６２
５０,２４８
８７,９９５
△４３,７５４
△６６２
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―

―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―

２７,７３５
△３６,６９０
８０,９８１
８５８,３６９
△５３３,７２７
８５,０１９
１４１,２７９
１２７,２１０
１５０,７２５
２１,８２０

△２４２,７１３
２５,３２１
９８,０９５
９３,５１２
７４,１０２

―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―

△２４６,３１５
３４,５７６

１,１６９,７１０
△８６１,５９４
１７３,９１６
△１０６,００１
△２８,５３８
３５９,０９０
１５９,１２１
△３９７,６７４
△３０,２０５
１３７,２２７
１,６５２

△７１,８９７

―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―

△２０,２２５
４５,８０８
７７９,４１０
△６００,９０６
８０,４４１
４４,５８８
△２６,１０２
７８,３４３
△８０,９８８
△２６５,３０７
△１５,０３２
△２４,３５８
△１５,９７５
△７５,５３５

―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―

△７７,５２０
６６０,１１７
△６９９,２２９
１９,９６８
６０,００８
△５８,３３１
△１９,７２６
５,７５５

△３４２,３３０
７,０４１
２,３８８
△８,９４８
△１７６,０５０

―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―

△２３９,４２４
７１,９２９
８７,７４３
６９,６６６
２１８,０７７
１７４,３７３
△２１６,８２９
１５２,３３６
１８４,４８８
１２４,９６１
５２,２１０

―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―

△１６,６４８
△７４,６６５
１１５,１５１
△１５９,８３８
３１,１０３
３４,６４０
５,３９１

△６０,０８２

△９,１７５
２８,０６１
６８４

１５２,７０５
７５,９２８
△４８,９３１
６１,６４６
１８２,５５１
△６０,４６９
△２６,５２４
２１３,４５４
△８１,２７７
６００,９２２
１,０４２,８６１
△８５９,５６５
２４４,３６１
８,３８４,７６７
△７,５４６,５５６
７３２,７８７
６０４,５７１
△４４,７１１
８６２,１３１
５７２,４６２

△３,１５２,９５３
２１９,１０４
７３６,４５８
△１００,６９５
△９２４,１２６

計 △３６８,０６０ ２７１,２１５ ８１８,９３４ ４２,３６５ ９７１,０４０ ２９３,０６７ △９５,８２７ △６２６,８４５ ６７９,５３３ △１２４,９４９ １,８６０,４７４
３１ △６１,９２２ ２,８５１ ― ― ３９,２９０ １６,００４ １６,１６０ △２５,２４８ ７,９７２ ３,５９５ △１,２９６

（出所）小口組『本支店固定損益累年表』。ただし「彦根」は，同支店「決算表」（小口組『決算書』）。また「計」は筆者算出。１９３１年
は，小口組『昭和六年度決算』。

注：１）「本店」は，１９１６年までは�部。高崎支店は，関東大震災で赤羽支店が損壊し，群馬県高崎の工場を買収して移転したもの。
２）「本店」の１９２８・２９年は，下諏訪�製糸所（表示の「下諏訪」とは別工場）を含めた。「赤羽」には，１９２３年震災費△４４，３７０
円を含めた。
３）彦根の１９１５・１６年は減価償却を行っているが，この表のデータは償却前利益。その他の工場は減価償却を行っていない。
４）１９３１年は，和田山支店は３月まで，その他は８月まで。
５）「本店」の資料の誤りは訂正した。

（円）

年度 本店 大和―徳島 赤羽 彦根 郡山 和田山 石岡 下諏訪 都城 高崎 計
合資岡谷
製糸

笠原房吉 片倉製糸

１９０３
０４
０５
０６
０７
０８
０９
１０
１１
１２
１３
１４
１５
１６
１７
１８
１９
２０
２１
２２
２３
２４
２５
２６
２７
２８
２９
３０

△１２.８
３４.０
１１.０
１３３.０
３８.８
△４０.７
３７.２
１０１.０
△３４.１
△２３.８
３８.６
△１７.５
１７６.２
２７５.０
△１６４.１
２６.４

１,２２８.９
△１,２９５.２
３９.７
１１３.０
９.９
△５.５
７３.５

△４８４.０
１６.１
１２０.４
△１０５.０
△２０４.１

・・・
・・・
・・・
・・・
・・・
・・・
・・・
・・・
・・・
２３.４
１５０.３
△２６.３
１１３.６
２３１.７
△６１.９
△２６.６
１,９３４.２
△１,１５７.８
１９９.０
△９０.５
△４２.６
３８０.８
△４６.７
△５７８.２
１１.３
２４.３

△１０４.５
△４００.４

―
―

△４６.４
１３９.３
１６９.９
△７.０
４０.４
１０４.５
９.１
４３.７
１１２.７
４８.２
１６９.２
３０６.２
４.４

１７３.２
１,３６９.３
△１,１１６.８
１９３.９
２１３.５
△１７１.４

―
―
―
―
―
―
―

―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―

△１４２.９
１３９.５
２１９.９
△１０９.３
△１.６
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―

―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―

１１３.２
△６１.１
１３４.９
１,４３０.６
△８８９.５
１４１.６
２３５.４
２１２.０
２５１.２
３６.３

△４１２.７
４３.０
１６６.８
１５９.０
１２６.０

―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―

△５２４.０
５７.６

１,９４９.５
△９４４.７
１９０.６
△１１６.２
△３１.２
３９３.７
１７４.４
△４３６.０
△３３.１
１６１.８
２.１

△９２.６

―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―

△８０.２
９３.４

１,５９０.６
△１,２２６.３
１６４.１
９０.９
△５３.２
１５９.８
△１６５.２
△５４１.４
△３０.８
△４９.９
△３２.７
△１５４.７

―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―

△１７１.８
１,１００.１
△１,１６５.３
３３.２
１００.０
△９８.５
△３３.３
９.６

△５９４.３
１２.２
４.１

△１５.５
△３０５.６

―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―

△６６５.０
１９９.８
２０８.９
１６５.８
４０３.８
２９０.６
△３０７.９
２１６.３
２６２.０
１７７.５
７４.１

―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―

△４３.８
△１３８.２
２１３.２
△２９５.９
５７.５
５７.７
８.９

△１００.１

△１２.８
３４.０
０.６

１３４.４
６７.１
△３２.４
３７.９
１０１.８
△２６.３
△８.０
６５.７
△２１.１
１６４.０
２５９.０
△１５１.３
３７.２

１,４０４.０
△１,１３５.８
１０９.９
９０.４
０.０

１２７.０
８３.７

△４５７.８
３１.５
１１０.６
△１５.２
△１３９.９

（１８.５）
（△７.７）
（７５.３）
（２.５）
（１.４）
△４２.２
７２.３
△４５.２
△２.４
１１.８
△４６.６

△４１.４
△２.５
△２２.０
１１１.６
５５.３
△２７.０
４.７
６８.０
△３６.３
△６.９
５８.０
△６１.８
７１.８
３１７.９
１０４.７
△２２.４
４４７.２
△４３３.２
△５７.０
４９.４

△１６０.４
１５５.１
１７.９

△４０１.１

４３.９
２７７.８
４１５.７
３６０.８
４８１.８
８４.８

△２５１.２
３２９.０
３４６.７

計 △６.２ ３２.８ ９５.９ ２２.０ １１３.１ ２５.７ △１４.４ △８３.４ １０９.２ △２８.７ １５.２ （２３１.８）
注：１）「本店」は１９１６年まで�部の数値。「合資岡谷製糸」の１９０４～０８年は，本社（県外工場を含まない）の数値。
２）「合資岡谷製糸」は，平本厚「合資岡谷製糸の県外進出」（『研究年報経済学』［東北大学］４８巻４号，１９８６年）第９表。「笠原房吉」は，中村政
則「竜上館笠原家の経営」（前掲，山口編著『金融史』）第１３６表，第１４０表。「片倉製糸」は，「片倉製糸紡績株式会社自２期至１０期製糸所仮損益
金調」（１９２９年３月２８日調）［片倉興産（株）所蔵］，釜数は，『片倉製糸紡績株式会社二十年誌』（１９４１年）１１０頁。ただし多条繰糸機も１台を１
釜として計算。

表１５ 本支店損益

表１６ 本支店１釜当損益
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頃，小口組の経営は片倉組に次ぐ程度の順調さを示していたのである。

大戦期の１５・１６年には小口組は一段と大きな利益をあげて，郡山に続いて，１７年には和田山

（兵庫県）・石岡（茨城県）に支店を新築し，１８年に下諏訪支店を買収によって開設し，２０年に

は都城（宮崎県）に支店を新築した。下諏訪以外のこれら地方支店も，すでに本部が主に本店用

に繭仕入を行っていた地域に開設された（表１３）。

こうした支店開設のための固定資金は，収益を蓄積した自己資金で賄われたのであろうか。そ

れを大雑把に検証するために，収益の累計額と，設備投資資金の累計額を比較してみよう。表

１７は，小口組結成以来の設備投資額一覧である。右２欄に，算出した固定資金の累計と損益累

計を示した。ただし両者の数値を比較するには，種々問題がある。まず損益には彦根も含まれる

のに対して，固定投資にはそれが含まれない。徳島については，損益は１９１１年まで不明であ

り，固定投資は０７年まで不明である。「本店」には，注記したように，事務所や再繰所の設備投

資も含まれるが，１９１６年までは�の設備投資は含まれず，同時に，同年までの�の損益も含ま

れない。また本店の初年度１９０３年の設備投資額には，既出の設備投資額がかなり含まれている

と思われるし，他方で組発足時に何がしかの内部資金を有していたはずである。さらに工場収益

（円）

年度 本店 徳島 赤羽 郡山 和田山 石岡 下諏訪 都城 高崎 買場
東京
支店

総計
設備投資
累計額

損益累計額
（含彦根）

１９０３
０４
０５
０６
０７
０８
０９
１０
１１
１２
１３
１４
１５
１６
１７
１８
１９
２０
２１
２２
２３
２４
２５
２６
２７
２８
２９
３０
３１

６９,６６８
５,６６４
４,７９８
６,３００
１８,１７２
４８,９８１
１７,８３４
４２,６８１
１３６,３３２
５４,８３８
２３,４０３
１０,１９５
１,２７３
３３,１８５
６２,０５１
１０６,６５４
２３８,１９０
１００,５０３
５,６１９
１０９,８７６
１２,７３０
７,４０９
２１,２５０
△１３,０５９
１,４８９
７,０９６
３,３１２
１,５１５
―

・・・
・・・
・・・
・・・
・・・

３１,８４６
１１,８５４
３３,２３５
２５,２８３
３,６７０
１,３９３
７,６５５
２,８８１
１０,９１３
３８,０２３
７,５６１
１４,５０９
４８,０２８
４,７７４
１１,７８４
１０,９８０
８,９２２
５２,８５７
２５,１７１
１,７３１
８,５６４
４６,５３１
２,１８８
―

―
―

４３,４１１
１１,１０５
１３,３２０
８,０１２
４,３９３
４,３０３
１７,１０５
５,４２０
１４,１９０
２,５１５
６７６
１,６１９
１４,４９５
５８,５１１
５７,８１８
４７,８６１
△８８,５７３
１,５３５
１,３０５
―
―
―
―
―

△７５６
―
―

―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―

１１９,５１６
４３,３７５
２２,８３５
２７,２４８
１９,１２５
△３３,３１８
１９,７７９
１５,７０８
７,６７１
１２,８９８
１９,０６７
５,７２１
８,０５６
２５,９８６
９１１
―

―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―

１７６,５０９
２１６,８９２
１０,７７０
２９５,３４４
３４,８１５
１９,０１０
１９,３６６
７,５３１
３７,５５２
７,０８６
３,８６６
２,４６５
４,３１２
△４１５

△６２０,８００

―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―

１４８,９８６
９３,３８３
２８,９０２
４,２１４
９２

１７,４７１
１４,９２１
―
７８０

３３,３７６
５２
―
―
―
―

―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―

２２６,９０１
９８,０５１
７６,０４２
３,０７５
２８,６３１
１０,５２０
４,２２４
６,１３０
６,０２０
５,０４７
１２,６９４
３,３５８
８７０
―

―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―

５６６,０８４
８,０４５
３２,７６９
１,０８７
６１,２１０
６８,５７６
２２,４４３

０
１８,６５７
２０,４６９

―
―

―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―

２８９,２４８
１４５,３２２
３１,８８６
２９,６２７
△１２,２８７
５,５４４
―

１,９６５
―

―
（１８２）
２６８
９３

４,１６１
１,７４１
８１７

１０,０４１
１９,１６０
１２,０１１
７,６１１
１１,６９３
６,０１２
１３,５８１
５９,３８５
５０,１２３
１３４,２２２
１２０,４６９
７,７３９
△５,８０５
８,５６０
８５２

１２,１６１
△６２８

△２０,４４１
２３,９９２
８,９５３
△７,６６６
△５,３７４

―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―

１３,６６１
１１６

１１,３１４
２,３７２
―
―
―
―
―
―
―

９６,１０５
△１,１００

―
△５１０

６９,６６８
５,６６４
４８,４７８
１７,４９９
３５,６５５
９０,５８２
３４,８９９
９０,２６１
１９７,８８１
７５,９４０
４６,５９９
３２,０５９
１０,８４５
１７８,８１６
５５６,４８９
７８２,９８０
６２１,０２８
１,２８０,０４６
△５７,７３０
２３５,０５４
３８４,４３１
２４３,１４３
２４４,０９４
１２９,１０６
△１４,８２０
１８３,１７６
１１１,０６７
△６３０

△６２６,６８４

６９,６６８
７５,３３２
１２３,８１１
１４１,３１０
１７６,９６６
２６７,５４８
３０２,４４８
３９２,７０９
５９０,５９１
６６６,５３１
７１３,１３０
７４５,１９０
７５６,０３５
９３４,８５２
１,４９１,３４１
２,２７４,３２２
２,８９５,３５０
４,１７５,３９７
４,１１７,６６７
４,３５２,７２１
４,７３７,１５３
４,９８０,２９６
５,２２４,３９１
５,３５３,４９８
５,３３８,６７８
５,５２１,８５４
５,６３２,９２１
５,６３２,２９０
５,００５,６０６

△９,１７６
１８,８８５
１９,５７０
１７２,２７５
２４８,２０４
１９９,２７２
２６０,９１９
４４３,４７０
３８３,００１
３５６,４７７
５６９,９３２
４８８,６５５
１,０８９,５７７
２,１３２,４３８
１,２７２,８７３
１,５１７,２３５
９,９０２,００２
２,３５５,４４５
３,０８８,２３３
３,６９２,８０５
３,６４８,０９４
４,５１０,２２５
５,０８２,６８７
１,９２９,７３４
２,１４８,８３９
２,８８５,２９７
２,７８４,６０１
１,８６０,４７４
１,８５９,１７８

計 １,１３７,９７１ ４１０,３６４ ２１８,２７４ ３１４,５８５ ２１４,３０８ ３４２,１８４ ４８１,５６９ ７９９,３４３ ４９１,３０８ ４７３,７３８ １２１,９５９ ５,００５,６０６

（出所）小口組『本支店固定損益累年表』。買場・東京支店は，『決算書』各年度。損益累計額は，表１５より算出。
注：１）「本店」は，１９１６年までは�部のみで，�部は含まない。ただし，事務所固定・再繰所固定は含み，買場固定・東京支店固定は含まない（『決

算書』との照合による）。彦根支店は固定投資額のデータがない。徳島は１９０７年まで不明。
２）１９０３年の「本店」には，龍上館解散の際の再繰所「配当額」１１，３２２円や既出の設備投資額も含まれていると思われる。
３）１９０４年の「買場」１８２円は本店に含まれる。０３年の買場固定も本店に含まれているはずである。東京支店は，１９１７年設置，１９２８年には９６千
円かけてビルを建築。
４）「赤羽」の１９２１年は，小口商事に移管した土地代△８９，７４１円と設備投資１，１６７円の計。「郡山」の１９２１年も小口商事に移管した土地代△
３４，３８８円と設備投資１，０６９円の計。
５）「和田山」の１９３１年は，工場を新設の株式会社小口製糸所へ譲渡。
６）その他の△は，設備・備品，または買場の土地建物等の売却代超過。

表１７ 本支店固定設備投資額
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以外に，既述のように若干の資本利子・固定賃貸料収入があった一方で，収益から，一族の生活

費，若干の土地・有価証券投資等の費用が引き出されていたことを考慮しなければならない。し

たがって，この比較は一つの大雑把な目安にしかならない。

その上で，両者の数値をみると，まず当初から第一次大戦期以前は，損益から投資支出を引く

と若干内部資金に余裕のある時期もあり，概ね自己資金によって設備投資を拡大していったと思

われるが，逆に赤字になる時期もあるようであり，年度末に借金を返せない時もあったと思われ

る。このため，１９０５年に赤羽支店を開設して以来，１０年近く新たな支店を設けることができな

かった。しかし大戦期になると，高収益に支えられて１９１６年などは大きな内部留保がみられ

る。これによって，１６～１８年にかけて，次々に地方支店を設置していったのであるが，１７～１８

年頃には，投資額が急増して，支店新築ないし買収資金を借入で賄った場合もあったのではない

かと推察される。

そして１９年に巨額の利益を得て，都城支店開設を含めたさらなる設備投資計画を実施した翌

年，巨額の損失を被るのであるが，それらは後述するとして，これら大戦期頃の新設支店も，当

初から資金のほとんどすべてを本部から調達して繭仕入を行った（表１０）。１９１０年代には，本部

は，都市銀行やそれと対抗して大製糸を優遇する第十九銀行から低利で資金を調達しえたはずで

あり６６，地方支店の固定設備を含めた資金需要を本部が賄えたものと思われる６７。

６６ この時期の第十九銀行の製糸金融については，伊藤正直「製糸・養蚕業の動揺と地方銀行群の存在形

態」（『土地制度史学』６７号，１９７５年）を参照。

６７ なお，ここで，従来明らかになっていない片倉組の大戦期頃の繭資金について，片倉兼太郎家文書の中

から，若干の資料をあげておこう。もっともここでもあまり正確なデータは示せないのであるが，まず付

表１は，１９１８年頃と推定される６月下旬から７月初頭現在の春繭資金の規模を示した。「購繭配金」は本

部が各所に供給する繭仕入資金であろう。この頃，片倉組の釜数規模は大雑把にいって小口組の２倍前後

であったが，急速な規模拡大を進めており，「購繭配金」も急拡大している。この表をみると，まず「第

十九銀行借入金」があげられ，次いで「支払手形」があげられている。この「支払手形」は第十九銀行を

含む諸銀行からの手形形式の借入とみられる。最右欄の「差引融通資金」の調達先は不明であり，一部に

は自己資金も含むであろうが，１９２０年の片倉製糸の設立経緯から見て，その大部分は借入だったと思われ

る（前掲拙著参照）。表示は略すが，原資料には１９１５～１７年についても６月２０日の数値があり，それは

表の７月１０日より大幅に少なく，春繭出盛り期の６月下旬から７月上旬にかけて「購繭配金」や借入額

を急速に増やしている様子がわかる。

付表２は，１９１８年頃と推定される６月～７月初頭の手形借入額と当座預金貸越限度額のデータである。

じつに多様な銀行から借入していることがわかるが，都市銀行の比重が高いこと，第三・明治商業・信濃

等，安田系銀行の比重が高いことが明らかであり，また増加する資金需要をなんとか満たすために，特殊

（千円）

年次 購繭配金
第十九銀行
借入金

支払手形
その他雑口
差引分

小計 新入金
差引融通
資金

１９１５
１６
１７
１８

４,８６１
７,９１５
１３,２７０
７,８０７

３４０
８６２
１,９１２
７３０

１,７４０
１,３１０
２,１８０
１,２８０

△２２４
△５９
１９３
△１８７

３,００６
５,８０３
８,９８４
５,９８４

６２３
９７９
６００

５,１８０
８,００４
６,５８４

（出所）片倉兼太郎家文書所収のメモ。
注：１）１９１５～１７年は７月１０日現在，１９１８年は６月２０日現在。
２）１９１８年の新入金６００千円は，△６００千円のはずであるが，資料のまま。

付表１ 片倉組の春繭資金
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銀行たる朝鮮・台湾両行や地元の有力資産家からも借入を行っていた。片倉の最初の朝鮮工場は１９１９年

開設の大邱製糸所であるので，２５万円という規模からしても，おそらく朝鮮繭仕入用ではなく，朝鮮銀行

の国内支店からの借入と思われる。この特殊銀行２行は，いずれも第一次大戦期頃には国内企業への貸付

を増大させていたことが知られているが，片倉組のような優良大製糸へも融資を広げていたのである。ま

た上諏訪町の酒造家土橋源蔵は片倉製糸創立以降１９２７年まで同社監査役を務めたが，それは土橋がもと

もと片倉組に製糸資金を融資していたからであった。

さらに片倉兼太郎家文書には，１９２０年代の片倉製糸の購繭資金額とその調達先の全貌が判明する資料も

あるので，１９２７年春繭時のそれを付表３～５に掲げる（同年および翌２８年の１１月８日現在の借入データ

もあるが［同社「金融一覧表」］，金額はこれよりやや少なく，内容は類似している）。まず付表３によれ

ば，この時点で支出した春繭代金総額は３，２００万円，そのうち長期手形借入は３分の２に当たる２，０５１万

円であり，生糸売上代金と自己資金の通知預金をあわせて１，０９７万円となっている（短期の逆手形決済は

この時期の生糸代金で行うはずなので，実際の「送金高」は３，３１７万円とある）。やはり自己資金たる通

知預金は，春繭代の１割に満たない。長期手形借入の内訳を示したものが，付表４である。発行予約高は

２，３７４万円なので，この時点での発行余力は３２３万円ある。資料には，本支店名は記されていない場合が

多いが，左欄の第十九銀行など地方銀行は東京支店，中欄の日銀は松本支店などであろう。京浜地方の手

形発行高はなんと外国銀行のナショナル・シティー銀行が最大であるが，手形発行予約高は安田銀行の

２５０万円が最大であった。「地方」の手形発行高は朝鮮銀行が最大であるが（大戦期とは異なって内地支店

ではなく，朝鮮での購繭のための京城本店からの借入と思われる），手形発行予約高は日銀・朝鮮銀行の

ともに１２５万円が最大であった。短期手形借入金の内訳をみると（付表５），いずれも工場付近の銀行から

の借入であり，これは荷為替手形のことであろう。こうしてみると，この時期には長期・短期あわせてや

はり安田銀行が同社の最大の繭資金借入先だったといえる。

借入先 金額（万円）

第一銀行
第三 〃
第十九〃
十五 〃
三菱 〃
住友 〃
安田 〃
三十八〃
明治商業〃
三井 〃
名古屋〃
愛知 〃
信濃 〃
信州 〃
土橋源蔵
六十九〃
熊谷 〃
三十四〃
台湾 〃
朝鮮 〃

１０
４５
４１
３０
１５
１５
５
０
１０
１５
１５
２０
１５
３０
２
１０
１０
１５
１０
２５

小 計 ３３８

第三〃 当座
第十九〃当座

５０
１００

計 ４８８

（出所）片倉兼太郎家文書所収のメモ。
注：１）６月～７月４日まで。
２）年次・単位とも推定。第十九銀行の「４１万円」は，
１９１５～２０年の同行の片倉組への夏挽為替手形取引
方針額と一致（前掲，拙著，１４９頁，第６５表）。
３）修正書き込み前の数値。
４）資料の「土橋」は，「土橋源蔵」と推定。土橋源蔵
は，上諏訪町の資産家で，のち片倉製糸の監査役。

付表２ 片倉組の春繭資金借入（１９１８年頃）
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（千円）

支 出 収 入

春繭買入代金１）

逆 手 形 決 済 高
購 繭 諸 費 用

３２,００１
３,３０５
１,３１４

長期手形借入金
短期 〃
生糸売上代金２）

通 知 預 金３）

当 座 借 越３）

〃 ４）

２０,５１０
５,６６３
７,７６７
２,３３０
１９０
１６０

計 ３６,６２０ 計 ３６,６２０
（出所）片倉製糸「春繭買入資金収支概算表」（７月１２

日現在）。
注：１）７月１２日までの４，４９１千貫。
２）６月６日～７月１２日の売上代金。
３）６月６日現在。
４）７月１２日現在。

付表３ 片倉製糸の春繭購入資金収支（１９２７年）

（千円）

借入先
逆手形
発行高

決済高

安田銀行岡谷支店
〃 郡山支店
〃 仙台支店
〃 盛岡支店
〃 松本支店
〃 熊本支店

博多銀行
第一銀行久留米支店
〃 熊本支店

９３５
１,０９８
１,５３０
２００
１２０
７００
２００
２００
６８０

５５０
９２０
９５０
８５

２００
１００
２００
３００

計 ５,６６３ ３,３０５
（出所）前表と同じ。

付表５ 片倉製糸春繭短期手形借
入金の内訳（１９２７年）

（千円）

京浜地方 地 方 傍系製糸借入

借入先
手形
発行高

借入先
手形
発行高

借入先
手形
発行高

傍系会社

安田銀行
第十九〃
住友 〃
三十四〃
武州 〃
第一 〃
三井 〃
川崎 〃
三菱 〃
名古屋〃
横浜興信〃
山口 〃
六十九〃
ナショナル・シティ〃
三井信託
安田信託
三井物産
神栄会社
奥村商店

１,９００
７３０
９００
２５０
１５０
７００
１,５００
１,５００
１,４００
３００
１,８００
１００
２００
２,０００
６００
１,３５０
１００
１００
２００

日本銀行
第三十六銀行（八王子市）
第三十六銀行大宮支店
三井銀行名古屋支店
三十八銀行（姫路市）
三十四銀行姫路支店
松江銀行倉吉支店
第一銀行久留米支店
〃 熊本支店

朝鮮銀行
高陽銀行（高知市）

５７０
３００
２５０
２００
１５０
５０
４００
５００
１００
１,２００
１００

十八銀行（長崎市）
第百四十七銀行（鹿児島市）
神栄会社
原合名会社
松江銀行

２００
１６０
１５０
１００
３００

長崎製糸
薩摩製糸
〃
〃

松江片倉製糸

計 １５,７８０ 計 ３,８２０ 計 ９１０

（出所）前表の資料に続く無表題資料。

付表４ 片倉製糸春繭長期手形借入金の内訳（１９２７年）
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他方で，繭仕入についてはいずれも，一部は本部仕入によっていたが，同時に新設当初から支

店独自に繭仕入を行っている（表１１）。赤羽も１４年から支店自身で仕入れる割合が増えた。こ

の時期も，生産力の増大により，釜数増加以上に繭消費量が増えており，大量の繭需要を賄うた

めに，本部の「直轄買場」とともに，支店による独自の買場（「共同買場」）を設置して，繭仕入

を分権化していった。

（５）小口大一の離脱

１７年に初代善重の末弟権之助が亡くなると，翌年長男大一は，彦根と本店工場のうちの２つ
カネイチ

（�と�），計３工場を分与されて，小口組を離脱し，１９年春挽から� 組と称して単独経営を開

始した６８。それに伴って小口組では持分比の改定も行われた。大一の離脱理由は記録されていな

いが，図１の家系図から明らかなように，権之助家は，初代善重家は別として，持分に比して他

家より男子が４人と多く，大一の弟らにも活動の場を与え，兄弟による新しい大製糸経営の形成

をめざしたのではないかと思われる。それまで権之助―大一が担当していた赤羽を継承せず，定

吉―金吾が担当していた彦根を継承したことからみても，大一の離脱理由は，権之助―大一担当工

場の「生産効率」の他との相違などとは到底考えられない６９。大一家にはほぼ持分通りの８１２釜

が分与されたが７０，まだ学齢期にあった末弟光男を除いて１人１工場をもたせるという配慮も窺

われ，その後�組は２０年代にかけて千釜以上の規模となり，この時期の諏訪大製糸経営群の一

角を占めるに至った７１。

従来，諏訪製糸業における規模拡大のインセンティブとして，横浜の生糸売込問屋が釜数に応

じて貸出を増やしたこととか，第十九銀行も有力な顧客として大製糸を低金利で優遇したことな

どが指摘されてきたが，こうした急速な一族経営の水平的拡大には，一族の数も重要と思われ，

一族とその子弟が多いことは規模拡大には都合がよく，かつそれ自体，規模拡大のインセンティ

ブになったと思われる。小口組の場合，大一の離脱は，一族子弟の増加・成長に対して，規模拡

大が追い付かなかったことを意味している。すなわち大一ら兄弟が小口組に留まり利益を上げて

組全体の規模拡大に貢献しても，持分比８分の１という枠は変わらないから，彼らの持釜数の増

加には限界があり，このため組を離脱して自力での規模拡大をめざし，他の一族もそれを承認し

６８「小口組沿革」（小口組『公文書控』大正十二年）。また，第十九銀行『製糸資金貸出計画書』は，１９１９年

の�組の項に「春挽ヨリ小口組ヲ分離シ独立トノ」とあり，�３６６釜・�４６釜・彦根４００釜，計８１２釜と
している。

６９ 小口定一郎氏の大次からの聞き取りメモ（前注３７）によると，そもそもは権之助家が担当していた赤羽

が分与されるはずであったが，その代わりに彦根が分与されたという。持分釜数の関係からであろう。ま

た小牛田や厚木等の買場も分与された。またこのメモによると，分離独立はすでに権之助が検討していた

が，その理由は，次世代の従兄弟たちの経営になると共同経営は難しくなることを考慮していたとしか記

されていない。さらに分離は定吉も検討していたともある。定吉が分離を望んでいたとしても，その理由

は経営方針など権之助とはまったく異なるものだった可能性がある。いずれにせよ，製糸業のような規模

の経済性が必ずしも自明でない場合の一族経営の難しさを示しているといえよう。

７０ １９１８年の小口組は６，５５２釜，大一の持分比は８分の１，したがって計算上は８１９釜が持分。

７１ たとえば，前掲，伊藤「製糸・養蚕業の動揺と地方銀行群の存在形態」第９表を参照。
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たものと考えられる。

大一自身，単独で経営するより，小口組の企業ブランドや資金調達などの面で小口組に属して

いることのメリットがなかったはずはないが７２，大一にとってはそれも限定的なものでしかな

かったのであろう。それは，小口組の市場での評価が突出したものとはいえなかったし，また本

部による技術開発などの恩恵を被るといったことが多くなく，もともと分権的な性格の強い工場

経営のスタイルだったことによると思われる。前掲表７のように本店工場をはじめ各工場の代表

者には，一族各家の当主やその継承者，そして分家予定者がもれなく当てられ，早い場合は１０

歳代末頃に就いていた。そして工場代表者はかなり固定的な場合が多く，交代する場合も同じ家

のなかで交代し，工場担当者が亡くなった場合もその家の継承者が引き継ぐのが通例であっ

た７３。

また２０年代の幹部の会議録をみると，地方支店の一族経営者と支配人を集めた「支店長会

議」が開かれなかったわけではないが，本店幹部の会議とともに，議題は操業期間や職工の賃金

水準の協定など比較的ルーチンの事項が大半で，本店幹部の会議も，一族の経営者は欠席して雇

われ支配人しか出席していない工場も少なくなかった７４。本部に結集した一族首脳による統制を

利かせた集権的経営によって，全企業的な経営効率化を組織立てて進めていく姿勢に乏しかった

ように思われる。

ただしこれらは小口組の特徴というよりも，片倉を除く諏訪のほとんどの大経営に当てはまる

ことだったように思われ，一族経営でない合資岡谷製糸会社などを含めて，たいていの諏訪大製

糸の各工場は特定の所有者が経営支配した独立性の強い性格を有する場合が多かった。

もちろん片倉組でも，各工場は地域性を考慮して経営する必要があったから，各工場に購繭方

針について大きな権限を与えるなど分権的な面も当然少なくなかったが７５，財務内容は早くから

７２ 実際，第十九銀行は，１９１９年度の�組への資金貸出の際に，「小口組員中ニテ裏書又ハ保証」を要求して
いる（同行『製糸資金貸出計画書』）。

７３ ただし『全国製糸工場調査』などに記された工場代表者は，工場長とは限らず，企業の代表者とかたん

なる一族の所有名義人だったりするので，注意が必要であるが，小口組の場合は，大半が一族の工場担当

者と考えられる。もっとも２０年代末頃の和田山支店などは，代表者が小口善重となっており，この場合

明らかに代表者が現地に赴任して日常的に経営指揮をしていたわけではなく，支配人小野政友が事実上の

工場長だったため，企業代表者の善重が工場代表者として記載されたと思われる（和田山支店の支配人小

野政友については，前掲，拙著『戦間期日本蚕糸業史研究』２３１頁）。またたとえば１９１０年代に権之助が

�と赤羽の代表者に同時になっているが，これもやはり必ず雇用している一族外の支配人に日常業務を委
ねるとともに，権之助自身は両工場を往復しつつ経営を指揮していたのではないかと思われる。なお，表

７の資料に記された企業組織形態も不統一であり，信頼性の乏しいことが明らかである。

７４ そもそも，片倉製糸と比して，本店幹部の会議も何の会議か名称もなく，組織だった運営がなされてい

ない印象を受ける。なお「支店長」とは，一族外の支配人のことで，一族の経営者は屋号を冠して「主

人」と称されている。以上，小口組『決議録』（大正９年９月～同１３年１２月），同（昭和３年１０月～同６

年８月）。

７５ たとえば，『片倉製糸二十年誌編纂資料之綴』によれば，明治後期頃について「原料の購入は各製糸所自

らの権限を以て之を行ふ慣習により区々ではあった」とある。
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本部が詳細を把握し，また工場長も一族を当てることに必ずしもこだわらなかった。すなわ

ち，１９１０年代初頭には各製糸所のほぼ５日ごとの財務データを本部が把握するなど，集権的な

経営体制を形成しており７６，遅くとも明治後期には県外進出工場などの工場長に一族外の有能な

職員を抜擢・登用することが珍しくなくなり，彼らの間で競わせる一方，多くの一族首脳は本部

から統括する体制になっていた７７。

これに対して，明治後期の合資岡谷製糸会社の県外工場経営について，平本厚は，当初の県外

各工場は「別企業のような形であった」と述べており７８，同社の本社統制があまり効かない状態

は１９２０年代末に至ってもあまり変わらなかったようである７９。山十については末期の状態しか

よくわからないが，のちに山十製糸会社の多くの工場を継承した昭栄製糸の会社史は，「従業員

は［中略］山十時代の独立経営的な工場の空気にならされていて」などと，やはり同様な点を指

摘している８０。笠原組については，平野村工場は本家の房吉が，上田・常田館は当初から分家の

善吉が経営を分担する体制であった８１。

そして小口組の場合，当事者が離脱を希望すれば，共有資産を分割譲渡されて離脱できるよう

な所有権のあり方や一族の姿勢があった。この点も，おそらく小口組が例外というわけではな

く８２，一族の私的所有権と行動に意識的に強い縛りをかけて結束を乱すことを未然に防ぐ体制を

とっていた例は，片倉以外にはなかったのではなかろうか。片倉は１９１３年に三井家憲を参考と

して総有制といえる家憲を制定しており８３，小口組のような一族の経営離脱はありえないこと

だったし，徳島の巻太が共有資産から外れて独立的であるといったこともありえなかった８４。

このように，小口組は，片倉との比較では，当初から各家の事情が優先されて，統合性・結集

性がやや弱かったと思われる。家父長制という点からいえば，（組長を家長とすると）片倉家は

７６ 前掲，拙著，２９５～２９６頁を参照。また１９２５年１０月の製糸所長会議での二代兼太郎社長の訓示によれ

ば，同社は２４年から毎
�

月
�

仮決算を施行したという（片倉製糸庶務課『所長会議関係雑書類』自大正十三

年至昭和三年）。

７７『片倉製糸二十年誌編纂資料之綴』には各製糸所の歴代所長名が記録されているが，下諏訪・両羽・仙

台・石原・八王子・一ノ宮・鳥栖など多くの工場で，最初からまたは早期に一族外の職員を工場長に任命

していた。

７８ 前掲，平本「合資岡谷製糸の県外進出」４頁。

７９ 古村敏章『生糸ひとすじ』（丸興工業株式会社，１９８５年）４８１頁。

８０『昭栄製糸株式会社二十年誌』（同社，１９５１年）３１頁。海野福寿「山十製糸株式会社の経営」（『横浜開港

資料館紀要』１号，１９８３年）も参照。

８１『笠原工業㈱上田工場七十年のあゆみ』（同社上田工場，１９７０年）。

８２ たとえば，大和組も１９２２年に大分製糸所が分離独立した。片倉信一『ヤマト百年回顧録』（株式会社ヤ

マト，１９７２年）１６０～１６３頁。

８３ 本来の総有制とは，入会山などのように個々の共有者の持分の大きさは観念できないものをいうはずで

あるが，経済史・経営史学では三井家の所有のあり方は総有であることが通説になっているので，それに

従っておく（安岡重明『三井財閥の人びと―家族と経営者―』同文舘出版，２００４年）。

８４ 小口家は持分比を決めただけで，それ以上，私的所有権等を制限した形跡はなく，実際大一が離脱して

いる点をみると，総有制だったとはいえない。
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ビジネスの発展を優先するための強い家長権をもつ，より厳格な家父長制を築いていたのに対し

て，小口家の家関係・家族関係はより温情的であり，家長権は弱かったといえる。そしてそれが

小口同族を一つの緊密な社会集団として集束させることを妨げたのである。

４．製糸経営の動揺と解体：１９２０―１９３１年

（１）１９２０年恐慌による打撃と２０年代の収益・財務状況

第一次大戦期頃には本支店ともに利益を上げ，とくに１９年には，本支店合計で８３８万円もの

巨額の利益を得ているが（表１５），２０年代の「貸借対照表」をみると（表１８），本店の損益はそ

の年度の「貸借対照表」に反映される一方，支店については１９００年代の赤羽と同様に，借方の

「資金口」に１年遅れて反映されているようである。これは大欠損を被った２６年をみても明瞭で

ある。そして，支店の利益の多くは各支店に留め置かれているらしい。その利益をいかなる形態

で保有したかは不明であるが（会計上は表１２の赤羽の１９１０年までと同様に，主に固定支出とそ

の利子を貸す形態かもしれないが，後述のように若干の株式・不動産投資もあったようであ

る），本店について「貸借対照表」をみると，１９年は利益３３１万円にほぼ匹敵する３３０万円が繭

で保有されている（表３）８５。要するに，この年は好況の中で高値の繭をどんどん買い進んだ様子

が窺われ，積極的で強気の経営姿勢が見て取れる。

しかし２０年恐慌により，本支店計で７５４万円もの巨額の損失を被り，１９年の高収益はほとん

ど帳消しになった。以後，関東大震災の年以外はそれなりの収益を上げて，かなり回復傾向に

あったが，２６年の生糸価格の変動によって，３００万円を超える再度の大欠損を被り，「貸借対照

表」の「資金口」の急減や，表１７の損益累計額などからは，蓄積資金が枯渇するとともに，本

（出所）「貸借対照表」（小口組『決算書』各年度）。
注：１）借方の「生糸」「仮受金」，貸方の「日米生糸」「神栄」「石橋商店」「東京支店」「仕入費」「利息」「物品課」などは表示を略した。
２）１９２０～２２年の「安田銀行」は信濃銀行。信濃銀行は１９２３年安田銀行に合併され，信濃・岡谷支店は安田・岡谷支店となる。「第十九銀行」「安田
銀行」は，資料は「第十九銀行岡谷支店」「安田銀行岡谷支店」の場合もある。「神栄」は「神栄横浜支店」の場合もある。

８５ ただしこれは支店消費用の繭を一部含んでおり，本店用の残繭は２６４万円である（表２）。

翌年
２月末

借 方 貸 方

茂木
商店

原合名 神栄
時沢
商店

日米
生糸

第十九
銀行

安田
銀行

資金口
預金
口

地方製糸所
東京
支店

本店製糸部

徳島 高崎
和田
山

都城 � � � � � � � 計 	

２０
２１
２２
２３
２４
２５
２６
２７
２８
２９
３０

１,０４３
―
―
―
―
―
―
石橋
１８
１４１
―

７４３
１,１８３
１２７
３３４
２９９
２３３
１７３
１６１
１１５
８１
２１

１８８
１,１７７
１,０１３
１,００５
２０７
５７４
３６６
―
―
１７２
５３

―
―
―
４９
８５
７２
７３
１００
４０
９４
２２

―
―
―
―
４６
６
―
―
４
―
―

２,１９９
１,８０３
３,１７５
１,６９１
１,７８６
１,６８６
１,６６８
１,３７３
１,１５５
９９５
９９３

９
１０
９
９
９
７
９
―
７
９
８

１３,７２９
３,４９３
３,７０８
６,１６４
５,３４１
７,５１８
７,９１８
１,３６７
９６５
２,１４８
５２３

２８９
３４５
３５９
４０８
５３５
６４７
６７７
６８２
８７４
９６９
８８６

―
１３
―
―
１１４
―
―
３６９
―

郡山
１３１

―
―
―
―
―
―
０
９６
―
２

１７８

―
―
―
―
―
―
―
―
２６４
１１８
２６７

―
―
―
―
―
―
―
―
２３６
２２８
７６

―
―
―
５
２４
―
２８
４０
１１４
２９
７４

３９
７１
７２
６９
８９
６４
…
４０
３４
１０
３

―
―
―
―
―
５
…
７
２
２３
―

５６
１０２
９３
１０５
１１３
９９
…
５１
３６
１４
５

６３
９９
９７
８９
９４
９４
…
５０
４７
１９
３

１０８
１７１
１２９
１４７
１６６
１４７
…
８２
６１
３３
７

８５
１２５
１１５
１２９
１５４
１３９
…
９１
８９
４６
２５

４８
８０
６８
６７
８５
８２
…
３８
２７
８
３

４０１
６５０
５７６
６０８
７０３
６３４
４５１
３６２
２９８
１５５
４８

９
２１
８
７
１２
１１
８
７
５
３
２

表１８ 本部事務所「貸借対照表」（１９２０―３０年）

394 商 経 論 叢 第 50 巻第２号（２０１５．３）



部による銀行からの手形借入も容易ではなくなったことが窺える。

しかるに，本部による組全体の財務管理は依然不十分のままであり，本支店を含めた企業全体

の貸借対照表は，後述のように，２３年以降銀行から資料提出要請がなされるまで作成されない

のである。ただし２２年度からようやく本支店合計の損益表が作成されるようになった。表１９の

ように，１９２２年度に初めて「本支店損益表」が作成されたことは，２１年度までのそれが『決算

書』に収録されていないだけではなく，２２年度の表に２１年度の欄はあるもののデータが記入さ

れていないことからも明らかである。そして１９２３年度の「本支店損益表」も『決算書』に存在

せず，この年度も再び作成されなかった可能性が高い。

「本支店損益表」が２２年度にようやく作成されるようになったのは，前年まで，本支店ごとに

営業名義人＝工場代表者に所得課税されていたものが，２２年から小口組側からの申告によっ

て，徳島を除く本支店の収益を合計して，持分を有する一族に対して持分比の収益に応じて課税

されるようになったことが契機になったものであろう。すなわち，１９２２年７月２５日に，善重ら

は，次のような申告書を税務署に提出している（小口組『公文書控』明治四十四年，所収）。

「 組合営業ニ関スル申告

３）「損益」は，借方・貸方の記載をまとめて記載。「（参考）本店損益」は，（本店）「損益表」による。
４）貸方の「貸金」は１９２３年までは有価証券を含み，２４年以降は含まない。１９２２・２３年の「有価証券」の（ ）は「貸金」の内数。

（千円）

年度

収 入 支 出

損益生糸
代金

屑物
収入

雑収
入

生糸繭
蛹利益

賃挽
料

計
繭代
金

利子
仕入
費

再繰
費

薪炭
費

諸給
料

工手
給料

健康
保険

賄費
売込
費

修繕
費

雇入
費

雑費
賃挽
料

税年
貢

繭生
糸損

計

１９２２
２４
２５
２６
２７
２８
２９
３０

２２,５０４
２５,８２９
３０,５１１
２４,７１８
２２,８１０
２０,１７１
２２,０３５
１４,０１３

１,２０２
１,４７２
１,９１３
１,３８６
９５０
７９０
７９４
３８０

６１
５６
４８
５０
５０
３４
３１
２７

２２
―
３
４
１
４
―
１１

１４
１８
７
０
１
―
―
―

２３,８０５
２７,３７６
３２,４８３
２６,１６０
２３,８１４
２１,００１
２２,８６０
１４,４３３

１７,５００
１９,６８８
２４,６２０
２２,２１３
１７,２０５
１４,３７８
１７,０８７
１０,５９４

９０７
１,１８６
１,３１０
１,４１０
９０５
５９５
６０１
７０６

９８６
１,２０８
１,３１２
１,２１３
１,０７７
８８１
９３９
８１６

―
９４
９７
８７
８４
８３
―
―

３８８
４２８
３７７
３５２
３７７
３４８
３１０
２４８

６０９
６８５
７２７
６７２
６６４
６６７
６００
４７６

１,２６０
１,４５６
１,５７０
１,５２１
１,４９７
１,４６９
１,３９１
１,００７

―
―
―
―
５３
５６
５２
４７

５４２
６３６
７１２
６３１
５８１
５２５
５００
３７０

―
―
―
―
３７３
３３５
３７６
２５８

１１８
１４１
１８９
１７９
１４７
２７９
１９１
１１０

３０８
２５６
２７４
２０３
１４０
１１９
８５
４５

２７３
４２２
３８６
３４０
３１３
３６２
４３４
３３６

―
―
２７
８４
８７
６９
６１
５２

１６６
１７１
２０１
２４６
１５
６５
１７１
５４

２１
１３５
４０
１４２
２１
―
―
―

２３,２００
２６,５１４
３１,９１１
２９,３１３
２３,５９５
２０,２６５
２２,９６１
１５,３５６

６０４
８６２
５７２

△３,１５２
２１９
７３６
△１００
△９２２

（出所）「本支店損益表」「本支店総括決算表」（小口組『決算書』各年度）。
注：１）１９２３年度は資料欠。支店には，徳島も含む。
２）収入の「生糸繭蛹利益」，支出の「繭生糸損」は，「予算売」損益・売却損益。
３）表示を略した項目もある。

（千円）

貸 方

損益
（参考）
本店損益

本店再繰部 地方製糸所
�本
宅

貸金
有価
証券

繭代 仮勘定 副業 現金
○山 � 計 徳島 赤羽 高崎 郡山 和田山 石岡 下諏訪 都城 計

２２
４１
２３
２４
２７
２６
１９
１８
１８
７
４

１２
１６
６
７
８
７
５
５
６
２
１

４４
７９
３８
３９
４８
４５
３４
３１
２９
１３
８

８０５
―
１９４
１６８
―
１２６
４０
―
１７０
３２４
３３５

１,２２１
５４３
７２９
６２５
―
―
―
―
―
―
―

―
―
―
４１２
５１４
６４
―
―
３１
―
―

１,４６６
６５０
６６３
７９３
５５７
６５９
５２７
５０
２４９
１８２
―

２,２９６
８１６
９６７
７４６
３６
５０９
８４６
９２
―
―
―

９９４
３５９
５２６
６５４
４７２
８３２
７８５
１２３
１３６
２３０
２３

１,３１６
６２１
４０８
７００
８０９
１,３８７
１,２６４
―
４７１
５５３
２１０

１,１０６
２０７
３６０
３９９
３１７
１９７
４１８
６０
―
―
―

９,２０７
３,１９９
３,８４９
４,５００
２,７０７
３,７７８
３,８８１
３２６
１,０５８
１,２９０
５７０

１０６
１８１
２０２
２２６
２５２
８０
―
―
―
―
―

１,２５８
１,３２７
１,３９８
１,４９３
５６４
５５８
５５１
５８８
２１６
２７８
３４５

（…）
（…）
（８３８）
（９０３）
９１５
５３７
９１１
８７２
７７７
７５９
７１１

６１１
１,０４３
１,８５２
１,７０３
２,２０８
３,５４９
２,５０４
５８０
１,２５２
１,７５３
３１

１,７４２
５９６
４０３
９０
５２２
８７５
７０５
７８３
１８１
１０９
７７

１,２０７
６３０
１４０
１,１８１
２２３
９５
２４５
４４
３１
２７
２３

３
４
１
４
４
５
―
―
３
３
１

△３,４９２
１０８
３０２
４３６
△１４
△１６４
△１,２９０
△２８
２３８
△２４４
△４８９

△３,４９２
１０８
３０２
２６
△１４
１９６

△１,２９０
４３
２３８
△２４４
△５０１

表１９ 本支店損益表
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一，本組ハ小口組ト称シ，本組ノ経営セル製糸業ハ本組員ノ共同営業ニシテ営業資本ノ区分

ナシ

二，従テ営業ヨリ生スル一切ノ損益ハ各営業場ヲ通シテ計算シ，其損益組合ニ帰属ス

三，持分ヲ有セサル営業名義人ハ単ニ共同営業ノ管理ヲ為スニ過キズシテ，営業ニ関スル出

資又ハ損益ニ付テハ直接何等ノ関係ナシ

四，本組ノ大正十一年一月一日現在組合員及其持分ハ左記ノ通リニシテ，現在ニ於テモ異動

ナシ

小口善重 七分ノ弐

小口清助 七分ノ壱

小口金吾 七分ノ壱

小口修一 七分ノ壱

小口房吉 七分ノ壱

小口啓一 七分ノ壱

右之通相違無之候也

大正十一年七月廿五日

右組合員

代表者 小口善重

代表者 小口修一

上諏訪税務署長 長田寅一殿 」

これにより，小口組では資産を共有として各自の持分比を決めていることを初めて税務署に申

告した。要するに，１９２１年まで税務上は，小口組は１つの企業ではなく，本支店がそれぞれ別

企業とみなされていたのである。そして，この課税方法の変更申請はおそらく工場ごとの赤字と

黒字の相殺による節税が目的だったのであろう。表２０は，この前後の時期の，一族の課税対象

となる第三種所得決定額であるが，２１年まで，理一・勝太郎・三平・三郎ら持分を持たない者

が多額の所得を得ていたのは，かれらが工場の営業名義人になっていたからである。たとえば三

郎は１９２０年から都城支店の営業名義人になると，所得額が一挙に増加している。そして２２年以

降の製糸業所得（「営業分」）は，持分を有する者だけの，持分比に応じた所得額になっている。

さらに巻太は共有資産の持分を持たなかったから，課税所得は上諏訪税務署ではなく徳島で別途

決定され，本部事務所は巻太からの報告によって所得額を把握していた８６。

表２１は，彼らの所得の内訳を，１９２５年分を例として示したものである。この表とその前後の

年の資料をみると，徳島は別経営，他の本支店は同一経営として所得を計上していることがよく

わかる。すなわち，表１８のように本部事務所と地方支店の間には資金の貸借関係があり，既述

のように差引尻利子を賦課していたが，徳島以外は同一経営なので，表２１にはその利子は所得

として計上されておらず，かつ，たまたまこの年は徳島からの利子の振替額はなかったと見え
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て，徳島支店からの利子所得もあげられていないが，翌２６年は，善重の徳島（�）に対する貸

金利子所得１，４２８円があり，他の持分者もそれが持分比に応じて７１４円ずつある８７。さらに２９

年には，東京ビルの家賃が，善重は８１６円，他の持分者は４０８円計上されている。また本部事務

所は副業部として「醤油部」「真綿部」などを設置して，工場給食用醤油や製糸副産物加工を

行っていたが，それは共同事業としてではなく，善重の所得としている。その他の個人名義の株

式や土地も，税務上は共有資産としておらず，それから上がる所得は，名義別の所得となってい

る。その額については，２５年の株式配当金は９万円近くあったが，土地から上がる利益は多く

なく，土地所有の規模はさほどでないこともわかる。

８６ 表２０の資料による。なおその後も，前述のように，２５年７月に上諏訪税務署から営業組織等について照

会があったし，さらに関東大震災により赤羽支店が高崎（群馬県）に移転すると，２４年に次いで２５年も

高崎税務署が高崎支店の営業名義人たる三平に課税しようとしたため，組長善重が，「高崎製糸所ハ［中

略］独立セル工場ニハ無之全ク資本金ヲ共通セル支店ニシテ当小口組ノ経営ニ有之小口三平ハ単ニ生糸製

造其他工場ノ管理ヲ為サシムルニ過ス候ニ付営業税課税標準等ハ総テ高崎支店モ合算シテ上諏訪税務署ヘ

申告シ居リ候」などと，三平とともに，重複課税を取り消すように申請している（小口組『公文書控』大

正十二年，所収文書）。

８７ これは表１０―２の，徳島の本部事務所への差引尻利子より少ない。これは差引尻利子が直ちに全額清算さ

れなかったからであろう（２５年も同様）。

（円）

氏 名 １９１９年 ２０年 ２１年 ２２年 ２３年 ２４年 ２５年 ２６年 ２７年 ２８年 ２９年 ３０年 ３１年

小口善重（二代）
（うち営業分）
三平
秀男
六郎

小口定吉
金吾

（うち営業分）
三郎

小口清助
（うち営業分）
勝太郎

（うち営業分）
小口啓一
（うち営業分）
小口房吉
（うち営業分）
禎一

（うち営業分）
小口修一
（うち営業分）
小口理一

７０,６５５
・・・

３７,４７０
１,８６６
３６６

７９,９３１

１,３５３
２７,６３１
・・・

２３,１９５

１３,４１８
・・・

３０,４９７
・・・

３６,８８３
・・・

３４,５５４

４３,０１９
・・・

２２,６１８
２,７６８

４６,５５１

１１,２７４
１７,９３５
・・・

２０,４２７

１１,８５４
・・・

２４,４８５
・・・

２２,６４７
・・・

１９,４７６

４５,２９８
・・・

２６,２５８
２,１８２

３８,２４８
１,１１４

１８,２４８
・・・

２３,８９６

１０,７４３
・・・

３４,８３２
・・・

２０,２５１
・・・

２９,６１４

１７１,６６４
１３４,０５０
２,０２１
２,３１９
９６１
―

７７,２５２
６７,０２５

７３,５０１
６７,０２５
１７,１１４

６８,４１９
６７,０２５
７７,７９４
６７,０２５

７０,９０３
６７,０２５
９,３０３

１８７,３１６
・・・
２,０２５
１,８８０
１,１１５
―

７７,３０８
・・・

―
―

８３,７６８
・・・

６８,５５５
・・・

８０,４３７
・・・

７１,０８０
・・・
８,３１４

１５９,３８９
１０７,０９８

１,６１７
１,０８３
―

６５,５７０
５３,５４９

―
―

７０,９６１
５３,５４９
５７,１８８
５３,５４９
―
―

５５,３１９
５３,５４９
５９,４４８
５３,５４９
８,８８７

２０６,２５０
１５４,３２４

１,８９１
１,１１８
―

９０,８６３
７７,１６２

―
―

９６,１７８
７７,１６２
８１,３８９
７７,１６２
―
―

９０,５８２
７７,１６２
８３,１５７
７７,１６２
９,４８６

１６５,５６０
１０６,０６６

２,２５０
１,２３０
―

６６,９２０
５３,０３３

―
―

７１,３１０
５３,０３３
６０,０４０
５３,０３３
―
―

６３,８００
５３,０３３
６１,８６０
５３,０３３

３７,３２０
０

２,０３０
１,２００
―

１２,２７０
０

―
―

１６,７８０
０

４,１８０
０
―
―

３,６５０
０

７,０９０
０

８３,４７０
４１,３２０

１,６５０

―
３３,６４０
２０,６６０

―
―

３７,２２０
２０,６６０
２６,０６０
２０,６６０
―
―

２５,１２０
２０,６６０
２７,１００
２０,６６０

１８８,７５０
１３８,５６０

１,２５０
―

８２,６７０
６９,２８０

―
―

８６,７４０
６９,２８０
７７,４００
６９,２８０
―
―

７４,５２０
６９,２８０
７６,８３０
６９,２８０

４１,７７０
０

１,４３０
―

１０,８００
０

―
―

１２,７３０
０

３,２９０
０
―
―

３,０７０
０

５,０００
０

２２,９５０
０

―
７,１１０
０

―
―

８,３８０
０

１,７３０
０
―
―

１,８２０
０

３,５１０
０

計
（うち営業分）

３５８,２２７
・・・

２４３,４３８
・・・

２５１,０３２
・・・

５７１,７３３
４６９,１７５

５８２,２６４
・・・

４７９,８１９
３７４,８４３

６５１,４６５
５４０,１３４

４９３,０００
３７１,２３１

８４,５５０
０
２３４,２９０
１４４,６２０

５８８,２１０
４８４,９６０

７８,１５０
０
４５,５２０

０

小口巻太
（うち営業分）

・・・
・・・

・・・
・・・

・・・
・・・

・・・
・・・

２３,９３３
１７,３２４

８３,６８０
６１,０００

５１,８５６
４５,０００

・・・
・・・

・・・
・・・

・・・
・・・

・・・
・・・

・・・
・・・

・・・
・・・

（出所）「第三種所得金額申告扣」「第三種所得金額決定書写」など（小口組『公文書控』明治四十四年，大正十二年）。
注：１）各年所得決定額。「・・・」は不明，「―」はすでに死亡，空欄は資料に記載なく０と推定。「営業分」は，「工業所得」「製糸所得」

などと記載の年もあり。
２）１９２３年は，実際は震災による生糸焼失のため製糸所得６人分の所得税は全額免除。
３）１９３０年は，当初所得額は，善重８２，６５０円（営業収益２５，７１０円），勝太郎２８，２３０円（同１２，８５０円）などとされたが，のち表示
のように減損更訂され，営業収益は「ナシ」とされ，営業収益税は全部免除された。２７年の営業分０は記載がなく，２６年の欠損
により免除されたと推定。
４）所得が少額の小口さきよ・こう・ふじ・まさゑは表示を略したが，計には含む。

表２０ 個人別所得額
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もっとも２０年代の収益性はそれほど悪くなかった。表１６の１釜当たり損益をみると，１９・２０

年の乱高下はすさまじいが，その後は，片倉製糸には及ばないとしても，昭和恐慌をなんとか生

き抜いた笠原房吉よりもむしろ良好である。表１７の固定投資と損益の累計額比較でも，一旦は

固定投資累計額の大幅超過となったが，２５年頃にはかなり持ち直してはいた。

このような各工場の収益性の背景には，もちろん生産性向上の努力があった。やや時期は後に

なるが，表２２は，１９３０年の全国大規模工場の繭特約取引の状況について，農業経済学者近藤康

男が当時行ったアンケート調査のうち，小口組工場を抜き出して示したものである８８。繭の特約

取引とは，いろいろな形態があるが，製糸家が優良糸生産のために，養蚕農家と事前に収繭取引

契約を結んだうえで，農家に特定の蚕種を配布ないし指定して飼育させ，しばしば養蚕技術員が

農家の技術指導をして，場合によっては桑苗や肥料の配布，養蚕資金の貸付も行って，収穫され

た優良繭を買い取る取引である。１９２０年代末の生糸市場では，レーヨンとの競合により普通糸

の競争圧力が激化して製糸家の採算が悪化し，巨大製糸片倉・郡是などがストッキング用高級細

糸という特殊な生糸に活路を見出したことは周知の通りである。要するに，この頃市場から要求

される高級糸の効率的生産と，そのための優良繭生産には，技術的に高い相互依存性があったた

めに，繭特約取引が普及したということである。またこれは，製糸家が農家に資産特殊性のある

投資を行わせることになるので，製糸家の機会主義的な行動を誘発しやすく，当時そうした点か

ら製糸家と養蚕農民の対立が生じることがあった点もよく知られている。

表２２によると，徳島・和田山では，組合供繭率・指定品種割合ともに１００％，また都城も組

合供繭率は７１％であり，指定品種割合は不明であるが高いはずである。次いで，高崎・石岡が

指定品種割合５０～６０％台となっており，本部工場のみ著しくこの割合が低い。和田山・高崎で

８８ 表２２の資料は，近藤氏が当時の日本農業経済学会において報告された際に，企業名・工場名を伏せて配

布された（近藤『蚕糸業統制論』［『近藤康男著作集』第５巻，農山漁村文化協会，１９７４年，所収］４４３

頁，および近藤氏の筆者への私信）。筆者は，生前の近藤氏から資料のコピーを送っていただいた。

（円）

氏 名 工業生糸 工業醤油 配当金 報酬給与 田畑貸付 貸家貸地 利子 その他 計

小口善重（二代） １５４,３２４ １０,９９５ ３２,７９１ １,６１２ ２,９１５ ３,５５０ ６３ ２０６,２５０
秀男 １,４８７ ４０４ １,８９１
六郎 ５７２ ３２６ ２２０ １,１１８

小口金吾 ７７,１６２ １０,２０５ １００ ３６６ ２,９４５ ８５ ９０,８６３
小口勝太郎 ７７,１６２ １４,９８０ ３９４ ６１２ ３,０３０ ９６,１７８
小口啓一 ７７,１６２ １,２７４ ２,０００ ９５３ ８１,３８９

ふじ ３７ ３７
小口禎一 ７７,１６２ １１,５３５ ２０７ １,６７８ ９０,５８２
小口修一 ７７,１６２ ３,９８５ ４００ ５３ ７１０ ８４７ ８３,１５７
小口理一 ６,７２２ ２,６５５ ７３ ３６ ９,４８６
大和千秋 ５７２ ６００ △１４０ １,０３２
小口巻太 ４５,０００ ５,５２４ ６７５ ５５３ １０４ ５１,８５６

計 ５８５,１３４ １０,９９５ ８８,１９７ ８,４３６ ６,５９２ １３,５９４ ９６８ △７７ ７１３,８３９
（出所）「第三種所得金并ニ税金明細表」（小口組『公文書控』大正十二年）。

注：１）大和千秋は，幹部職員であり，名義貸株があったのだろう。同人の「その他」は控除額。小
口ふじは啓一の妻。

表２１ 個人所得内訳（１９２５年分）
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は，配布蚕種も一部は直営で製造していた。データが欠けている郡山も，『第十二次全国製糸工

場調査（昭和五年度）』によると，特約取引率は８６％であった。

他製糸の状況については表示を略すが，郡是製糸は，回答のあった全工場が，本社直営で製造

した蚕種の配布による収繭を１００％使用していた。片倉製糸は，買入繭のうち指定品種繭の割合

が，長野県工場では須坂製糸所２２％などと低いものもあったが，西日本の工場では，６７～１００％

とかなり高くなっていた。これに対して，片倉以外の諏訪大製糸では，最大の山十製糸は，木曽

川・沼津・田中・下諏訪の４工場のデータしかないが，特約組合を組織しているのは，木曽川だ

けであり（組合供繭率４０％），しかも蚕品種は「組合ニ任ス」と，まったく供繭確保のためだけ

の組合設置だったようである。笠原組は，常田館（長野県上田）と須賀川のデータがあるが，前

者は組合供繭率・指定品種割合ともに１７％，後者は各５６％・１７％と，小口組よりやや低いよう

である。その他の諏訪系大製糸も特約組合組織率や指定品種割合は概ね小口組より多かれ少なか

れ低く，若干目立つのは，岡谷製糸大宮工場の各７１％くらいである。

要するに，この頃，片倉を除く諏訪大製糸の中では，小口組が最も特約組合の組織化に積極的

であり，より上級格の生糸生産を志向していたといえる。遅くとも１９２９年の高崎・都城両支店

では，ストッキング用高級糸の検査に用いられるセリプレーン検査も部分的には導入してい

た８９。もっとも１９３１年時点で，小口組はいずれの工場も多条繰糸機を導入しておらず９０，高格糸

志向といっても大きな限界もあったことも確かである。

翻ってもう一度，表１６によって１９２０年代の各工場の収益性をみると，１釜当損益の地域的特

８９ 小口善重外五名「減損更訂調査表ニ対シ上諏訪税務署ヨリ照会回答」（小口組『昭和四年度本支店収支計

算表』）の中の説明。

９０ 農林省蚕糸局『第十二次全国製糸工場調査』（１９３２年刊）による。

製糸所
運転
釜数

所属特約
組合数

同左組
合員数

指定品種
特約組合の使用蚕種

製造者

糸 繭

春蚕 夏秋蚕
生繭買入量
（千貫）

組合供繭
（千貫）

指定品種
割合（％）

本部 ２,４６０ ５０ １,２５０欧１７×支１４，アスコ
リ×支９８など

日１１０×支１０５ 栃木，茨城，長野 ９００ １５０ ３

徳島 ４２０ １５０ ２,２００アスコリ×支９８ 日１１０×支１０２，
大青×改新白

６戸委託 ２００ ２００ １００

和田山 ７７６ ３３０ ８,２００アスコリ×支９８，１４
×１６

日１１０×支１０５ ５割直営，３戸委託
春２００
秋１８０

２００
１８０

１００

石岡 ４８６ ５１ ・・・
アスコリ×支９８，
郡是白×Ｓ号

日１１０×支１０５，
日１１０×新白

春２戸委託
秋３戸委託

春１００
秋 ５０

５５
４８

５６

下諏訪 ５５３ ３０ ２５０
日１×支４，欧１６×
支１３など

日１１０×支１０５ ５戸委託
春 ７５
秋 ５８

２８
２０

３６

都城 ７０４ １３３ ３,９８２欧１７×支１４，アスコ
リ×支９８

郡是青×支４ 地方１６戸指定 ２３０ １６３ ・・・

高崎 ６００ ４０ ８５０
アスコリ×支９８，ア
スコリ×支金黄など

日１１０×支１０２，
日１１０×支１０５

一部直営，３戸委託
春１２０
秋 ８０

３６
２４

６５

（出所）近藤康男「昭和五年末九〇営業一一組合製糸工場に於ける蚕品種統制状態調査」（農文協図書館蔵）。
注：１）和田山は，釜数などから筆者が工場名を推定。
２）たとえば，日１×支４，欧１７×支１４は白繭種，欧１６×支１３，アスコリ×支９８は黄繭種。

表２２ 繭特約取引の状況（１９３０年）
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徴が片倉製糸のそれと似ている点が多いことに気づかされる９１。まず九州は，片倉も小口都城も

きわめて成績が良い。新興養蚕地帯の九州は，諏訪系製糸や郡是の進出が遅れ，購繭競争がまだ

激化していなかったことがあり，特約取引を通じて高格糸生産を実現したことが好成績につな

がっているであろう。新設工場の都城の設備が新しかったことも影響していると思われる。郡

山・和田山・都城の３工場は，３１年の小口組破綻後，日東製糸を経て３８年に片倉製糸に吸収さ

れたが，片倉社史はとくに都城工場について「小口組工場中の白眉であった」と記している９２。

他方，同じく西日本で特約取引を全面的に展開して高格糸生産をめざしたはずの徳島と和田山の

成績は芳しくない。これも，片倉の鴨島（徳島県）と姫路（兵庫県）の成績が下位に低迷したの

と軌を一にしている。これらの地域では郡是・片倉・鐘紡ほか他製糸との激しい購繭競争が成績

悪化の大きな要因と考えられる９３。また郡山がきわめて好成績であったことも，片倉の東北工場

が概ね上位の成績だったことと照応しており，工場成績にとって現地の繭市場の状況が決定的に

重要であったことを物語っていると思われる。これに対して，本店，下諏訪や関東工場がとくに

芳しくなかったが，在諏訪工場はこれも片倉と同様に，設備が古いこと（下諏訪は買収工場）や

購繭地盤の関係（そもそも購繭地域が多方面に分散していた）から高格糸生産を志向すること自

体が容易でなかったであろう。関東工場については，赤羽が創業以来関東大震災で損害を受ける

まで，かなり良好な収益性を示していた。しかし，石岡・高崎はそれなりに高格糸生産への動き

もみられたが，徹底できず，好成績につながらなかったと思われる。

いずれにしても，収益性は工場によってかなりの相違があり，２０年代に至っても，小口組幹部

はただちに悲観的な雰囲気になったわけではなく，大製糸家としてなお名望家的行動もみられる。

表２３は，小口組所有（名義はすべて個人）の有価証券・出資金一覧である。銘柄数は多い

が，製糸経営上・取引上の必要ないし投資先・地域社会からの要請によって取得したものがほと

んどと思われ，不安定な製糸経営の安全弁としての有価証券投資という性格は薄い９４。とくに諏

訪の金山製糸会社への投資についてみると，２５年に金額が半減しているのは同社の経営不振で

減資したためであり９５，小口組はそれにもかかわらず，２６年に同社に対して追加投資を行ってお

り，それは地元同業者に対する支援とみなせるものである９６。

９１ １９２０年代の片倉の工場別収益性は，前掲，拙著『戦間期日本蚕糸業史研究』２８７～２９０頁。

９２『片倉製糸紡績株式会社二十年誌』（同社，１９４１年）１８０頁。

９３ １９３０年代についてではあるが，徳島県の購繭競争の実態については，前掲，拙著，２２２頁，注７０～７１を

参照。

９４ なお，２６年に急増した銘柄は，支店で取得したものであって，２５年まで各支店勘定に含まれていたもの

と思われ，２６年に株式投資が急増したわけではない。

９５ 前掲，伊藤「製糸・養蚕業の動揺と地方銀行群の存在形態」１２頁。

９６ 金山製糸社長の小口圭吉は小口組一族のかなり遠い親戚ではあるが（小口浩一氏の御教示による），小口

修一は１９２０年代に金山製糸取締役も務めており，この金山製糸への投資は修一の判断によるものらしい

（前注３７の聞き取りメモによる）。また後述の山十の資金調達への支援も，小口善重の名望家的行動とみ

なせるであろう。
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（円）

銘 柄 １９２３年 １９２４年 １９２５年 １９２６年

上 田 蚕 種 会 社
第 十 九 銀 行
日 米 生 糸 会 社
神 栄 生 糸 会 社
秋 葉 商 会
諏訪生糸副産会社
東 京 電 灯 会 社
金 山 製 糸 会 社
筑 摩 鉄 道
長 野 農 工 銀 行
諏 訪 電 気 会 社
諏訪電気工業会社
共 済 信 託
河 東 鉄 道
朝 鮮 銀 行
諏 訪 工 材 会 社
勧 業 債 券
復 興 債 券
信 濃 包 装 会 社
日 本 絹 糸 紡 会 社
信 濃 新 聞 社
下 諏 訪 倉 庫 会 社
諏 訪 倉 庫 会 社
諏 訪 工 業 会 社
日 本 電 話 会 社
第二京浜電力会社
岡 谷 倉 庫 会 社
日 鮮 殖 産 会 社
諏 訪 自 働 車 会 社
大 邱 穀 物 会 社
大 阪 取 引 所
京 城 取 引 所
平 壌 製 材 会 社
日 華 蚕 糸 会 社
欧 亜 蚕 業 会 社
東 洋 杷 柳 会 社
諏 訪 糧 食 会 社
中 央 電 気 会 社
吉 井 川 電 力 会 社
第 三 銀 行
安 田 銀 行
共 立 火 災 会 社
鹿 児 島 商 船 会 社
宝 座
三 光 商 会
煙 筒 建 組 合
六 十 三 銀 行
諏 訪 商 事 会 社
諏訪天然瓦斯会社
信 濃 鉄 道
佐 久 鉄 道 会 社
諏 訪 電 気 軌 道
東洋ペイント会社
片 倉 生 命 保 険
野 沢 屋 輸 出 店
朝 鮮 火 災 会 社
富 国 火 災
湖 北 繭 糸 会 社
九 千 林 工 場
朝 鮮 殖 産 銀 行
帝 国 蚕 糸 倉 庫
徳 島 銀 行

２０,０００
５４,４８０
３７,５００

―
１,５００
８,１２０
―

２７２,５００
４００
３,２５０

１２３,２７２
７２,８８７

―
５００

１５,０００
２,１３０
９２９
―
６２５
３５８
―
―

１３,４４０
１８,３７５
７,５００
３３,２８７
２５０

２７,３６３
２,５６２
１２,５００

―
１２

２,５００
―

１２,５００
２,５００
４００

４３,３９５
１９,９０２
１１,４４０
１１,２２０
１６,８００
７００
３,０００
―
２５

１４,１６０
１,６５０
６,２５０
１,０００
１２,００２

―
２,５００
１０,０００
６２５
２,５００
―
―
―
―
―
―

２０,０００
５４,４８０
３７,５００

―
１,５００
８,１２０
―

２７２,５００
１,３００
３,２５０

２１６,１６９
―
―
６００

１５,０００
３,０３０
３３０
―
６２５
４３３
―
―

１３,４４０
１８,３７５
７,５００
３３,２８７
２５０

３９,４３３
３,５６２
１２,５００

―
１２

２,５００
１２,５００

―
２,５００
４００

２５,７５４
―
―

２２,６６０
１６,８００
８００
３,０００
―
―

１４,１６０
１,６５０
６,２５０
１,１５０
１３,６２２
７,５００
２,５００
１０,０００
６２５
２,５００
５,４３０
４０
―
―
―
―

２０,０００
５４,４８０
７,５００
―
５００
８,１２０
１０８

１４９,３００
１,３００
３,２５０
６６,７１４

―
６,２５０
７００
５,６５０
３,９３０
３３０
５００
―
―
７５０
―

１３,４４０
２５,８７５

―
９,２１２
３７５
９,８７０
２,９００
７,５００
１,７００
１２
―
―

１２,５００
２,５００
６０
―
―
―

２２,６６０
１６,８００
８００
３,０００
２,０００
―

１４,１６０
１,６５０
９,３７５
１,１５０
１４,７０２
７,５００
２,５００
１０,０００
６２５
２,５００
５,３７０
４０
１２５
２,０００
４,８２５
―

２０,０００
５４,４８０
７,５００
１０,０００
１,７５０
８,１２０
―

２３０,２００
１,５００
３,５００
６１,１４３

―
６,２５０
８００
５,６５０
３,４３０
３３０
４８０
―
―
７５０
１,０６５
１３,４４０
２５,８７５
―
―
３７５
９,８７０
５,０００
７,５００
―
１２
―
―

１２,５００
２,５００
１００
―
―
―

２２,６６０
１６,８００
８００
３,０００
―
―

１４,１６０
―

９,３７５
１,３００
１４,７０２
１０,９８１
２,５００
１０,０００
６２５
２,５００
５,３７０
４０
１２５
２,０００
４,８２５
５５

銘 柄 １９２３年 １９２４年 １９２５年 １９２６年

三 十 四 銀 行
小松島土地建物会社
阿波共同汽船会社
日 出 製 糸 会 社
蔵 本 倉 庫 会 社
阿 波 鉄 道 会 社
徳 島 倉 庫 会 社
四 国 銀 行
徳 島 蚕 種 会 社
銅 山 川 電 力 会 社
三重合同電気会社
徳島住宅利用組合
石 岡 電 気 会 社
石 岡 銀 行
石 岡 繭 糸 市 場
鹿島参宮鉄道会社
茨 城 県 是 製 糸
東 部 電 力 会 社
郡山電灯工業会社
郡山土地建物会社
郡 山 印 刷 会 社
郡 山 製 糸 会 社
東 洋 曹 達 会 社
只 見 川 電 気 会 社
名 古 屋 紡 績 会 社
伊 勢 万 呉 服 店
小野新町軌道会社
第 百 七 銀 行
朝 来 銀 行
五 十 五 銀 行
成 松 銀 行
中 川 銀 行
山 陰 蚕 種 会 社
宮 崎 銀 行
都 城 銀 行
球 磨 電 気 会 社

―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―

―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―

―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―

３,８００
１５０
２,７００
３５０

１１,８００
３,０００
１,２００
１４,４２０
６,９００
３００
２８７
４,８００
２,３８０
１０,１５０
２５０
４,５７５
１００

１４０,０３７
３,１２５
８,６００
７５０
３,２５０
１,０８０
６,９８５
１３,９００
１,５００
１,０８１
２,８６０
１４,１５０
１,２００
５,５００
１,５００
６,１０１
１,０５０
６,６３６
４,１４０

計 ９０３,８１２９１５,５４０５３７,１０９９１１,９８７
小口商事合名会社 ４００,０００４００,０００４００,０００４００,０００
（出所）「貸借対照表」（小口組『決算書』各年度）。

注：１）１９２６年の計が合わないが，資料のまま。
２）金額は時価のものを含む（２５年の和田山支店
の資料による）。ただし支店からの年度末報告が
貸借対照表作成に間に合わないため，１年遅れ
で計上される。
３）小口商事合名会社の出資金は「貸借対照表」
の「貸金」の項目に計上されている。

表２３ 小口組所有の有価証券・出資金
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（２）購繭資金調達と繭仕入体制の変化

表１０の支店の利子負担をみると，１９２１年頃までにおいて，徳島と１６～１８年の彦根を除いた

ほとんどの支店で，概ね本部に対する利子負担しかなかったと思われ，組外からの直接借入はか

なり少なかったと考えられる。しかし２２年頃以降，本部の資金繰りが次第に苦しくなってゆ

き，やむなく支店による条件の悪い地方銀行からの独自借入の割合が高くなっていった様子が窺

われる。まず２２年頃には，和田山で外部の銀行から借入が始まったようである。実際，２５年度

の和田山支店の損益表には，近隣に所在する朝来銀行・五十五銀行・成松銀行・中川銀行の株式

など，和田山が保有している有価証券一覧が添付されており，しかもそれらは減資などにより評

価損を抱えていた。和田山は，支店周辺の地方零細銀行からの融資条件として，そうした優良と

はいえない銘柄の株式取得を余儀なくされたと思われる。

次いで，２３年頃には高崎，２４年頃には郡山，２５年頃には都城，２６年頃には石岡支店と，順

次，支店地域の地方銀行からの借入が始まったか，または本格化したものと推測される。

従来の研究では，山十や小口組などが３０年前後の破綻時に，本部が資金を調達するだけでな

く，地方工場が多くの地元銀行から借り入れて事業を行っていた点が明らかにされていたが９７，

そうした状況はいつからだったのか，最初からだったのかは不明であった。その問いに対する答

えは，小口組の場合，部分的には最初からであった，そして大戦期頃には本部が大半の資金を調

達していたが，２０年恐慌後，本部の資金繰りが苦しくなって，以後，次第に地方工場が独自に

地元銀行から借り入れる割合が増えていった，ということになる。

繭仕入についても，１８・１９年頃に一旦は本部による仕入割合が高まったが，２０年代になって

支店の独自仕入割合が再び高まり，２０年代末には，本部は支店の繭仕入にほとんど関与しなく

なったようである９８。これは支店独自の資金借入が増加したこととも関連しているとみられる。

すなわち支店がその周辺地域で独自に繭を仕入れ，それを担保に支店自身が現地銀行から借り入

れるというサイクルが増えていったのであろう。本部は，２０年代前半においても他製糸との購

繭地盤協定の戦略を立て，地方支店の職員も動員して実行させていたが９９，支店の繭需要量が増

加してゆき，仕入は支店に任せた方が効率的であり，本部の余力も失われていったものと思われ

る。

９７ 前掲，海野「山十製糸株式会社の経営」，および前掲，拙著『戦間期日本蚕糸業史研究』３６７～３６８頁。

９８ ２７年の例では，本店の繭代は小口組全体の４割程度であったが（「本支店損益表」「損益表」による，大

体，釜数に比例），本部の夏挽仕入費の８９％を本店工場が負担しているから，本部仕入繭の９割近くは本

店で使用された。

９９ 小口組『決議録』によれば，「下スワ�［組］，武州石川組ト修交条約ヲ締結スル事，下スワ�ハ�［小
口組下諏訪支店］小口氏ヨリ，石川組ハ［小口組の］�赤羽玉井氏ヨリ交渉スル事」（１９２３年１１月１２日），
「石川組トノ修交条約ハ存続シ遵守スベキコト」「山本館トノ修交条約ハ高木館ト合併サレタル故無効ト

ス」（１９２４年１２月１３日）などと，本部は諏訪や埼玉県の他製糸との繭地盤協定の戦略を決定している。
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（３）小口商事合名会社の土地投資

大一の離脱に伴って，合名会社小口組彦根製糸所は１９１８年度で製糸事業を終了し，製糸場を

大一に譲渡するとともに，同社は１９年度から小口商事合名会社と改称して引き続き小口一族の

出資する土地経営会社となった（表２４）１００。１９２６年の同社所有地一覧をみると，東北から九州に

跨る日本内地の耕地と宅地，さらに若干の朝鮮の土地を所有していた（表２５）。これは主に地方

支店や地方の繭買場周辺の物件を買い漁ったものとみられる１０１。

ただし小口商事の土地経営は，利子負担が嵩んだうえ地価下落により，結局成功しなかった。

銀行借入により土地を相当な高値で購入してしまったからである。資金借入先は主に第十九銀行

岡谷支店であり（表２６），１９２１年に，同社と当座貸越約定を結んでいた同行岡谷支店は，「右小

口組員ハ小口商事合名会社ト同様ニ付取引計算ノ都合上分割セサリシモノナリ」と記し，同社と

小口組（ないし組員）をまったく同一主体として扱っている１０２。小口商事は，同行から土地担保

１００ 表１８の「貸借対照表」の１９２０年以降の貸方「貸金」に，小口商事合名への出資金１０万円または４０万円

がある（ただし２７年以降は不明であるが，おそらく後述の繰越損金処理などと関連して，２８年度以降特

別預金によって消却されているようである）。当初の出資社員は，定吉，清助，房吉，善重，修一（各２万

円）であり，執行社員は，合名会社小口組彦根製糸所のそれを継承して，定吉であった（小口商事『大正

参年参月以降 会社沿革並現行定款』）。

１０１ ただし，宅地は赤羽支店と郡山支店の土地を同社に振り替えたところが大きい（小口組『本支店固定損

益累年表』）。一方で，小口組は１９２１年に朝鮮・太田に繭買場への投資とともに「貸家」１５軒を建築して

いるなど，同社とは別の不動産投資も若干存在する（小口組『決算書』）。

１０２ 第十九銀行岡谷支店「証」１９２１年２月６日（小口商事『大正九年以後決算報告所得税関係書類』所収）。

（千円）

各年２月末 土地建物 有価証券 前期繰越損金 資本金 借入金 当期利益金

１９２０
２１
２２
２３
２４
２５
２６
２７
２８
２９
３０
３１

４２８
９８０
１,１３４
１,２１７
１,２１９
１,２３８
１,２３６
１,１３４
１,１１９
１,１００
９０１
８７９

―
―
―
３
５
７
―
―
―
―
―
―

―
（７）
（７９）
１８８
３２４
４４８
５８０
△４７
△４９
△６０
△４６
２１

１００
〃
〃
４００
〃
〃
〃
〃
〃
〃
〃
〃

３３５
９６４
１,２４２
１,１７１
１,２８６
１,４３２
１,５８９
６９９
６７２
６５８
５３３
５１５

△７
△７９
△１８８
△１３５
△１２３
△１３２
△１５６
１
１０
△１３
△６８
△７

３１
３２
３３
３９
４０
４１

８４６
６,７９４
５,３６８
２,６４０
８９８
３５０

４２９
１,２２４
１,２８０
５５２
１９１
９９

２９
２９
２５８
２,２６８
２,２９８
３,１１１

〃
〃
〃
〃
〃
〃

９０８
６,８５７
６,１４３
５,０４６
３,６９４
３,５１４

―
△２２８
△６
△３０
△８１３
△４４８

（出所）小口商事合名会社『大正九年以後決算報告所得税関係書類』，合名会社小
口組『昭和六年以降貸借対照表』。

注：１）罫線以下の３１年以降は，小口商事合名会社を改称した合名会社小口組
の主要勘定。３１年は８月末，３２年以降は３月末。
２）２１～２２年の「前期繰越損金」は貸借対照表には計上されず，損益計算
書に「損金」としてある。

表２４ 小口商事合名会社の主要勘定
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借入を行いながら日本内地の土地を買い進め１０３，朝鮮での不動産投資は朝鮮殖産銀行からの借入

によって行ったはずであるが，２０～３０年代の片倉合名の所有耕地１反当平均簿価は，せいぜい

２００円程度に対して１０４，小口商事の２６年当時の耕地１反当計上価格を表２５から算出すると，な

んと２．８千円にも上る。これは，この時期の片倉合名の所有耕地のうち３分の１強は低地価の樺

太・北海道の田畑であったし，そもそも片倉組はそうした土地投資をまだ地価の低かった日露戦

前期から始めていたことによるところが大きいであろう。

１０３ 同支店からの手形借入の明細をみると，いずれも土地担保借入となっている（「小口商事会社手形壱百万

円書替明細」小口組『対十九銀行報告（含）対安田銀行報告』所収，ただし１９２８～３１年）。

１０４ 前掲，拙著，４１～４９頁の第１１表，第１５表，第１８表の数値から算出。

所在地 田（反）畑（反）
耕地計
（反）

宅地（坪）
山林・
原野（反）

宮城県 遠田郡 不動堂村 １.４
福島県 郡山市 １.７ １１.７ １３.５ ６,０９０
栃木県 安蘇郡 佐野町 ３２６
東京府 北豊島郡 岩淵町赤羽 ３１.８ ０.２ ３２.０ ４,２４９

王子町 ５.２ １５.２ ２０.４
長野県 諏訪郡 平野村 ０.７ ３.１ ３.８ ７６１

下諏訪町 ０.８ ０.８ ２２０
上諏訪町 ４.６ ４.６ ７０９

上伊那郡 南箕輪村 ２９.０
赤穂村 １８２

更級郡 篠井町 １.８ １.８ ０.１
松本市 ０.７ ０.７ １,０８８
上田市 ０.０ ０.０ １４１

愛知県 愛知郡 常磐村 ４１.８ ３.２ ４５.０
西春日井郡 枇杷島町 ２５.６ ２５.６

岡山県 久米郡 佐良山村など ５１.２ ５１.２ ２７４
大分県 下毛郡 豊田村 １.３ ０.１ １.４ １７５
島根県 那賀郡 江津町 ４.０ ４.０
宮崎県 北諸県郡 沖水村 ７.９ ６５.３ ７３.３ １.０

宮崎郡 佐土原町 ２４７
都城市 １６.２ １６.２

鹿児島県 囎唹郡 財部村 ０.５
朝鮮 京城府 ８２９

大邱府 ２.０ ２.０ ９０
忠清南道 洪城郡洪州面 ２５７

計 １７４.７ １２２.３ ２９７.１ １５,６４２ ３２.２
金 額（千円） ６０２ ２３５ ８３８ ２５５ １６

（出所）小口商事合名会社『大正九年以後決算報告所得税関係書類』。
注：朝鮮の「畑」は田，「宅地」は垈。若干の水路・畦畔・稲干場などの表示は

略した。
この他，不動産として建物１２６千円を所有。

借入先 借入残高（千円） 備 考

第十九銀行岡谷支店
〃

朝 鮮 殖 産 銀 行

１,０００
５６７
２１

支払手形
当座預金貸越
年賦借入金

計 １,５８９
（出所）前表と同じ。

表２５ 小口商事合名会社の所有地（１９２６年２月末）

表２６ 小口商事合名会社の借入先（１９２６年２月末）
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これに対して小口組は，むしろ２０年代に入ってから買い進めている。すなわち表２４および表

２７をみると，２０年２月までにある程度土地購入は行っているとはいえ，１９年度は地代家賃収入

がほとんどなく，支払利子も少ない。おそらく１９年度の期中から土地購入を始めたのであろ

う。第十九銀行は，１９１９年度における諏訪系製糸への貸出金回収遅延の一要因として，「製糸家

中には［１９年度の製糸］事業収益の莫大なるを予想して，事業外の土地・山林・株式などに多

額の投資を行なった」ことを指摘しているが１０５，これは表２４と表２７から読み取れる小口組の行

動と完全に符合しており，製糸業用の借入を小口商事名義に付け替えて土地投資を始めたものと

思われる。しかし本格的な土地投資は２０年恐慌後に進められたことも明らかである。

全国耕地の平均売買地価の推移をみると，明治後期以降上昇傾向が続き，田では１９１９年に反

当７２５円でピークを付けた後，下落に転じ，昭和恐慌期に急落する１０６。１９２０年代の実勢価格低

落に対して，小口商事も簿価の評価替えをしており，２０年と２６年を比較すると，たとえば愛知

県枇杷島村の畑２町５反余を両年とも所有しているが，２０年は１２７，６１７円（反当５，１０４円）に

対して，２６年は９４，５６０円（反当３，７８１円）であった。それにしても高すぎるのであり，よほど

条件のよいところを購入したと思われる。土地は場所によって大幅に価格が異なることは当然で

あり，同社の場合も，２５年度の畑の売却例をみると，島根県江津町の畑１反当４，３３４円に対し

て，鹿児島県志布志町の畑は１反当８８円であった（ただしいずれも売却損を出している）。とは

いえ同年度の財産目録によると，江津町の畑よりもっと高い計上価格の田畑山林は多数あり，例

えば鹿児島県財部町の山林は５畝２７歩しか所有していないが，簿価は５，６６８円，反当じつに

９，６０６円であった。そしてこのような同社の所有不動産価格に対して，２０年代の地代家賃収入は

かなり少ない。こうした点をみると，同社の不動産購入が，もともと安定的な地代家賃収入目的

１０５『八十二銀行史』（同行，１９６８年）１９５頁。

１０６ 小峯三千男『日本耕地価格の研究』（高陽書院，１９３３年）１１～１４頁。原資料は勧銀調査。

（千円）

年度 小作料 貸地料 家賃 売却益金 利子 税 修繕費

１９１９
２０
２１
２２
２３
２４
２５
２６
２７
２８
２９
３０

０
９
１５
９
２
１３
１０
７
８
７
６
４

―
１
２
６
１５
２０
７
７
８
６
１０
８

０
７
６
１４
１５
１４
９
１０
１０
８
１９
１３

―
―
１
０
０
０
△８
△９
２
△９
△６９
△１６

５
８１
１２５
１２５
１４５
１５９
１６５
２
１
１
６
５

０
３
２
３
５
４
３
３
２
４
４
２

０
１
１
４
２
０
３
５
１
１
５
０

（出所）表２５と同じ。
注：１）年度は３月～翌年２月。
２）「小作料」は，資料の「年貢」。
３）たとえば１９２５年度の「売却損金」の内訳は，有価証券売却
損金１千円，不動産売却損金７千円。

表２７ 小口商事合名会社の損益
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ではなく，宅地化などによる値上がり期待によるものだったと思われる（実際，宅地並みの耕地

価格が多い）。結局これは，１９２０年の製糸業の大欠損を取り戻そうとしたリスキーな投資とい

う，プロスペクト理論で説明される行動とみなせる。１９１９年の絶頂期を参照点として，その後

製糸事業で大きな損失を被り，感応度が逓減していったのではないか。宅地化が予想されるよう

な条件のよい耕地を集中的に購入したが，思うように値上がりせず，逆に値下がりして損失を重

ねたものと推定される。これは，片倉組が，不安定にならざるを得ない製糸業の安全弁として，

日露戦前期から始めた，利益の一部を安定的な資産としての土地への投資に振り向けるという，

これもプロスペクト理論で説明できる行動の反転したものである。

ただし片倉組も大戦バブル期のリスキーな土地投資とまったく無縁だったわけではなく，１９１９

年頃には銀行借入によってある程度それを行っていたと思われる１０７。山十組は，データは限られ

ているが，大戦バブル期に小口組よりも積極的に土地投資を行ったようである。山十は，「その

発展期にあつて盛んに株式，土地等に投資し，資金を散逸した」ことが，１９２０年代半ば頃に苦

境に陥る原因だったことが指摘されており１０８，実際，山十は，１９１７年に土地所有を目的とする

小口合名会社を設立すると，ほぼ同時に第十九銀行からの借入により土地集積を始めている１０９。

なお，表２４をみると，１９２７年２月には小口商事の借入金が大幅に減少し，前期繰越損金も同

様に減って，前期繰越益金になっている。そして表２７のように利子負担が急減して，一時的に

は利益が出るようになったかのようである。しかしこれは同社の経営の好転を意味するものでは

まったくない。第十九銀行からの１００万円の手形借入と繰越損金を，おそらく小口組の負債と資

産に付け替えただけである１１０。しかも表２４の２７年以降の借入金には，朝鮮殖産からの「年賦借

入金」とともに第十九銀行の当座預金貸越も含まれているはずであるが，表２７の１９２６年以降の

支払利子は，「年賦金ノ分」「年賦金借入口」などとあり，朝鮮殖産銀行に対するもののみであ

り１１１，第十九銀行への利子支払いは「損益計算書」からまったく消えている。このように，第十

九銀行の小口一族に対する扱いと同様，小口一族自身，小口組と小口商事の財務上の区別や処理

１０７ 前掲，拙著，４０頁。

１０８ 前掲『昭栄製糸株式会社二十年誌』５頁。

１０９ 以上，第十九銀行『製糸資金貸出計画書』。１９１９年山十組「現状観測」欄に，「地所部小口合名ヘ手貸

［手形貸付］五十万円ハ継
�

続
�

」とあり，すでに１８年度には同社への融資が行われていたことがわかる。し

かし個人名義の投資を含めて，山十の土地株式投資の詳細は今のところよくわからない。２０年代半ば頃の

山十破綻前後の事情については，小川功『企業破綻と金融破綻』（九州大学出版会，２００２年）も参照。

１１０ 注１０３のように小口商事の第十九銀行からの１００万円の手形借入はその後も継続している。また後掲表

３１の資料（２８年３月現在）には，「其他参考トナルヘキ事項」として，「小口商事合名会社所有土地建物」

７５万円をあげており，表３１には小口商事の第十九銀行からの借入は負債として含まれるのに対し（同表

注２参照），小口商事所有の不動産は含まれないために，このような記載となっているものと思われる。

さらに，表２４の２８年２月末における同社の「土地建物」は１１１万円余だから，表２４のこの金額はやは

り含み損を抱えたものであろう。

１１１ 朝鮮殖産銀行からの借入は，１９２９年度初め頃に，より低利の復興建築助成会社（東京）へ借り換えして

いる。
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はかなり便宜的であり，このような財務諸表のみによってその主体の経営状況をみるのは危険で

ある。

それはともかく，小口組は大戦期に地方支店を拡大したとはいえ，その時期に土地・株式投資

に必ずしもさほど深入りしたわけではないし，また２０年代の小口商事の損失もそれほど巨額

だったわけではない。小口商事の２５年度の前期繰越損金５８万円は，製糸経営で利益が上がれ

ば，１年で取り戻せる程度の額ではあった。小口組を離脱した大一の�組もじつは２９年に経営

破綻するのであるが，その要因は，大一自身の語るところによれば，「事業上ノ損失ニ因ルコト

ハ多
�

カ
�

ラ
�

ズ
�

」とされ，１９１８・１９年の好況期に本部建物改築，彦根その他の買場の修繕，信濃製

糸株式会社への払込みなどで約１２０万円を投じてしまい，それが固定化するとともにその利子負

担によるところが大きいと説明しており，製糸以外への放漫な投資によるものではなかった１１２。

このように，片倉を含めた諏訪大製糸家は大戦バブル期に製糸の規模拡大や多かれ少なかれそ

れ以外の土地投資等を行ったとはいえ，その内実はそれぞれに個性的であり，大戦バブル期の製

糸以外への過大な投機的投資が，その後の製糸業低迷期の大製糸経営を苦しめ，破綻に追いやる

重要な要因になったとは一概にはいえない。

（４）危機の進行と解体

２３年春に，六十三銀行から小口組に対して，資産・負債の財務内容と事業概要の照会があっ

たのを皮切りに，以後３１年の破綻時まで，第十九・安田・六十三の各銀行から同様の報告要請

が断続的になされるようになった。しかし当初の小口組の回答はかなり杜撰なもので１１３，その後

も小口組の提出したデータは今一つ信頼性に乏しいと思われるものもある。これも本部事務所の

財務管理の不十分さを窺わせるものである。いずれにせよ，この頃から銀行側が次第に小口組の

経営に懸念を抱き始めたのかもしれない。

それでも２０年代半ば頃に経営悪化が表面化した山十組に比較すれば，まだ危機の程度ははる

かに軽かったようであり，２５年春，山十と第十九銀行の製糸資金貸借交渉が難航した際に，小

口善重は親戚のよしみで同行に掛け合いに出かけ，自ら山十の債務の一部を保証することで山十

への融資の了解を取り付けている１１４。

さて，２５年に第十九銀行に提出された小口組の貸借対照表は，小口組の「本支店損益表」の

１１２ すでに２６年春には�組の経営はかなり悪化しており，これは同年５月１４日に債務が多額になった原因
などについて，第十九銀行重役が大一および弟大次と面談した内容である。『製糸資金諸記録（数字） 第

十九銀行関係』（八十二銀行蔵）所収の「�要件」（１９２６年５月１５日）。なお信濃製糸会社の経営と大一の
関係については，公文蔵人「信濃製糸株式会社の重役会―１９２０年代製糸業における経営者市場に関する一

考察―」（『横浜経営研究』３３巻３号，２０１２年）を参照。これによると，信濃製糸への出資と経営への関

与も，大一の投機的行動ではなく，むしろ名望家的行動とみなすべきものであろう。なお�組は，２９・３０
年に組織再編を迫られ，事実上破綻した（第十九銀行『製糸資金貸出計画書』）。

１１３ ２３年５月に六十三銀行から照会があった２２年度「事業成績調」には，同年度の「損益概略」として「益

金壱百万円」などとして提出したため，銀行側から丁重に再照会されたりしている。以下，小口組『対十

九銀行報告（含）対安田銀行報告』所収資料による。
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データとほぼ一致しており１１５，かなり正確なものと思われ，その後第十九銀行などに提出された

資料も，少なくとも借入金などのデータはかなり正確ではないかと思われる１１６。

その２５年３月の貸借対照表が，表２８である。表１８の「貸借対照表」のデータも２月末時点

だから，時期はほとんど同じであるが，表１８と性格が決定的に違うのは，表２８は支店の債務も

含む小口組全体の資産・負債である点である。表２８によれば，「問屋借入金」と「借入金」の計

は９７０万円と巨額に上っている。資産には残繭が６１７万円あり，生糸にして売れば，借入金はか

なり返済できるが，全部というわけにはいかないようである。このような状態は，すでに２４年

春の六十三銀行提出の貸借対照表にもみられるが，ともかく，この表の資産の「固定」８４１万円

は，おそらく減価償却はほとんど行っていないであろう。借方の「資金」９３０万円は貸方と借方

の他項目の計を差し引いたものと思われ１１７，これが，純資産にあたるが，この「資金」の大半は

「固定」に充てられている。現金預金はやはりほとんどない。

次に，表２９によって翌２６年５月の「貸借対照表」をみると，この５月は借入が１年で最も少

ない時期であり，また２６年度大欠損の前で，表２８より外部負債はかなり減るが，まだ４００万円

ほどある。貸方に「手持繭糸」が２０６万円あるが，それを売っても，差引２００万円ほど返せな

１１４ 第十九銀行『製糸資金貸出計画書』によれば，２５年６月１３日「昨日村吉ヨリ申込，上田スワ荷手百回分

引当前借申出アリシモ拒絶シタルニ対シ，本日小口善重氏来店，種々申出アリ，結局上田スワ荷手引当ニ

テ前貸受諾１，０００，０００―但（１）当行ニ対スル債務ニ相当保証方法ヲ講スル事［後略］」とあり，翌年度以

降も，株式会社組織に変更した山十製糸のために６０万円分の債務保証をしている。このため善重は山十

の小口合名の土地を小口商事の債権として設定したようである。なお，この時期に善重は第十九銀行の監

査役を務めていたから（前掲『八十二銀行史』２０６頁），十九から小口組そして山十への融資も，関係融資

ともみなせる。

１１５ １９２５年３月に小口組の貸借対照表が第十九銀行に提出され，それが第十九銀行の『製糸資金貸出計画

書』にも収録されているが，銀行側の資料には，「二月末決算益九十万円弱」とあり，小口組「本支店損

益表」の益金８６２千円とほぼ一致している。

１１６ その後の十九銀行側の資料に記されている２７・２８年度の小口組の純益は，小口組の「本支店損益表」と

かなり近い数値となっている。この頃，第十九銀行は小口組の経営状況をかなり正確に把握していた。

１１７「資金」９，３００千円は，概算ではなく，端数がある。

（千円）

借 方 金 額 貸 方 金 額

問 屋 借 入 金
借 入 金
資 金
預 り 金
生 糸 代
屑 物 代

１,４５４
８,２７７
９,３００
３５
８７７
７９

銀 行 預 金
繭 代
仕 入 費
利 子
貸 金
有 価 証 券
雇 人 貸
生 糸 仮 売 代
固 定
現 金

４９
６,１７５
４６０
３３０
４４２
１,９００
１２１
９１９
８,４１２
２９

計 ２０,０２４ 計 ２０,０２４
（出所）小口組『対十九銀行報告（含）対安田銀行報告』所収。

注：第十九銀行提出資料。貸方には表示を略した項目もある。

表２８ 小口組貸借対照表（１９２５年３月１０日現在）
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い。

表３０は，２８年４月に安田銀行に提出した同年３月末の資産・負債表であるが，借入金合計約

７００万円に対して，資産の製品・原料は３００万円程度にすぎず，２６年度の大欠損後のため，同年

度決算前より財務状態は大幅に悪化している。

この表の各項目の内訳を示したものが，表３１である。資料には，「其他参考トナルヘキ事項」

として，小口商事所有土地建物７５万円をあげてあり，同表には，前注１１０のように小口商事の

債務を含むとともに，同社名義の不動産は含まれていないようである。そして，資産は，工場な

ど製糸事業用の資産のみならず１１８，善重ほか各家の個人資産がすべて計上されていることがわか

る。すなわち，小口組を離脱した大一家分は含まれていないが，巻太や徳島支店の資産も含ま

れ，さらにまだ共有資産の持分を与えられていない三平，秀男，理一，三郎，六郎らの資産も含

まれている。三平以下の５人はすでに分家し，小口組の製糸業に従事していたはずであるが，た

とえば，二代善重の弟である三平や秀男は，善重の持分から分与されるべきものとして，潜在的

には持分を有するものと考えられていたと推測される。このように銀行提出の小口組「貸借対照

１１８ なお，同表の「小口組」の欄に田畑などがあるが，とくに畑は工場給食用野菜等の自家栽培用に取得す

る場合が多い。

（千円）

借 方 金 額 貸 方 金 額

有価証券担保借入金
問 屋 借 入 金
無 担 保 借 入 金
「 資 本 金 其 他 」

３００
１,５００
２,２５０
１１,０４６

土 地
建 物
有 価 証 券
手 持 繭 糸
貸 金 ・ 売 掛 金

２,１２５
６,２８９
１,８５０
２,０６１
２,７７１

計 １５,０９６ 計 １５,０９６
（出所）小口組『対十九銀行報告（含）対安田銀行報告』所収。

注：六十三銀行松本支店提出資料。

（千円）

資 産 金 額 負 債 金 額

土 地
建 物
器 械 器 具
製 品
有価証券・出資金
仮 払 金
原 料
掛 貸 金
銀 行 預 金 ・ 現 金
諸 貸 金
従 業 員 前 貸 金

２,１３２
５,７７５
５００
２,０７７
２,０６６
１６０
９０２
１,３１７
１４７
８８３
５０６

商 品 担 保 借 入 金
有価証券担保借入金
信 用 借 入 金
諸 預 り 金
仮 受 金
利 益 金

１,２７２
６２７
５,０６４
１,０３４
１１１
１,７５６

計 １６,７８４ 計 ９,８６７
（出所）小口組「昭和三年三月三十一日現在資産及負債表」

（『対十九銀行報告（含）対安田銀行報告』所収）。
注：安田銀行岡谷支店提出資料。資産には表示を略した項

目もある。

表２９ 小口組貸借対照表（１９２６年５月２７日現在）

表３０ 小口組の資産・負債表（１９２８年３月３１日現在）
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表」に，巻太を含む一族の個人資産もすべて含む点は，金額からみて表２８～３０に一貫してい

る。すなわち，小口組では，巻太は共有資産のメンバーから外れ，税務上も徳島支店は別経営

だったにもかかわらず，当初独立的な経営の色彩が強かった同支店は次第に他の支店と経営実務

上変わらなくなっていったためか，少なくとも１９２０年代において，銀行向けには，徳島も共有

資産の一部とし，巻太もややあいまいながら共同経営者かつ無限責任の出資者と想定されていた

ようであり，持分のまだない若手も同様だった。これらの点からも，小口組が，匿名組合員は有

限責任である匿名組合ではなかったことが明らかである。

また，資料の個人別「有価証券明細書」や表１８の「貸借対照表」のデータを比較すると，表

３１の「小口組共有」欄の「株式会社株券」はほぼすべて地方支店保有分である。表２３の「貸借

対照表」にあらわれる第十九銀行株など支店が取得したとは思われないものは，表３１の善重な

項 目
善重名義 個人名義合計 小口組共有 計

数量 価格（円） 数量 価格（円） 数量 価格（円） 数量 価格（円）

所有不動産
田 ９.９町 １４８,５２５ １５.３町 ２３０,５５０ ８.８町 １３２,３２５ ２４.１町 ３６２,８７５
畑 １.４〃 ２１,９６５ ７.４〃 １１１,９７５ ２.７〃 ４０,８６５ １０.１〃 １５２,８４０
山 林 １.０〃 １,５５０ ３.９〃 ５,８８９ ５９.３〃 ８９,０１４ ６３.２〃 ９４,９０３
原野新開 ０.０〃 ６０５ ０.６〃 １,１４８ ０.６〃 １,１４８
宅 地 １５,３０７坪 ３９７,９８２４２,８３８坪１,１１３,７８８ １５,３８８坪 ４０７,３３６ ５８,２２６坪 １,５２１,１２４
建家（除工場） ９棟 ５５,６８０ ６７棟 ３５０,３１０ ７棟 ２５,０００ ７４棟 ３７５,３１０
工 場

製 糸 ６０棟 ９００,０００ ６０棟 ９００,０００
揚 返 ４１〃 ６００,０００ ４１〃 ６００,０００
倉 庫 １１２〃 １,２５０,０００ １１２〃 １,２５０,０００
そ の 他 ４８１〃 ２,４００,０００ ４８１〃 ２,４００,０００
機械器具一式 ５００,０００ ５００,０００
全 国 買 場 ２１４〃 ２５０,０００ ２１４〃 ２５０,０００
工 場 計 ５,９００,０００ ５,９００,０００

不動産 計 ６２６,３０７ １,８１３,６６０ ６,５９４,５４０ ８,４０８,２００
所有有価証券

株 式 会 社 株 券 １９,２４０ ７３３,１１７ ４３,０６２１,７３４,４３２ １０,０３２ ３０７,５５８ ５３,０９４ ２,０４１,９９０
債 券 ７８ ６２４ ７８ ６２４

商品手持高（小口組）
生 糸 １４３,４４５斤 �

�２,０７７,２０２ １４３,４４５斤 �
�２,０７７,２０２

副産物（生皮苧） ９,０００貫 ９,０００貫
原 料 １７８,１３７貫 ９０２,７５９ １７８,１３７貫 ９０２,７５９

売上その他の貸金（小口組）
売 掛 金 １,３１７,２９６ １,３１７,２９６
銀行預金・現金 １４７,２４０ １４７,２４０
貸 金 ８８３,８７６ ８８３,８７６
従 業 員 貸 金 ５０６,５４３ ５０６,５４３
〔資産計〕 １,３５９,４２４ ３,５４８,０９２ １２,７３７,６３８ １６,２８５,７３０

借入金（小口組）
商 品 担 保 借 １,２７２,９９６ １,２７２,９９６
有価証券担保借 ６２７,１９３ ６２７,１９３
信 用 借 ５,０６４,６１２ ５,０６４,６１２
個 人 預 り 金 １,０３４,５２２ １,０３４,５２２
〔負債計〕 ７,９９９,３２３ ７,９９９,３２３

（出所）小口組『対十九銀行報告（含）対安田銀行報告』所収の個人別調査表。
注：１）表３０の各項目の内訳を示したもの。
２）小口組の「信用借」は「不動産抵当借」を含むようである。別に，「不動産抵当借」が１,３１８,５９９円の資料も
あり。

表３１ 小口組の資産・負債等（１９２８年３月）
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ど個人所有分に入っている可能性が大きい。しかしそれも本部が取得したものであり，地方支店

取得株式を「小口組共有」としているだけである。こうして，表３１の個人名義分も，すべて小

口組共有資産とみなされており，結局，小口組の場合は，片倉家とは異なって，共有資産と区別

される個人資産はほとんどまったく存在しえなかった，もしくはしえなくなったようである。そ

の点では，一族が挙げて利用できる経営資源を製糸経営に投入して規模を拡大したといえる。

さて，２０年代前半から３０年頃にかけて，このような諸銀行に提出した貸借対照表等が他にも

いくつか残されているが，全体として，一進一退を繰り返しながら，次第に財務内容が悪化して

いっている。その推移と，表１７の設備投資累積額と損益累積額比較は，概ね符合しており，と

くに１９２６年度の生糸価格変動に伴う大欠損がきわめて大きな痛手となったことが明らかであ

る。そして結局，３０年の糸価暴落がとどめをさした。表３２は３１年３月２０日の「本支店試算

表」であり，銀行提出資料ではなく内部用で信頼性はきわめて高いが，借入金は総額１千万円近

くに上り，原料・生糸は４００万円程度にすぎない。さらにこの頃，それまで最大の債権者として

小口組を支えてきた第十九銀行自身が苦境に陥り，六十三銀行と合併するために新銀行への持込

資産の堅実化が要請されていた３１年夏１１９，ついに同行が見切りをつけたのであろう，小口組は

組織再編に迫られた。和田山工場はすでに１９３１年４月に株式会社小口製糸所に組織替えされた

が，同年８月２３日から９月１３日にかけて，第十九銀行を継承して設立されたばかりの八十二銀

行の黒沢剛を交えて，小口商事合名会社を合名会社小口組と改称することを決め，さらに「［従

来の小口組の］各
�

組
�

合
�

員
�
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�
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�
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�

家
�
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任スコト」や，かつ組員の債務は全部合名会社小口組に移すこととした。そして各製糸所はそれ

ぞれ株式会社形態とし，合名会社小口組は持株会社として所有し，各製糸会社は新小口組から工

場を賃借して操業する経営になった１２０。

１１９ 前掲『八十二銀行史』２６３頁。八十二銀行創立は３１年８月１日。

（千円）

借 方 金 額 貸 方 金 額

問 屋 為 替 尻
銀 行 当 座 口
借 入 金
共保及補償借入金
諸 預 り 金
工 手 預 り 金
生 糸 代
副 産 物 代
雑 収 入

６１
１,１７８
５,２９９
３,２６１
１,５６２
１６
８６８
３１
１

銀 行 預 金
資 金 口
原 料 代
予 算 売 生 糸 代
仮 勘 定
有 価 証 券
諸 貸 金
購 繭 費
利 息
工 賃
現 金

５５
５,４６２
９３１
３,１９９
６５４
７１１
７２３
１００
７５
４６
１２

計 １２,２８０ 計 １２,２８０
（出所）「昭和六年参月弐拾日現在本支店試算表」（小口組『昭

和五年度決算書』）。
注：貸方には表示を略した項目もある。

表３２ 小口組本支店試算表（１９３１年３月２０日現在）
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合名会社小口組が旧小口組や小口商事合名会社から継承した債務は，表３３のようであり１２１，

これはやはり一族１２人の連帯債務となっており，三郎，三平，理一，秀男，六郎など，共有資

産の持分がなかった一族も連帯債務者に名を連ねていた。要するに，小口一族の観念では，小口

組はこれら全員の共同事業であり，したがって彼ら全員が無限責任を負うものだったのである。

そして小口商事を再編した合名会社小口組の出資者も彼ら１２人となった（表３４）。ただし初代

１２０ 合名会社小口組『会議録』（昭和六年八月）。和田山支店のみ，工場設備は３１年４月に新しく立ち上げた

㈱小口製糸所に譲渡された（表１７参照）。

１２１ 旧小口組の債務は，むろん個人名義の債務。また表３３は，組織再編直前の第十九銀行調査の数値であ

る，前掲拙著，３６７頁，第１２５表より，総額で約１００万円減少しているが，債権者と各債務規模などは，

ほぼ同じである。

借入先 金額（千円）

＜銀行＞
八十二銀行
上州銀行
安田銀行
横浜興信銀行
朝鮮殖産銀行
川崎第百銀行
十五銀行
養父合同銀行
朝来銀行
日向中央銀行
四国銀行
中国合同銀行
日本勧業銀行
常盤銀行石岡支店

＜生糸売込問屋・輸出商社＞
日本生糸
神栄生糸会社
原合名会社
時沢商店
三井物産
石橋商店

＜その他＞
高崎倉庫会社
堀音吉

＜預リ金・未払金＞
本支店預リ金
本支店工賃預リ金
本支店未払金

３,１６０
２１０
１９６
１００
９９
９６
５９
４０
３０
２８
１５
１３
１２
２

７７０
７００
２７０
１５５
１４５
１０４

２０
１０

９５０
１６３
９１

計 ７,４４５
（出所）「連帯借入金目録」（合名会社小口組

『昭和六年以降貸借対照表』所収）。
注：１）八十二銀行は，松本・下諏訪・東京

各支店もあるが，大部分は岡谷支店。
２）安田銀行は，郡山・下諏訪各支店も
あるが，大半は岡谷支店と推定。
３）川崎第百銀行は，大半は石岡支店と
推定。
４）この債務の連帯債務者は，表３４の
巻太を含む１２名。

表３３ 小口組の債務（１９３１年９月１５日）
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善重の個人出資に由来する徳島支店を経営してきた巻太については，一族間の認識・判断はやや

揺らいだようである。一旦は，旧小口組の債務の連帯債務者に名を連ね，表３４にみられるよう

に，新小口組の出資者として無限責任社員になることに決まったものの，結局，新小口組の出資

者から外れた。徳島工場の資産は合名会社に提供する一方，巻太は合名の債務には責任を負わな

い形になった。しかし他の者は，若手を含めて小口組の一員として，過去の負債を継承したので

ある。前掲表２４の下欄に示した新小口組の主要勘定が，これらの経緯の一端を示している。

１９３０年代には一般に製糸業の経営環境は好転せず，合名会社小口組傘下の工場の大半は，ま

もなく小口組と生糸取引を行っていた日本生糸の子会社日東製糸の工場となり，岡谷本店工場も

丸興製糸に吸収されるなどして，旧小口組の工場網は分解していった１２２。新小口組は，こうして

資産の土地建物・有価証券を譲渡しながら旧小口組から継承した多額の負債を返済していった

が，それも容易に解消しないまま，戦時期を迎えることとなった。

５．補論：山十組の一族経営

次に，以上の小口組の分析との関連で，１９０３年に龍上館の解散によって小口組とともに結成

された山十組の一族経営の特徴について，判明する限り記しておきたい。山十組は，明治中期以

降，他の多くの諏訪製糸経営と同様に急速に発展して，１９１０年頃以降片倉組に次ぐ第二の規模

に躍進し，さらに第一次大戦期には一時片倉組を上回る日本最大の規模を誇りながら，従来，そ

の発展期の詳細な事情については不明であった。本稿においても，ほとんど新しい資料に基づい

１２２ 丸山小口製糸所は３７年に丸興製糸に加盟（４１年廃止），入市小口製糸所も１９４０年に丸興に合併された

（『丸興三十五年史』丸興工業株式会社，１９６８年，２６４～２６５頁）。また石岡支店は神栄生糸の手に渡った

（『神栄八十年史』同社，１９６８年，７３～８１頁）。

氏 名
出資額（円）

年齢
（１９３１年）１９３１年９月

１３日の決議
１９３１年１１月

定款

小口善重（二代）
巻太
三平
秀男

小口勝太郎
小口金吾

三郎
六郎

小口修一
啓一
理一
禎一

６５,０００
３０,０００
２８,７００
２０,０００
７２,２００
４７,０００
２８,０００
２８,０００
２５,０００
２２,０００
１７,０５０
１７,０５０

９５,０００
―

２８,７００
２０,０００
７２,２００
４７,０００
２８,０００
２８,０００
２５,０００
２２,０００
１７,０５０
１７,０５０

４８
４６
４４
３２
４４
４２
３７
３０
５２
３５
３７
３０

計 ４００,０００ ４００,０００
（出所）合名会社小口組『会議録』（昭和六年八月），「合名会

社小口組定款」（昭和六年十一月印刷）。
注：１）年齢は，小口組『公文書控』（大正十二年），『人

事興信録』による。

表３４ 合名会社小口組の出資者
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た分析はできず，きわめて不十分ではあるが，小口組や片倉組などとの比較を念頭におきながら

述べる。

山十組を組織した小口村吉（初代，１８４８～１９１７）は，平野村の農家小口重右衛門家に生まれ，

既述のように小口善重（初代）の７歳ほど年上の従兄にあたる（補図１参照）。小口一族は，明

治前期に平野村の上位土地所有者だったこともすでに指摘されている１２３。小口重右衛門家も安政

年間より座繰製糸を行っていたが，村吉が器械製糸を始めるのは，従弟の善重より遅い１８８４年

１２３ 前掲，山口編著『金融史』１７２頁。山十一族の生没年等は，補図１の資料による。

補図 1 小口家（山十組）系図

（出所）小口定一郎作成系図（小口浩一氏所蔵），『人事興信録』各版より作成。
注：１）本稿と関係ある部分，および当時の文献資料に工場代表者として現れる者のみ表示した。
２）あきと村吉（初代）は，ともに１８４８年生まれの記録があり（原資料は『嘉永二年宗門人別帳』），双子の可能性が
ある（小口浩一氏のご教示による）。
３）小林宇佐雄加筆版系図（後掲，小林調査報告，所収）も参照した。
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であり，すでに善重が下諏訪で組織していた七曜星社にあとから加盟して副社長となるなど，善

重家よりやや後発の器械製糸家であり，のちの龍上館も館長は善重，副館長が村吉であった１２４。

そして１９０５年頃までは，山十組の釜数は小口組を下回っていたが１２５，ちょうど釜数で小口組を

追い抜き，大発展をみせつつあるこの頃の山十について，興味深い観察を記しているのが，たび

たび引用する岩崎徂堂『成功経歴日本製糸業の大勢』（１９０６年刊）である。同書によれば，

「殊
�

に
�

同
�

組
�

の
�

特
�

色
�

や
�

，片
�

倉
�

組
�

を
�

彷
�

彿
�

た
�

り
�

，即
�

ち
�

同
�

族
�

の
�

一
�

致
�

協
�

力
�

せ
�

る
�

あ
�

る
�

一
�

事
�

に
�

し
�

て
�

，同
�

胞
�

［兄弟姉妹］九
�

人
�

の
�

内
�

男
�

三
�

人
�

を
�

有
�

し
�

，女
�

六
�

人
�

よ
�

り
�

生
�

れ
�

た
�

る
�

甥
�

姪
�

六
�

十
�

余
�

名
�

に
�

達
�

す
�

，然
�

る
�

に
�

此
�

中
�

よ
�

り
�

二
�

十
�

余
�

名
�

の
�

甥
�

を
�

抜
�

き
�

て
�

，各
�

枢
�

要
�

の
�

任
�

務
�

に
�

当
�

ら
�

し
�

め
�

，一
�

身
�

同
�

体
�

と
�

な
�

つ
�

て
�

事
�

業
�

の
�

経
�

営
�

に
�

熱
�

す
�

，［中略］試
�

み
�

に
�

同
�

組
�

の
�

門
�

を
�

叩
�

か
�

ん
�

か
�

，工
�

男
�

工
�

女
�

を
�

除
�

く
�

の
�

外
�

一
�

切
�

他
�

人
�

を
�

交
�

え
�

ず
�

，事
�

務
�

と
�

な
�

く
�

政
�

務
�

と
�

な
�

く
�

，事
�

の
�

大
�

小
�

を
�

問
�

は
�

ず
�

，軽
�

重
�

に
�

関
�

せ
�

ず
�

，既
�

上
�

の
�

同
�

族
�

悉
�

く
�

之
�

に
�

与
�

る
�

を
�

見
�

る
�

」［傍

点，原文のまま］１２６

これによれば，村吉の兄弟姉妹は９人おり，甥姪が６０人余もいるという（補図１の山十小口

家系図は注記のように紙幅の関係で本稿に関係する部分のみ記載している）。たしかに多産系で

はあるが，当時としては子を１０人近く生むことは必ずしも稀なことではなく，他の諏訪製糸家

の例でも類似のケースは少なくない。ただし通常は，子が夭折・早世することがきわめて多かっ

たのに対し，重右衛門の子９人が次郎吉を除いて早世しなかったことが甥姪の多さにつながって

いる。そしてたんに男系の一族のみならず，創業者姉
�

妹
�

の多くの男子も動員して製糸経営に参加

させた点が，片倉組や小口組，さらにその他多くの諏訪製糸家と異なった独特な経営スタイルで

あった。

片倉組や小口組の創業者たちも兄弟は少なくないが，片倉兼太郎（初代）の姉妹は妹しゆう１

人のみであった。従弟の俊太郎・利三郎兄弟の姉妹は３人いたが，そのうち末妹ことは従兄の佐

一（二代兼太郎）に嫁いだ。末妹ことは別にして，これら片倉家創業者世代の姉妹の子供のう

ち，片倉家の事業に関係したのは，後述のようにしゆうの子２人のみであった１２７。小口善重は，

１２４ 前掲，岩崎徂堂『成功経歴日本製糸業の大勢』８４頁。

１２５ 前掲，山口編著『金融史』１９９頁の第３図。その後，１９０９年頃まで，両組の釜数は追いつ追われつの様

相であったが，１９０９年以降，山十組が小口組に差をつけて，大発展していった（『横浜市史』第４巻上，

１９６５年，６９頁，第３７表）。

１２６ 同書，８５頁。

１２７ 以上，『片倉同族系図』などによる。片倉家系図は，前掲拙著，９頁を参照。なお片倉家では，すくなく

とも製糸創業後，一族内結婚がかなり多く，姉妹の子を含めた一族子弟の数がそれほど拡散的に増加して

いかない傾向があった。さらに，男子が多い場合は，他家に婿養子に出して相続権者を減らす家族戦略を

採った。例として，新家（光治家）の男子は早世した長男金雄を別として４人いたが，方介は武井家へ，

五郎は脩一［三代兼太郎］家へ養子に入り，武雄と三平の２人に減らした（１９２７年２月２０日付の二代兼

太郎宛書簡の中で，三平は，「最近に至り，方介，五郎の他家を継ぐ事に決定して男の頭数を減したる為

め，いさゝか気の軽くなりたる処」などと記している［片倉兼太郎家文書］）。結局，相続権をもつ成人男

子が最も多かったのは，二代兼太郎（佐一）家の３人であり（末子敬一は早世），その他の家は２人まで

であった（今井五介家も末子彦六が早世して２人）。ただし，一族内結婚は山十小口家でもかなりあり，

小口組小口家にもあった。また，山十小口家と小口組小口家の間の通婚もあった。
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既述のように７人の兄弟姉妹だったが，図１以外の３人はいずれも夭折・早世した。伝吉には図

１のほかに末妹まきゑがいたが，まきゑの子は小口組の製糸業に関係していなかった１２８。前述

（注２３）のように，戸籍上弟となった姉きゅうの子理一を第一次大戦期頃から製糸業に従事させ

たのが，唯一の例外であった。

こうして，この１９０６年の時点ですでに山十組は，平野村下浜の５工場７６０釜と新町工場

（１９０５年１月創立）５００釜の計１，２６０釜もの大規模製糸であったが１２９，一族以外の職員は一切雇

用せず，村吉姉妹の子供を含めて一族若手２０余名も動員しながら彼らだけで経営していたとい

う。

このように片倉家や小口組と異なって，姉妹の男子もイエの壁を越えて経営に動員した点や，

後述のように姉妹も婚家から出資した点などは，これらの家の家父長制のもとにおける女性の地

位の高さを示しているものかもしれない。いずれにせよ，山十組はその結成初期において，所与

の一族構成のもとに，その信頼関係をフルに利用するという，当面の製糸経営への最適な対応を

しようとしたといえる。そしてそれは同時に，将来の一族の工場経営者を早くから最も大量に育

成していたともいえる。ここに，すでに後年の山十組の驚異的な規模拡大の素因の一つがみられ

よう。

実際に，村吉・吉三郎兄弟の姉妹の子も後年かなり多数が工場長になって経営参加した。しか

も彼らの多くは後に山十同族会のメンバーになっており，したがって山十組オーナーの重要な一

角を占めた。補表１は，１９２５年に山十の経営が深刻化した際に，第十九銀行が調べたデータで

あり，山十組を継承して同年１０月に設立する山十製糸株式会社の予定株数とともに，山十組末

期の同族会メンバーへの「家計予算」年額などを示したものである１３０。第十九銀行の内部資料に

は，同族会各員の山十組資産持分などは記されておらず，詳しい資産所有のあり方は不明である

が，やはり財産共有制とみられ，「家計予算」額にかなりの格差があることからみて，この「家

計予算」が持分に代替されるものかもしれない。片倉の場合も，少なくとも家憲では，持分に対

応した歳費支給が規定されている。この表のように，同族会の理事として，村吉姉妹の子供であ

る矢島広之助・小口今朝太郎・笠原鈴吉・増沢源三郎らが名を連ね，幹事として増沢庄之助，会

員として，矢島志摩助・小口市郎・小口卯之吉など，多くの創業者姉妹の子弟や従兄の子までが

同族会に所属している１３１。

これも片倉組や小口組とは異なる特徴である。片倉家でも，初代兼太郎の妹しゆうの長男小口

友亀が片倉組に入って下諏訪製糸所長や後に片倉製糸の常任監査役に，またしゆうの三男小口源

１２８ 図１の資料による。

１２９ 前掲，岩崎『成功経歴日本製糸業の大勢』８４頁。

１３０ 小口幽香『製糸王国の時代に生きて』（あざみ書房，１９９０年）１３３頁によれば，小口市郎の家計費は，月

額２千円とあるが（大正後期頃か），補表１の家計費総額１２万４千円を月額とすると年額１４８万８千円と

なり，山十の利益額からみて多すぎるので，補表１の数値は年額とみなした。

１３１ 小坂正人のみ系図上の位置がはっきりしないが，初代村吉末妹そでの子または孫と推測される。
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一が平壌支店で活動し，後に片倉殖産常務取締役になった例はあるが，彼らは同族会のメンバー

にはなっておらず，片倉組のオーナーではなかった。つまり友亀らは創業者子弟として家業に従

事したのではなく，職員として雇用されたのである。それは，おそらく，しゆうが小口家に嫁い

で生家を離れたこととともに，友亀が片倉組に入ったのが，片倉の製糸業創業からかなり後の

１９０５年だったこともあろう。この時，友亀は３２歳で下諏訪町長から下諏訪製糸所長に抜擢され

たのである１３２。源一も同様に，創業期の製糸事業に関わった記録はない。

片倉組や小口組と異なって，なぜ山十では第一世代の姉妹の子供が早くから製糸事業に加わ

り，かつ同族会員すなわちオーナーの一員になったかに関しては，これら村吉の甥たちが，山十

組発足の時点で概ね２０歳代～３０歳代というちょうど経営に巻き込むことが容易な年齢に達して

いたということももちろんあったが，片倉などと同様に，すでに存在していた一族の経営が合同

していった，または一族が何がしかの出資を伴って経営に参加したことが考えられる１３３。

すなわち，山十組発足直前の１９０２年には，後の山十関係工場は，村吉の１５６釜と１４８釜の２

１３２ 以上，前掲，拙著，７６，１３０頁，および『片倉製糸二十年誌編纂資料之綴』。小口友亀の年齢は，前掲

『下諏訪町誌』増訂版下巻，１１９頁。

氏 名 生年 年齢 同族会
家計予算
年額（円）

株 数 備 考

小口村吉（２代）
〃 今朝吉
〃 重吉
矢島広之助
小口重太郎
〃 今朝太郎
矢島志摩助
笠原鈴吉
増沢源三郎
笠原繁太郎
増沢庄之助
小口朝重
〃 槇蔵
〃 仙重
〃 卯之吉
〃 市郎
〃 重衛
〃 重爾
〃 幸重
〃 登志男
小坂正人
小口合名会社

１８７８
１８８６
１８７５
１８６７
１８８８
１８７０
１８７５
１８７５
１８７８
１８５８
１８８３
１８９６
１８８８
１８８９
１８７９
１８８４
１８９９
１９０２
１９０３
１９０６
・・・
―

４７
３９
５０
５８
３７
５５
５０
５０
４７
６７
４２
２９
３７
３６
４６
４１
２６
２３
２２
１９
・・・
―

理事
〃
〃
〃
〃
〃
会員
理事
〃
会員
幹事
―
会員
〃
〃
〃
―
―
―
―
会員
―

２５,０００
２５,０００
７,０００
〃
〃
〃
〃

５,０００
〃
〃

３,０００
―

５,０００
〃
〃

３,０００
―
―
―
―

３,０００
―

１０７,６３６
９１,７７８
４０,６６１
３９,１３７
３８,０００
２０,１５７
５,０００
１０,０７８
１０,０１０
１０,０７９
１,７３８
２６,０００
４,７６１
３５,０００
３,９９７
７,９９３
１３,０００
８,０００
４００

１５,６００
１,４２５
９,５５０

初代村吉次男
吉三郎長男
初代村吉長男,初代村吉兄次郎吉の養子
初代村吉姉矢島あきの長男
吉三郎次男
初代村吉姉小口すゑの２男
初代村吉姉矢島あきの３男
初代村吉姉笠原ちゑの３男,笠原芳之助養子
初代村吉妹増沢かつの長男
初代村吉姉笠原ちゑの長男
初代村吉妹増沢かつの３男
吉三郎３男
今朝太郎末弟（初代村吉姉小口すゑの５男）
２代村吉弟（初代村吉３男）
初代村吉従弟小口直太郎の長男
初代村吉妹小口みちの次男
吉三郎４男
吉三郎５男
２代村吉長男
２代村吉次男
初代村吉妹小坂そでの子または孫と推定

（計２２人） （１６人） １２４,０００ ５００,０００
（出所）第十九銀行『製糸資金貸出計画書』所収資料。

株数の原資料は，『東京興信所報』（１９２５年１０月１３日）。
生年・年齢・備考は，補図１の資料による。

注：１）家計予算は山十同族会の１９２５年の金額。
２）山十製糸会社は実際は全５０万株のうち２万５千余株を公募しているから，上表は創立の際の
予定株数であろう。
３）小口登志男の持株が幸重より多いのは相続税関係のため。
４）笠原繁太郎は１９２５年１１月に没し，長男平一郎が家督相続して繁太郎を襲名する。

補表１ 山十組各家家計予算と山十製糸株（１９２５年）
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つと，吉三郎の１５０釜，計４５４釜であったが（補表２），組発足後まもない１９０５年には，同年刊

の前掲『中央東線諏訪案内』が，平野村の山十組工場は３つで７８０釜としており，これは，同書

掲載工場名簿の，村吉３９５釜，吉三郎１５０釜，矢島志摩助２３４釜の計７７９釜に当たる。そしてこ

の工場名簿は，農商務省『第四次全国製糸工場調査表』（１９０７年刊，１９０５年調査）の山十組各工

場の数値と正確に一致し，両者を突き合わせることによって，新たに加わった志摩助担当工場

は，１９０４年起業の山六工場（２３４釜）であることがわかる。志摩助（１９０５年時に３０歳）の工場

規模が大きいところからみて，また前述のように，この頃，山十組には村吉の甥たちが多数従事

していたにもかかわらず，「組員」は，村吉・吉三郎兄弟と，志摩助の３人のみだったところか

らみて１３４，矢島家が山十組発足翌年の１９０４年に出資して建てた工場を合同したのであろう１３５。

さらに，『中央東線諏訪案内』の名簿には笠原鈴吉５８釜があるが，上記のように同書では山十

組に含まれていない。したがって，鈴吉はその後山十組の経営に参加することになるのだが，こ

の名簿と，工場代表者名が記されていない同年調査の『第四次全国製糸工場調査表』を突き合わ

１３３ 片倉の場合，１８７８年に兼太郎と光治が共同で器械製糸場を設け，俊太郎は８１年に兼太郎らの経営に合同

し，今井五介が米国からの帰朝後の９０年に再び経営参加し，林家に養子入りしていた利三郎は９５年の片

倉組結成後の９９年に合同したように，順々に経営参加・合同して規模を拡大していった。

１３４ 前掲『中央東線諏訪案内』乙の６８頁。

１３５ 矢島広之助・志摩助兄弟の父，久次右衛門（村吉姉あきの夫）が１９１８年に８５歳で没した時，「山十組々

員矢島久次右衛門」と報じられているが（『信陽新聞』１９１８年１２月７日夕刊），彼が山十組の製糸経営に

従事していたとは考えにくく，この点もこのような推測をさせる。ただし，久次右衛門の１８７７年の地租

額は５．４９円，広之助の１９０５年のそれは１９円とそれほど多くなく，農民としてはせいぜい中農である

（矢木明夫『日本近代製糸業の成立』御茶の水書房，１９６０年，１９３頁の第４９表，２０４頁の第５８表）。

工場名
平野村

下諏訪 諏訪郡計 新町 木曽川 一ノ関 総計
山十 山六 山七南部 山七北部 計

起業年 １８８５ １９０４ １９０７ １９０９ １９０９ １９０５ １９１０ １９１１

１９０２
４５４

村吉・吉三郎
― ― ― ４５４ ― ４５４ ― ― ― ４５４

１９０５
５４５

村吉・吉三郎
２３４

矢島志摩助
― ― ７７９ ― ７７９ ２４０ ― ― １,０２０

１９０６
１９０８
１９０９
１９１０

・・・
４７９
・・・
・・・

・・・
２３４
・・・
・・・

―
２４０
・・・
・・・

―
―
・・・
・・・

７６０
９５３
・・・
・・・

―
―
・・・
・・・

７６０
９５３
１,４７６
１,３６２

５００
４９２
６１２
６１２

―
―
３７８
３７８

―
―
―
―

１,２６０
１,４４５
２,４６６
２,３５２

１９１１
４５２

村吉・吉三郎
２１８

吉三郎
２３２

今朝太郎
２４６

笠原鈴吉
１,１４８ ３３８

吉三郎
１,４８５ ７４０

・・・
５０４
重吉

５０４
重太郎

３,２３３

（出所）１９０２年：『平野村誌』下巻，２７８頁，０５年：『中央東線諏訪案内』『第四次全国製糸工場調査表』，０６年：『成功経歴
日本製糸業の大勢』，１９０８年：『第五次全国製糸工場調査表』，１９０９～１０年：第十九銀行『製糸資金貸出計画書』，
１９１１年：『第六次全国製糸工場調査表』『製糸資金貸出計画書』。

注：１）１９０２・０５・１１年の下欄は，工場代表者。
２）１９０５年の『中央東線諏訪案内』には，平野村７８０釜とある。また総計１００２釜は１０２０釜の誤り。
３）１９０６年の新町釜数は概数であろう。『長野県史』近代史料編第５巻（３）９８５頁には，１９０７年の新町は４８０釜。
４）１９１１年の『第六次全国製糸工場調査表』の平野村計は，『製糸資金貸出計画書』の１，１４７釜より１釜多くなる
が，そのまま。１９１１年のその他は『製糸資金貸出計画書』による。１９１１年の下諏訪の代表者は吉三郎になってい
るが，実際は市郎のはず（他の『全国製糸工場調査』はすべて市郎）。
５）平野村の「山十」工場は，さらにいくつかの工場に分かれる。

補表２ 山十組の工場と釜数
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せると，この鈴吉５８釜は，じつは進良社�製糸場（５８釜）であることが判明する。この工場

は，１８７７年起業の古い工場であるが１３６，その後も存続して，１９１１年調査の『第六次全国製糸工

場調査表』（１９１３年刊）にも，�製糸場・武井与一郎７６釜として現れる（与一郎は，『中央東線

諏訪案内』の名簿には現れない）。一方，鈴吉は，『第六次全国製糸工場調査表』に，山十組の山
ママ

七北部工場（２４６釜）の代表者「笠原銓吉」として現れ，この工場は１９０９年起業とある。これ

らのことから，鈴吉は，山十組発足以降も製糸結社進良社の傘下で小規模な製糸場を経営してい

たが，１９０９年頃にそれを武井与一郎に譲って（または返して），新設された山十組山七北部工場

の担当者として山十組の経営に参加したということがわかる。この場合，鈴吉は山七北部工場建

設資金の一部として工場売却金または笠原家ないし自らの若干の蓄積資金を携えて山十組に参加

したという可能性があろう。

より直接的に，村吉の姉妹が山十組に出資していたという証言もある。村吉の妹みちの次男小

口市郎の長女みちゑ（小口幽香）は，山十組結成の際，祖母みちが「金四万円を出資して助けて

やった」ことを聞いており，そのため父市郎が山十組に入ったという１３７。市郎の兄である長男吉

郎はみちの婚家小口百太郎家の家業である蛹商経営を継承するため１３８，次男の市郎が入ったわけ

である。市郎は山十組下諏訪製糸所が設立されると同時に，２１歳で同製糸所長として赴任した

とされ１３９，既述のように同族会のメンバーに名を連ね，所有者の一人となっている。みちの出資

の原資は，むろん婚家の資産だったであろう。みちの婚家は，村内上層農家だった実家小口重右

衛門家とほぼ同格のはずであり，事実，「昔は庄屋」でもあったという１４０。創始者の姉妹は，製

糸経営に直接関与しなかったにもかかわらず，婚家からまたは婚家が出資したという点は，片倉

組・小口組とは異なる山十組の特徴である１４１。

さらに憶測を重ねれば，１９０５年に新町製糸所が開設されてまもない頃に，もっと年上の一族

が何人もいたにもかかわらず，若くして同所を担当した増沢源三郎の例も１４２，あるいは市郎と同

様の事情があったかもしれないし，下諏訪製糸所の業績がとくに悪かったわけでもないらしいの

１３６『第五次全国製糸工場調査表』『第六次全国製糸工場調査表』による。

１３７ 前掲，小口幽香『製糸王国の時代に生きて』２１，９５頁。ただし，出資額４万円はやや過大のように思わ

れる。

１３８ 小口百太郎は蛹商を営んでいた（『諏訪製糸工業地案内』中央蚕糸新聞社，１９１４年，１４８頁）。小口定一

郎作成系図にも，吉郎は「蛹屋」とある。

１３９ 前掲，小口『製糸王国の時代に生きて』９５頁。ただし山十組下諏訪製糸所の設立を１９０５年としている

が，１９０８年新築，０９年起業である（前掲『下諏訪町誌』増訂版下巻，５０４～５０５頁，および『全国製糸工

場調査表』）。おそらく市郎は１９０５年から２１歳で本部工場にて製糸業に従事し始め，２５歳で下諏訪製糸所

長になったのであろう。またみちの出資も山十発足当初ではなく，下諏訪製糸所新設の際かもしれない。

１４０ 前掲，小口『製糸王国の時代に生きて』９５頁。

１４１ また，山十組発足当初から参加していたわけではないという点では，村吉の従兄の子である卯之吉も，

岩崎『成功経歴日本製糸業の大勢』には一族従事者として甥しか記されていないから，その後参加したの

かもしれない。ただし卯之吉は，補図１のように，村吉の娘婿である。

１４２ 源三郎が開設まもない頃の新町製糸所を担当していたことは，『長野県史』近代史料編第５巻（３）蚕糸

業（１９８０年）９８９頁。１９０５年の新設時に所長として赴任したとすれば，その時２７歳であった。
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に１４３，みちが４万円も出資したという割には市郎の家計予算額も予定株数も一族の中でさほど多

くなく，こうした点をみると，補表１に子が名を連ねたすべての村吉姉妹の婚家または子の同族

会員自身が，何らかの現金または現物を出資していた可能性もある（要するに，片倉や小口組の

例からみても，手ぶらで来た親戚の子をオーナーの一員にしたとは考えがたいのである）。そう

だとすれば，これは，中川敬一郎がいう，後発工業国において家族的体制そのものが資金動員の

機関になるという一族経営がもつ資金調達面での優位性とみることもできる１４４。

いずれにせよ，山十組発足以後，現金出資をしたり工場を合同させる一族が存在したことは，

それをこの頃の山十組急成長の一因とみなすことも可能にさせ，実際，以上のような推測が当

たっているとすれば，それによって補表２のような１９００年代におけるこの経営の規模拡大の相

当部分を説明することができる。したがって山十組の急拡大を，安易にこの頃の製糸経営による

利益だけに頼って説明することは危険となる１４５。

結局山十組は，片倉組や小口組などと異なって，当初から他家へ嫁いだ姉妹の多くの男子すな

わち甥という次の世代も，創業者の一部に巻き込んだ形で発展したと考えられる１４６。当初はたん

に職員として親戚の子を雇用しただけかもしれないが，まもなく彼らも創業者の一員となり，そ

の意味で山十はもともと創業者の数が多かったのである。後年の異常なまでの多工場展開の一基

礎は，ここに胚胎していたと思われる。

ただし，初代村吉家・吉三郎家の男子はすべて山十組の製糸業に従事したが，村吉らの甥たち

が，すべて山十組に従業したわけではない。岩崎『成功経歴日本製糸業の大勢』が記しているよ

うに，やはり甥の中から選抜し，あるいは途中で離脱したと思われる。たとえば，小口重右衛門

二女すゑの子今朝太郎は，山十組の重要メンバーになったが，その弟平吉は山十組本部のある平

野村下浜で，おそらく蛹商の娘を妻とし，自らも蛹商になっているし，その弟八百蔵も蛹商で

あった１４７。また小口卯之吉の弟弥十は平野村で１９１７年に５０釜の製糸業を経営し，１９３３～３６年

頃に６０釜で廃業している１４８。もちろん小口みちの長男吉郎の場合のように，婚家の家業を継承

する子が必要なこともあったはずだが，山十組に加わらない製糸経営があったことも注目され

る。さらに村吉・吉三郎の甥の次世代であるが，笠原鈴吉の長男亀之助が，弟がいないにもかか

１４３ 前掲，小口『製糸王国の時代に生きて』を参照。ちなみに，同工場は戦後長野県の優秀製糸工場とされ

ている（前掲『昭栄製糸株式会社二十年誌』１５４頁）。

１４４ 末廣昭『ファミリービジネス論―後発工業化の担い手―』（名古屋大学出版会，２００６年）３４～３５頁。

１４５ 石井寛治は，この時期の諏訪製糸経営が，横浜生糸売込問屋や地方銀行からの重い金利負担にもかかわ

らず急拡大し得たのは，よほど利益の幅が大きかったはずと解釈し，そこから生産費の低減と低繭価を強

調する論理を展開した（たとえば『横浜市史』第４巻上，６９頁）。

１４６ 以下，「創業者」を，厳密に１９０３年の山十組発足時の創業者ではなく，比較的早期に経営に参加した者

と，やや広く使う。

１４７ 前掲『諏訪製糸工業地案内』１４８頁，『岡谷市史』中巻，２０６頁，『人事興信録』小口今朝太郎の項など。

平吉の妻ちよのは小口惣五郎の長女。『岡谷市史』中巻，２０６頁の第３表の小口惣五郎は次代かもしれない。

１４８『平野村誌』下巻，２７９頁，『長野県史』近代史料編第５巻（３）蚕糸業，５８０，７５７頁。
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わらず，九州帝大医学部を卒業して医師になったように，嫡子が山十の経営に参加することが必

須ではないケースがみられる１４９。

こうしてみると，山十小口家の同族結合は，片倉家はもちろん，それより緩やかな結合である

小口組より一段とルーズな同族結合，もっといえば家連合の同族団による製糸経営というよりも

個人参加による一族結合のようにもみえる。明治末から昭和初期の諏訪製糸業トップスリーの同

族結合のあり方は同じではなく，それぞれに個性があり，それが製糸経営のあり方，とくに規模

拡大・成長のあり方にも大きな影響を及ぼしている。

しかし規模拡大・成長のあり方に影響を与えたのは，そうした同族結合や所有のあり方ばかり

ではなく，やはり中心的な一族幹部の経営者としての個性も見逃せない。

まず山十組初期に，経営をリードしていたのは，村吉ではなく吉三郎だったという証言があ

る。前掲の小口幽香によれば，山十組の経営について，「本社の実際の運営は村吉の弟，小口吉

三郎が当たっていたということである」と記している１５０。また，前掲『成功経歴日本製糸業の大

勢』（１９０６年刊）にも，「［村吉は］実弟吉三郎，甥矢島志摩助の二氏と協力経営に努む」とある

が１５１，１９０８年の信濃銀行上諏訪支店ないし平野支店による製糸家への貸出高をみると，山十組

では，村吉ではなく，吉三郎に１８万円が記録されている１５２。そして補表１の，１９２５年山十組末

期の家計予算や山十製糸会社設立時の予定株数を創業家別に集計すると，今朝吉以下の旧吉三郎

家（家計予算３２，０００円，株数１７６，７７８）が初代村吉家（家計予算３０，０００円，株数１５８，６３６）を

凌いて，家計予算・株数とも最も多い１５３。これは，生前の吉三郎（１９１６年没）のきわめて大き

な役割，功績が反映されているとみるべきであろう。

こうしてみると，山十組の，あの無謀とも思われる驚異的な規模拡大を主導したのは，吉三郎

だったのではないかとも考えられる。そしてその嫡男今朝吉も，１９２０年代に父の血を引いて

か，他の一族を無視したきわめて独断専行的な行動をとったことが，近年明らかにされている。

すなわち，山十の製糸事業が破綻の淵に追い詰められた際の，山十による旭日生命の買収とその

乱脈経営，さらに山十製糸の共同生命などからの簿外借入などを主導したのは，いずれも今朝吉

だったのである１５４。そうすると，『信濃蚕糸業史』下巻の山十についての，「昭和二年代表制とな

１４９ ただし，これも小口吉郎と同様，笠原家の家業を継いだ可能性もあるし，のち亀之助も破綻後の山十岡

谷本部工場を継承した竜上製糸の経営に従事している（『人事興信録』笠原亀之助の項，後掲，小林調査

報告，７頁，『長野県史』近代史料編第５巻（３），７５７，７７４頁など）。

１５０ 前掲，小口『製糸王国の時代に生きて』２１頁。

１５１ 同書，８４頁。

１５２ 迎由理男「安田銀行と製糸金融」（北九州市立大学『商経論集』４６巻１・２号，２０１１年）２２頁，注１８。

ちなみに，これも山十組が村吉を営業者とした匿名組合ではないことを窺わせるものである。

１５３『横浜市史』第５巻上（１９７１年）２８３頁，第９１表の有力製糸家推定資産額でも，１９１６年の山十組では吉

三郎（５０万円）のみ現れ，吉三郎没後の１９１９年調査でも，今朝吉と村吉が各７５万円と同等であった。

１９２０年代後半～３０年前後頃と推定される山十製糸「個人所有資産調」（横浜開港資料館蔵「山十製糸文

書」目録３３１頁の番号６２）によっても，資産額は村吉１１８万円に対して今朝吉は１２３万円であった。

１５４ 前掲，小川『企業破綻と金融破綻』第８章～第１０章。
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せる以前より既に統制宜しきを失ひ各自勝手の行動を行ふものを生じ，一意家業に専念せず」と

いう指摘も１５５，主として今朝吉に向けられた記述だったと思われる。

じつは，近年山十小口一族からの聞き取りなどをまとめた調査報告である小林宇佐雄（岡谷市

文化財調査員）『重要製糸遺構旧�組製糸の下浜五邸とその一族―二代小口村吉邸を中心に―（

改訂版）』（１９９９年，非公刊）によれば，初代村吉は晩年の十数年は中風に倒れ，したがって明

治３０年代後半以降，実質的に吉三郎が指揮をとったという。そして１９１３年に吉三郎が山十組の

二代目代表者になり，１９１６年の没後，長男今朝吉が三代目代表者に，そして１９２５年に山十製糸

会社として法人化されると，二代村吉が四代目代表者・社長になったとされる。

しかし，前掲，岩崎『成功経歴日本製糸業の大勢』には，村吉についての詳しい記述がある

が，病に倒れたという指摘はまったくなく，同組の適切な主宰についてしか述べていないから，

彼が病気になって吉三郎が代わりを務めるようになったのは，１９０６年の同書刊行後まもなくの

頃ではないかと推察される。また，１９１３年以降の代表者の移行は，長野県『製糸工場調』に記

載された本部工場代表者の変遷からみた著者小林宇佐雄の推定である。しかし，第十九銀行『製

糸資金貸出計画書』には，１９１３年以降も，山十組の氏名欄に「小口村吉」と記されているし，

１７年の初代村吉没後も，「社員」欄には，崎次郎または村吉，今朝吉の順で書き始められてお

り，先述のように，法人化直前頃に第十九銀行との資金借入交渉に当たっていたのも二代村吉で

あった。したがって，初代村吉が病に倒れ，吉三郎が実質的な経営トップになった後も，対外的

・形式的には初代村吉，その没後は二代村吉が組長であり続けたとみるべきであろうし，少なく

とも第十九銀行はそのように見ていたはずである。

一方，この小林の調査報告（および現在の山十小口家本家当主の小口行弘氏からの聞き取り）

によると，重右衛門（１８８１年没）の家督は，この地域に存在した慣行により村吉ではなく末子

の吉三郎が相続し，吉三郎家が�の屋号を継承して本家となったとされる。そして次の代は長子

の今朝吉が１９１６年に家督相続し，さらに１９３４年の今朝吉没後は，実子がなかったため，弟の朝

重が順養子となって本家を継承したという。実際，前記矢島久次右衛門の『信陽新聞』に掲載さ

れた死亡広告（１９１８年１２月４日夕刊）には，親戚総代欄に，小口家としては村吉（二代）では

なく今朝吉が筆頭に記されている。確かに，この時，今朝吉が本家当主だった。このように，組

長と本家当主が分離していたことが，山十組の経営に何らかの影響をもたらしたことが想定され

るかもしれない。

じつは，片倉家では少なくとも兼太郎（初代）の父市助の代から長子相続制であったのに対し

て１５６，補図１の資料である小口定一郎作成系図によれば，小口家では，村吉（初代）・吉三郎・

１５５ 同書，１１１０頁。なおこのような一族の統制がとれていない点は，第十九銀行もむろん認識していた。

１９２５年６月に小口善重が，山十の資金借入のために第十九銀行に掛け合った際に，銀行側は融資の一条件

として「組員一致協力」を提示していた（同行『製糸資金貸出計画書』）。

１５６ 前掲『初代片倉兼太郎君事歴』３，１２頁。
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善重の世代まで，諏訪に多かった末子相続が慣行であった１５７。村吉（初代）らの祖父弁左衛門（

１８６８年没）の家督を相続したのは三次郎であったし，三次郎（１８９４年没）の家督は，長男の善

重（初代）ではなく，末子の権之助が相続した。その後は，おそらく長男子相続を原則とする明

治民法の施行（１８９８年）の影響であろう，山十小口家と同様に，小口組各家でも長子相続が原

則となった。そして山十組では組長でない本家当主の今朝吉が独断的に行動し，小口組では組長

でない本家当主の大一が離脱した。こうした点をみると，これら山十組・小口組の出来事の背景

には，直接の証拠は見当たらないものの，組長と本家当主の分離・不一致が何らかの要因として

潜んでいたのかもしれない。

結局，山十組では，以上のような，組設立後ほどない頃の初代村吉組長の発病と吉三郎の実質

的な代行，その下での急速な発展とその最中の吉三郎・初代村吉の相次ぐ死去，そしておそらく

当初からの組長と本家当主の分離・不一致を含むやや錯綜した事情が，今朝吉の豪胆な性格と相

まって１５８，１９２０年代半ば頃，第十九銀行から「組員一致協力」を要請されるような事態になっ

ていった背景と推測されるのである。

いずれにせよ，小口組については，子弟に１つずつ工場をもたせるという原則で規模拡大は概

ね説明できるとしても，山十組の場合は，第１次大戦期頃から一族外とみられる者が工場代表者

になるなど，それだけではうまく説明できない。山十組結成期以来，よかれあしかれ，吉三郎・

今朝吉父子の強い個性・積極性も，借金を重ねてのほとんど限界までの拡張を追求した山十の経

営パフォーマンスを特徴づけることになった大きな要素と考えられる。そしてこうした点は，組

長に対する一族の信頼を基礎としつつ彼に全権委任して経営する匿名組合の実態が，山十組にも

なかったことを示すものである１５９。要するに，山十組は村吉をトップとするヒエラルキーに基づ

く指揮命令系統が早くから不明確だったのである１６０。

おわりに

以下，補足を加えつつ判明した点をまとめよう。

１．当初の小口組の組織は，独立の２つの製糸経営からなる製糸結社的な組合であり，匿名組合

１５７ 他の諏訪大製糸家としては，山一林組も同様であったことが知られている。前掲，山口編著『金融史』

２８８頁，注９。

１５８ 戦後の山十小口一族の今朝吉に対する評にも，「『おおぶろしき』の人」とか「豪快な人柄」とあり（前

掲，小林調査報告，８頁），今朝吉家を継承した朝重長女方子の小口幽香宛書簡（１９９１年１月２０日付，小

口行弘氏のコピー提供による）には，「今朝吉が�製糸を大きくもしつぶしもしました」とある。
１５９『昭栄製糸株式会社二十年誌』も，山十組はたんに「小口村吉，小口吉三郎の兄弟によつて個人経営の形

態として創設された」とするのみで（４頁），匿名組合とは記していない。なお，小川，前掲書は，匿名組

合を「緩やかな連合体」（４２８頁）とするなど，匿名組合の理解にやや疑問がある。

１６０ ちなみに，旧山十組製糸工場の多くを継承した昭栄製糸に山十小口一族の中から何人もが社員として

移ったが，最後に昭栄の経営陣に加わったのも，村吉家の子弟ではなく本家当主の朝重であった（『昭栄

製糸株式会社二十年誌』参照）。
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の形式も実態もなかった。１９１６年の�と�の合併以後についても同様である。

そもそも匿名組合とは，匿名組合員が営業者に出資し，営業者があげた利益を分配するもので

あり，営業者と匿名組合員との匿名組合契約によって成立する。要するに，匿名組合員は営業者

に出資財産についての運用を全権委任するのであり，その出資は営業者の財産となり，匿名組合

員に持分権はない。そして匿名組合員は営業者の行為について第三者に対して権利義務を持たな

い。

１９２９年１２月に税務署に提出した「小口組々契約書」の控えが残されているが（後掲資料１），

匿名組合，匿名組合員といった用語も使われておらず，内容からも匿名組合であることを示すも

のはない１６１。税務上は，１９２１年まで小口組本支店はそれぞれ別経営として課税されており，税

務当局も匿名組合とはみなしていなかった。さらに，破綻直後の１９３１年９月の債務総額７４４万

円について，一族１２人（持分のなかった巻太・理一・三平らも含む）が連帯債務者となってい

た。匿名組合であったならば，上記のように営業者のはずの善重が債務を一手に引き受け，他の

者は関係ないはずである１６２。等々，小口組が匿名組合の形式も実態もなかったことを示す証拠は

多い。

一方，表７のように，２０年代の農商務省『全国製糸工場調査』などの小口組各工場の組織形

態記載は著しく不統一で信頼性に欠け，たとえば巻太の徳島支店は，内部的にはそして税務上も

小口組から独立した経営であり，巻太は組員ではないにもかかわらず，徳島支店の組織形態を匿

名組合としているものもあった。

一体に，小口組は当初から当座のコストをできるだけ避けて運営し続けたように思われ，法人

化しなかったのも，それに伴うコストを避けたためのように思われる１６３。これらの点は，かなり

不統一ともいえる決算書類を正そうとしなかった点からも窺われる。

もちろん，生糸取引また資金調達といった点で，統一した企業名を市場に浸透させ，ブランド

を確立させておくことは重要であり，したがって，徳島なども当初から小口組徳島支店と称して

いたが，一族の信頼関係を前提とすれば，法人化していない組織の法的な形態はさして重要なこ

とではなく，それがこうした諸調査の記載不統一に反映しているのではないだろうか。

１６１ ただし，この契約書は明らかに税務上の要請によってこの時作成されたものであり，こうした契約書は

もともと一族内での正式文書として存在していなかったと思われる。その内容は，それまで，一族の口頭

での申し合わせ，了解事項だったと考えられる。

１６２ 匿名組合でも，匿名組合員がその氏若しくは氏名を営業者の商号中に用いることを許諾した場合はその

使用以後に生じた債務は営業者と連帯して責任を負担すべしという商法の規定があるが，それは，第三者

が共同事業のように誤認する可能性があるから，あるいはもはや匿名組合の性質を離脱したものだからで

あり（栗本勇之助『帝国商法釈義』博文館，１８９９年，５６０～５６１頁，大日本民衆法律学会編『日常百般民

衆顧問法律百科大辞典』法学館，１９２５年，２３４頁など），小口組をはじめ諏訪の一族大製糸が仮にそれに

該当するとしても，それはもともと匿名組合の性質をもっていないということである。

１６３ 小口定一郎氏の大次からの聞き取りメモ（前注３７）によると，おそらく１９２０年代であろう，金吾が小口

組の株式会社化を主張したことがあるが，容れられなかったとのことである。
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そして，片倉組・山十組等，他の一族による諏訪大製糸の「匿名組合」も同様に，匿名組合の

形式と実態があったかは大いに疑問である。もっとも前述のように，『平野村誌』『信濃蚕糸業

史』のみならず，農商務省（農林省）『全国製糸工場調査』や長野県内務部『製糸工場調』など

にも，諏訪の一族製糸大経営の組織形態を匿名組合としている場合があることは，調査が杜撰と

いうだけではなく，本家家長ないし代表者への信頼を対外的に示すといった意味で，「匿名組

合」と称した場合があったのかもしれない。しかしたとえば，大和組の企業史である片倉信一

『ヤマト百年回顧録』（１９７２年）は，１９０５年５月に匿名組合大和組が結成されたとしている

が１６４，そこに掲載されている同組の「組合規約」（後掲資料２）は，小口組同様，匿名組合の形

式ではない。

また片倉組については，１９００年代後半頃の無表題規定草稿（「有限責任社員ニ関スル規定」と

推定）は１６５，「社長」の章もあり，一見，１９０６年設立の片倉合名の有限責任社員の規定のように

もみえるが，固定資本は１５年で償却すべしとの条項や，会計年度は６月１日から翌年５月３１日

としている点などからみて１６６，明らかに製糸事業を行っている片倉組の規定である。というより

も，この時期（あるいは両大戦間期でも）の同組内部では，合名と製糸事業の経営体はあまり区

別なく「片倉組」という語が使われることがある。いずれにしても，この「有限責任社員規定」

とは，明らかに一族外の組職員を対象として勤勉優秀な者を家父長的に保護・優遇しようとした

ものであり，したがって，一族は製糸事業についても無限責任であることを当然の前提としたも

のとみなせるのである。さらに片倉家憲でも，重要な契約の締結等は同族会の審議によって決定

するとしているなど１６７，匿名組合にそぐわない条項もみられる。結局，同組は，たとえ宗家の家

長兼太郎の権威が大きかったとしても，兼太郎が全責任を負い，その他の者は有限責任である匿

名組合であったとは到底考えられず，彼らが自ら標榜したように「一族兄弟一致団結シテ之ヲ経

営」する「共同経営」なのであった１６８。

山一林組については，石井寛治の詳細な経営分析があるが１６９，そこでは，１９００年に匿名組合

山一林組となり，１９０７年には合名会社山一林組に改組されたとされている。しかし匿名組合に

１６４ 同書，７５頁以下。

１６５ 片倉兼太郎家文書所収。前述の片倉組「特別待遇員規定」（１９０８年５月）の第３０条に，「従来片倉組ニ於

テ行ハレタル有限責任社員ニ関スル規定」なる表現がある。この「特別待遇員規定」は「有限責任社員規

定」も継承したものと考えられるが，従業員特待制自体はすでに１８９９年に設けられている（『二代片倉兼

太郎翁伝』８６頁）。

１６６ 片倉合名の年度は，１９１９年度までは１月～１２月の暦年と同じである（前掲，拙著『戦間期日本蚕糸業史

研究』４１頁，第１１表，注１）。

１６７ 前掲，拙著，１２頁。

１６８ 引用は，１９３９年に上諏訪税務署に提出した，１８７８年以来の同家製糸事業の由来を説明した文書（前掲，

拙稿，１４頁）。いうまでもなく，匿名組合は共同事業・共同経営ではなく，営業者の単独事業である。な

お片倉組を仮に匿名組合として，前注１６２に記した商法の規定が適用されるとすると，今井五介や林利三

郎は出資分のみの有限責任，光治・佐一・俊太郎らは兼太郎との連帯責任という妙なことになる。

１６９ 前掲，山口編著『金融史』第２章第３節２「開明社林家の経営」。
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なったとする根拠は『平野村誌』の記述のみであり，１９００年成立の根拠は「�林組」と記した

帳簿がこの頃から現れるというものにすぎない１７０。組合組織にしたのが１９００年とはいえるが，

有限責任の匿名組合員もが無限責任社員となる合名会社へ改組されるのはやや不自然であり，も

ともと一族の連帯責任による組合経営を法人化して合名会社にしたと理解する方が自然である。

林組に限らず，大和組が１９２３年に，丸ト組が２４年に，渡辺組が２９年に１７１，そして小口組も３１

年にいずれも合名会社化したように，非法人の組合組織が法人化されると合名会社となることが

多かったのも，同様に理解できる。

要するに，主に戦前の『平野村誌』に依拠して，何々組と称する一族の諏訪製糸経営はいずれ

も匿名組合だったとする誤った認識がとくに戦後流布し，筆者を含めて研究者も，共同経営のイ

メージを持ちつつそれとは矛盾する認識を無批判に踏襲してきたように思われる。戦後刊行され

た大和組・笠原組の企業史には，『平野村誌』等の記述を継承して自らを匿名組合としている

が１７２，じつは戦前刊行ないし執筆された『片倉製糸紡績株式会社二十年誌』『初代片倉兼太郎君

事歴』『二代片倉兼太郎翁伝』さらに『尾沢琢郎伝』等の企業史・伝記には，片倉組や尾沢組が

匿名組合であるとはまったく記しておらず，たんに「共同の組合経営とし」などとあるだけであ

る１７３。１９０６年刊行の前掲『成功経歴日本製糸業の大勢』にも，「自ら尾澤組を標榜し」とか「同

族団結の下に小口組を標榜す」などとするのみである１７４。そして彼らは一族の共同事業であるが

ゆえに連帯責任を当然としていたであろう。したがってこれらは，組合員は無限責任である民法

上の組合，任意組合とみなされるべきものである。

もっとも戦前諏訪の製糸経営の中に，正式に匿名組合契約を結んだものがなかったわけではな

い。たとえば，明治末から昭和初期の有力製糸の一つである入一組（下諏訪町）の前身である入

○組は，１９０１年に山田由蔵ら５名により期限１０年として設立された匿名組合であり，満期の

１９１０年に解散して，新たに入一組製糸所が設立された１７５。また昭和初期に合資会社中村製糸所

を継承した若宮製糸所も匿名組合として設立された１７６。ただし，それらはいずれも一族による製

１７０ 同上，２８９頁，注１６。

１７１ 前掲『ヤマト百年回顧録』１６３～１６５頁，第十九銀行『製糸資金貸出計画書』，前掲『丸興三十五年史』

２４３頁。ただし大和合名会社は１９２８年に大和組に組織と名称を戻した。

１７２『ヤマト百年回顧録』は，『平野村誌』や戦後の製糸業史研究などを参照して書かれたとされ（同書の

序），笠原組については，前掲『笠原工業（株）上田工場七十年のあゆみ』８頁に，『平野村誌』の記述が

そのまま転載されている。

１７３ 前掲『初代片倉兼太郎君事歴』３７頁。

１７４ 同書，９，３５頁。管見の限り，明治期の文献に，諏訪の一族製糸大経営を匿名組合としているものは見当

たらず，それは１９２０年代の農商務省（農林省）『全国製糸工場調査』や長野県内務部『製糸工場調』から

と思われる。

１７５ 入一通信工業株式会社社史編纂委員会編『５０年のあゆみ』（入一通信工業株式会社，１９８１年）４～５頁。

『増訂下諏訪町誌』下巻（甲陽書房，１９９０年）５０６頁には，入○組の当初の組織者４人は，従来からの製

糸経営を行っていた山田由蔵のほか，繭買（２人）と製缶業者だったとしており，匿名組合の営業者はお

そらく山田だったであろう。

426 商 経 論 叢 第 50 巻第２号（２０１５．３）



糸大経営ではなかった。

おそらく，これら一族による組合組織の製糸経営者にとっては，経営上，資本を一体として運

営し，（個別工場名ではなく）一体化した企業の名称を名乗ることが重要であり，小口組同様，

組合の種別といった組織形態はさほど重要なことではなく，一族内で組合契約書を作成していな

い場合も少なくなかったのではないかと推測される。そうした事情が１９２０年代における『全国

製糸工場調査』の組織形態記載の不統一に反映されているのではなかろうか。相互信頼を前提と

した一族経営を法人化・会社化せず「組合」としておくことは，資本と収益を一体として運営す

る簡単な（取引コストを節約する）手段の一つだったのであろう１７７。

２．次に，諏訪製糸業の特徴として，購繭資金のほとんど全部を外部からの借入に依存する点

が，従来からよく知られている点であった。小口組はまさにその典型であり，現金預金も，安全

弁としての不動産・有価証券もほとんど持たず，基本的に収益を原資に設備投資を行って，設備

投資を収益で回収できる限り，水平的な規模拡大を続けたといえよう１７８。

そもそも小口組では「貸借対照表」はあったが，それはたんに製糸工場の上に位置する本部事

務所の負債残と運用残の表であり，企業全体の資産と負債を示す通常の貸借対照表ではなかっ

た。そのような貸借対照表が作成されるのは，１９２０年代になって，銀行からそうした財務諸表

の提出が要請されるようになってからであった。このため，本部事務所では，そもそも小口組全

体の損益表も１９２０年代初頭まで作成していなかったし，小口組全体でどの程度の負債があるの

かも把握できていなかった。一つの統合された企業というよりも，複数工場の緩やかな連合体に

近かった。同様に，固定資産についても評価額を算出しておらず，当初の設備投資の累計額しか

データはなかった。法人化した彦根支店を別として，節税にならないために減価償却という考え

方を意識的には導入していなかったのである。これは個人経営の限界とも思われそうであるが，

しかし同じく個人経営の片倉組は，既述のように，遅くとも１９０７年には毎年度の減価償却を１５

分の１ずつ，１５年ですべて償却すること，また利益金の１割を積立金として欠損補�などにあ

てることなどを会計ルールとしており，意識的・積極的に内部留保に努めるようになっていた。

小口組の内部留保に努めない借入金依存の体質は，親戚筋の山十組も同じだったこともよく知

られている。大一の�組も結局２９年に破綻するが，前述のように大一自身によれば，過大な投

資が原因で，事業上の損失によることは多くないとしており，大雑把にいうと，これらは�・山

十を含めた小口一族に共通した特徴であった。そして片倉以外の他の諏訪大製糸との比較では，

１７６ 前掲，古村敏章『生糸ひとすじ』２８１～２８２頁。

１７７ なお，『平野村誌』下巻，２２１頁，『岡谷市史』中巻，５３６頁によれば，平野村の匿名組合と称されるもの

は，いずれも正式登記を経ていないから，正しくは同村に匿名組合は一つも存在しないとか，正式登録も

なかったとあるが，匿名組合契約成立に登記や登録は必要ないはずである。

１７８ １９１９年頃以降に開始した土地投資も，不安定な製糸経営のリスク分散というよりも，値上がり期待の，

銀行借入による投機的な投資であったし，有価証券投資も，製糸経営上の必要から取得したものが大半で

あり，リスクを回避せず，規模拡大とその維持をめざした点で，かなり一貫した経営スタイルであった。
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少なくとも小口組の破綻は，必ずしも工場の生産性の問題というわけでもなかったと思われ

る１７９。そして小口組等のそうした特徴がどこから出てくるのかについては，従来，あまり説得的

な説明はなされてこなかったと思われる。

石井寛治が集計した１９１９年１月の第十九銀行による諏訪有力製糸家正味資産調査をみる

と１８０，片倉兼太郎の１，１００万円は別として，小口吉三郎（山十組）２００万円・小口善重２２０万

円・林利喜平（山一林組）１９５万円・笠原房吉１５０万円などと，大製糸家の正味資産は概ね似た

ようなレベルにあった１８１。しかし直近の１９１７年度の釜数と製糸場数は，最大の山十組１１，６０５釜

（１９工場）から最小の笠原組２，１４７釜（５工場）までと，きわめて大きな開きがあった１８２。正味

資産はさほどの差がないのに規模拡大に関する経営戦略がこれほど大きく異なっていたことを，

たんに経営者のリスク選好の差のみで説明するに止まるとすれば，いささか安直にすぎるように

思われる。たしかに山十組の例で検討したように経営者のリスク選好の差は存在したはずだが，

本稿の小口組の分析からは，子弟の数を含めた一族のあり方が，規模拡大戦略を大きく規定する

重要な要因であったことがわかる１８３。

３．すなわち，一族経営の諏訪大製糸において，一族が多いことやその増加は，規模拡大に好都

合だったとともに，逆に増加した一族子弟に製糸経営の場を与え，さらに所有権を分与すること

が，規模拡大の重要なインセンティブになっていたと考えられる。この点は，初期の小口組をみ

ても，�では善重の弟らに１つずつ工場をもたせるといった姿勢がみられるし，�に至っては工

場を借りてまで弟房吉に割り当てていた可能性がある１８４。さらに小口組は大戦期に支店を次々に

開設するが，じつはこの頃に２０歳を超える一族子弟が次々に現れてきたのである。小口組の工

場増設とそれを担当する子弟の年齢を子細に検討すると，大人になったら工場を割り当てるとい

う原則が概ね貫かれていることがわかる。

これに対して，兄弟の多い大一家の弟たちは，持分比からみて増設工場を担当できなかった。

そこでこの時点で工場経営者たりうる兄弟３人にやや小さいながら１つずつ工場を分与して，彼

らは離脱し，未成年の末弟の分を含めて，さらなる規模拡大をめざし，過大な設備投資を行って

いったというわけである。大一の離脱は，いわば一族の人口増加に規模拡大が追い付かなくなっ

１７９ すなわち，片倉や郡是との比較ではなく，笠原組や大和組，丸ト組，入一組など，昭和恐慌期に苦しみ

ながらも，そして組織再編は伴っても，破綻せずになんとか乗り切り，業態を変えて近年まであるいは現

在も存続している諏訪有力製糸経営は意外に多く，そうした経営との比較である。

１８０『横浜市史』第５巻上，２８３頁，第９１表。ただし共同経営者を含んだ資産額。

１８１ ただし小口金三郎（８５万円）と尾沢福太郎（９５万円）はやや少ないが，前者は岡谷製糸会社のメンバー

であり，一族経営ではない。

１８２『横浜市史』第５巻上，２７３頁，第８８表。片倉組は９，１９８釜（２２工場）。

１８３ 一般に一族経営とは，オーナー経営者の企業を指すので，創業者１人による経営も含むが，一族経営の

諏訪大製糸の場合，多数の一族が所有と経営に関わるため，そのあり方は企業経営をきわめて大きく特徴

づけると考えられる。

１８４ 小口組発足時には，表７に示していない借釜２５０釜があり（前掲「小口組沿革概略」），房吉が担当した

と思われる。
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たため，あるいは一族の人口増加に持分比がそぐわなくなったため，過剰人口が経営外にあふれ

出たものといえる１８５。

さらに，山十小口家は，既述のように姉妹の子を含めた一族子弟がとくに多く，結成当初から

村吉の姉妹の子も多数創業者の一部に取り込んで発展させた。そして山十組・小口組は，これら

一族子弟を特定の工場の経営者として，長期にわたって担当させた。こうした複数工場の分権的

な経営のあり方は，諏訪の他の一族製糸経営，さらに一族でない製糸経営でもみられた。ただ

し，片倉組はやや異なっていた。

４．片倉家も一族子弟や分家はかなり多く，各所に工場を設置して規模拡大したが，小口組と異

なって，当初からイエ（家）の壁を取り払って，資本を統合させていたとみられ１８６，さらに家憲

の制定により，一族の所有権と行動を制限した。この家憲も決して作成しただけの形式的なもの

ではなかったことが，種々の資料から判明する１８７。そして製糸経営においても，既述のように早

くから一族外の有能な人材を工場長に抜擢することが珍しくなく，彼らの間で競わせる一方で，

一族の任務としては特定工場に貼り付くことを重視するというよりも，本部重視ないし全体の統

括重視の姿勢がみられ，かつ少数の中心的な一族が本部・本社で経営実務を取り仕切った１８８。そ

して製糸経営の中枢からややはずれた一族子弟を中心に，２０年代以降の経営の多角化が進めら

れた。こちらでは過剰人口が片倉財閥の形成につながっていったわけである。

一族経営は所有者と経営者が一致し，エイジェンシー・コストが生じない点や，一族間の信頼

関係が取引コストを節約させる点が優れたところとされるが，一方では，規模が拡大し，多数の

１８５ 逆に，１９０５年の大和組結成は，工場経営者の過不足調整のため，２つの経営が統合された例である。す

なわち分家の�当主幾太郎が病気になり，�工場と神保原工場を長男吉五郎一人で経営しなければならな
くなったのに対し，本家�（伴蔵家）の方は，細田製糸所と�支店の２工場を経営するのに，伴蔵・島
吉・千代吉・知恵造と手ぞろいだったことがあり，やはり一族経営者の工場配置の問題が重要だったので

ある（前掲『ヤマト百年回顧録』７５頁）。

なお，一族子弟が多かったから規模拡大したという主張に対して，子弟の数の多くても一様に規模拡大

ができたわけではなかろうという問いに対しては，当然そうであり，本稿でも指摘したように，小口組も

山十組も少なくとも１９１０年代までは優良な製糸経営の一つだったのであり，それゆえ第十九銀行や横浜

売込問屋も資金面で優遇したこともすでによく知られている。本稿の主張は，そのようにして発展した諏

訪大製糸を対象とした議論であり，しかしその小口組でも限界があり，権之助家の子弟のための規模拡大

ができなかったために経営を分離させたということである。

１８６ たとえば，初代兼太郎は，１８９０年に設置した松本清水製糸所に，当初従弟の俊太郎を派遣していたが，

アメリカから実弟今井五介が帰国すると俊太郎に代えて彼に担当させたことなどは，資本が統合していな

ければありえないことと思われる（前掲『今井五介翁伝』４２頁）。

１８７ 前掲の１９２７年２月２０日付の片倉三平から二代兼太郎宛書簡によれば，この頃，家長二代兼太郎が家憲

の改正を計画し，同族でその内容につき議論になっていたことが記されており，家憲が空文化していたわ

けではないことを窺わせる。また子細な点はともかく，婚姻養子縁組など，ほぼ家憲の規定に沿って様々

な行為が実行されていることが明らかである。

１８８ このように，片倉は明治期から諏訪の他の一族大製糸より一族外人材を工場長さらに本社幹部に登用す

る気風が強かったとみられるが，１９２０年代でもまだ一族外取締役はほとんど存在せず，経営形態はなお所

有者家族の排他的支配である「閉鎖型」（前掲，末廣『ファミリービジネス論』第２章）であった。
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一族が所有と経営に関与するようになると，チームワークが重要になるとともに，一族間の関係

性が複雑化し，適切な人材配置が歪められたり，統一的な意思決定のコストが高くなる。

その解決策として，一般には，責任を分担・分割することや，長男以外は所有や経営に関与さ

せないことなどが行われたとされるが，片倉は，家業の長期的・安定的発展のために，当初から

資産を共有とするとともに，その所有権を制限して，一族が家の都合で資産を分割することを許

さず，かつ企業の意思決定コストを引き下げ，全企業的な経営効率化を図るために集権的な経営

体制を築き，家長の大きな権威の下で１８９，各家の子弟を製糸事業の重要部署に平等に配置するこ

とが優先されるわけではない体制とした１９０。

こうして，統合化された集権的経営の片倉は，既述のように，すでに１９１０年代初頭には全国

各工場の５日ごとの財務データを本部が集約しており，さらに１９２４年からは毎月の仮決算を施

行させるなど，各工場の情報を本部・本社に報告させ集約する機能は，小口組とは雲泥の差を生

じさせていた。

これに対して小口組は，次第に統合していくとはいえ，厳格な総有制を採用するコスト，集権

的な経営体制を築くコストを避けて，家の事情を優先させ，強い家長権を発動させない温情的な

対応を特徴としていたため，統合化・集権化によるメリットが十分に得られない反面，統合化に

伴う一族間の緊張関係の発生を予防しあるいは緩和する効果があったと思われる１９１。山十組も，

既述のようにもともと家長権の弱い，ゆるやかな結合だったのではないかと推測されるし，片倉

以外の一族経営は，概ね，厳しい集権的体制を採らなかったと思われる。

結局，近代の諏訪における一族製糸経営に限っていえば，エージェンシー・コストが生ぜず，

信頼に基づく関係を築きやすいという取引コストを節約しうる面と，比較的フラットな意識を持

つ一族に配慮した温情的な関係がヒエラルキーに基づく効率的経営を阻害するという取引コスト

を増大させる面の両方があった。規模が小さい間は，前者のメリットがめだつとしても，次第に

規模が大きくなると，後者の面が深刻になり，それをどう処理するかが大きな問題になった。そ

してここでもやはり，リーダーたる力量が必要な代表者には前代表者の長男ないし家督相続者が

就くことが当然視されていたから，その代表者がリーダーシップを発揮してこれらの問題をクリ

１８９ 片倉組では，相対的に強い家長権によって統制を図ったのは，一族に対してだけではなく，雇用した職

員に対しても，特待員制度，有限社員制度，見習生制度などを制定して，家父長的に保護と統制を意識的

に図ったことが特徴的のように思われる。

１９０ また繰り返していえば，規模拡大は一族の数に規定されるだけではもちろんない。片倉の場合は，明治

期において，一族の数が多かったことは規模拡大に役立ったとはある程度はいえるが，とくに戦間期には

規模拡大・経営多角化が一族の数に規定されて行われたという解釈・説明は部分的にしかできず，全体と

しては，非一族経営の大経営と同様な，市場動向をみながらの一般的な戦略的規模拡大や経営多角化にす

ぎないといった方が適切と思われる。

１９１ 片倉は，したがってこの点で逆に困難な問題を潜在的に抱えていた（前掲の三平から二代兼太郎宛の書

簡には，そうした同族間の潜在的な軋轢が記されている）。もっとも小口組でも，一族内部の確執があっ

たことが，小口定一郎氏の大次からの聞き取りメモ（前注３７）に記されている。
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アすることは容易なことではなかった，といえよう。

５．いずれにせよ，従来，片倉と他の諏訪製糸との違いについて，外形的な生産技術や金融的条

件，あるいは所有資産に着目して議論することが多かったが，その前提として，一族のあり方に

着目する必要があるのではないかと思われる。片倉の生産力の優位性として指摘される，早期の

三口繰から四口繰への移行とか，多条繰糸機の導入などは，いわば結果であり，なぜ片倉ではそ

れができて，他の大製糸ではできなかったのかについて，組織のあり方，さらに一族やその所有

権のあり方から問題にされるべきであろう。

（付記）本稿は，経営史学会第４９回全国大会（於龍谷大学，２０１３年１０月）で，その骨子を報告

したものである。本稿作成にあたって，故小口定一郎氏，小口浩一氏，小口行弘氏，ならびに

嶋崎昭典名誉館長をはじめとする岡谷蚕糸博物館の方々に大変お世話になったことを記して，

感謝いたします。

（資料１）「小口組々合契約書」（１９２９年１２月１０日）

小口組々合契約書

第一章 総則

第一条 本組合ハ次条ニ定ムル目的ノ為メニ設立スルモノトス

第二条 本組合ハ生糸製造ノ業ヲ営ムヲ以テ目的トス

第三条 本組合ノ名称ヲ小口組ト称ス

第四条 本組合ノ本店及支店ノ所在地左ノ如シ

本店 長野県諏訪郡平野村三，八五一番地

支店 仝県仝郡下諏訪町字矢木東二四五番地

支店 群馬県高崎市赤坂村七〇四番地

支店 茨城県新治郡石岡町字石岡七，九〇〇番地

支店 兵庫県養父郡大蔵村字東谷二二〇番地

支店 福島県郡山市字田中三八番地

支店 宮崎県北諸県郡沖水村大字川東字榎原四，七二〇番地

支店 東京市神田区淡路町二丁目一四番地

第二章 組合員及持分

第五条 組合員ノ住所氏名及其資産持分ノ歩合左ノ如シ

一，七分ノ二 諏訪郡平野村五，二三〇番地 小口善重

一，七分ノ一 仝 郡平野村五，二二一番地 小口勝太郎

一，七分ノ一 仝 郡平野村五，四〇〇番地 小口修一

一，七分ノ一 仝 郡平野村五，四三五番地 小口啓一
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一，七分ノ一 仝 郡平野村五，四三二番地 小口禎一

一，七分ノ一 仝 郡平野村四，九九三番地 小口金吾

第三章 組合ノ代表

第六条 本組合ハ小口善重ヲ以テ組合長ニ選任シ組合ヲ代表セシム

第四章 計算

第七条 営業年度ハ毎年三月一日ヨリ翌年二月末日迄トス

第八条 組合長ハ営業年度ノ終リニ於テ計算ヲ為シ翌月十日迄ニ左ニ掲ゲタル書類ヲ組合員ニ提

出シ其ノ承認ヲ求ムルモノトス

一、財産目録

二、貸借対照表

三、営業報告書

四、損益計算書

五、損益ノ配当ニ関スル議案

第五章 解散

第九条 本組合ハ存続期間ヲ定メズ若シ解散ノ必要アル場合ハ総組合員ノ協議ニ依リ之ヲ定ムル

モノトス

第六章 清算

第十条 組合解散ノ場合ニ於ケル組合財産ノ処分方法ハ総組合員ノ同意ヲ以テ之ヲ定ム

右小口組々合設立ノ為メ此契約書ヲ作リ各組合員左ニ署名捺印ス

昭和四年十二月十日提出（税務署ヘ） 小口善重

小口勝太郎

小口修一

小口啓一

小口禎一

小口金吾

（出所）小口組『公文書控』（大正十二年）。

（資料２）「大和組々合規則」（１９０５年５月）

第１章 総 則

第１条 今般時勢に鑑み共同一致し以て事業の進�並に隆盛を謀り斯業界の信用を増進するを目

的とし茲に組合を組織する

第２条 当組合を大和組と称し本部を川岸村字細田に置き是れを細田製糸所と名し支部を二個所

に置く一つを川岸村字川添に置き，是れを�製糸所と名し一つを武州神保原駅に置き是れを神

保原製糸所と名す

432 商 経 論 叢 第 50 巻第２号（２０１５．３）



第３条 当組合は専ら生糸製造業を営み原料の買入生糸及付属品等を販売す

第４条 組合員は常に事業を改善せしめ利害得失を具に研究し業務の進�は勿論利益の増大なら

しむるに勉むへし

第５条 組合員は常に質素節倹を主とし経済界の趨勢に着眼し斯業他組合に劣らざるを期し精励

すへし

第６条 当組合は同業者に対し徳義を重じ信誼を厚ふし以て斯業界の規模たるを期す

第７条 組合とは��両家家族のみを云ふものとす其他当組合に於て労を執る工男工女全部を通

じて従業者と称す

第２章 計 算

第８条 当組合の決算は毎年５月３０日を期日と定め満５ヶ年を以て一期とす

第９条 現在の工場其他一式有形の儘にて年内賃貸料として決算の損益に係らず一釜に付十円と

定む

第１０条 毎年５月３０日現在の薪炭米味噌其他の在高を調査し燃料白米貯蔵品の各部へ買入れる

ものとす

第１１条 器械什器不完全の為新調若くは修繕の必要あるときは各製糸所釜数に対し１釜金１円

未満は修繕費とし１釜金１円以上は賃貸料より私弁するものとす

第１２条 組合員当組用務にて外出の節は１日５０銭宛の交際費を割与するものとす

第１３条 各組合員貸借金へは利子を付し（利率１日１００円に対する３円）計算するものとす付

則従業者貸５円以上の前貸金は利子を付す

第１４条 年度決算の上利益金の処分法は１釜３０円未満なるときは固定保存積立金として其２割

を消却し１釜５０円未満なるときは其３割１釜５０円以上なるときは其４割を消却するものとす

付則年度決算の上損失のときは固定保存積立金を消却せす

第１５条 当組合に於て天災火災盗難其他の不慮の災難を招きたるときの損害は当組合の負担と

す

（出所）片倉信一『ヤマト百年回顧録』（株式会社ヤマト，１９７２年）７６～７７頁。
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